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編集にあたって 

 

この論文集は、大阪大学山内直人ゼミナールに所属する経済学部および法学部の 2 回生、3 回生

及び 4 回生、総勢 27 名のメンバーが 2013 年度のゼミナール活動の一環として作成した 6 編の論

文を編集したものです。 

掲載されている論文はすべて、日頃テレビや新聞などで目にする社会問題の中で、学生自らが

興味を持ったものを扱っています。興味のある社会問題に対してその現状を調査し、問題意識を

持ち、計量経済学という視点から分析、考察を行い、問題の解決に向けた政策を提言しています。  

各論文とも未熟な点が多く残ってはおりますが、学生という若く自由な立場から行った政策提

言が、実際に政策を行う国や地方自治体などに影響を与え、より良い社会の創造に少しでも寄与

できるものであればと期待しています。 

また、論文はいずれも、ISFJ 日本政策学生会議、WEST 論文研究発表会の両方に提出され、発

表されました。 

 

～本年度 ISFJ・WEST 提出論文～ 

「国際競争力向上のための英語政策」 

「民事訴訟の限界と代替手段としての ADR」 

「家族介護は介護者の QOL を下げるか」 

「社会経済的インセンティブは献血意欲を増加させるか」  

「世代別選挙区制度の導入」 

「自殺の社会経済的要因とその対策のありかた」 

 

 最後になりましたが、論文作成にあたってご指導いただいた山内直人教授をはじめ、資料提供、指導

など様々な面で本当に多くの方にご協力をいただきました。巻末にお名前を掲載させていただいており

ます。ご協力をいただいた皆様には、この場をお借りして感謝の意を述べさせていただきたいと思いま

す。 

 

 ありがとうございました。 

 

2014 年 2 月 

論文編集担当代表 

日下拓也 
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第１章 国際競争力向上のための英語政策～

TOEFL スコア･JGSS 個票データを用いた実証分析～ 

 

 

大澤 俊平 沖田 紘子 

岸川 千恵 丸尾 翔太 

 

 

要旨 

 

本稿ではグローバル化が進む現代国際社会において日本人の「英語力の向上」が、日本の国際競争力の向上

に貢献し、日本のプレゼンスを高めるとして、英語力に関する分析を進めた。分析の目的は 2 つある。1 つ目

は、英語力の向上に影響を与える要因を探ることである。そして 2 つ目は、国際競争力の向上に大きく関わっ

てくる、仕事での英語使用機会に影響を与える要因を探ることである。まず 1 つ目に関して、各国の TOEFL ス

コアを向上させる要因を調べるためのパネルデータ分析と、英語力に社会環境・家庭環境・本人の意識が与え

る影響を調べるための JGSS1個票データ分析を行った。その結果、前者では教師 1 人あたりの生徒数、後者では

家庭環境・本人の学歴・中学以前の英語学習経験・仕事や社会における英語の必要性に対する意識といった要

因が英語力に影響を与えることが分かった。次に 2 つ目に関して、先ほどの JGSS 個票データと同じものを用い

て分析したところ、スピーキングとリーディングの能力が両方とも使用機会に影響を与えることが分かった。

さらに、1 つ目の分析において女性のほうが英語力が高かったのに対し、この分析では男性のほうが使用機会

が多いことが分かった。 

この結果を踏まえ、我々は小学校・中学校・高校と大学・企業それぞれに向けて政策提言を行う。まず前者

については、①英語教師数増加および質の向上を目的とした、ALT・日本人教師・講師の新採用システム・ライ

センス制②英語に触れる機会の提供を目的としたイングリッシュサポートクラスの開講および英語合宿の学校

行事化の義務付けを、提言する。そして後者の大学・企業に対しては③大学でのビジネス英語教育、自社での

グローバル人材獲得の困難な中小企業の支援を目的としたプログラムの推進④中小企業への英語習得支援を目

的とした、英語力向上の取り組みを行う企業に対する法人税減免および英語講座・交流会プログラムの実施を

提言する。また、これら企業・大学を対象としたすべての政策において、英語力の高い女性がそれを活かすこ

とのできる仕事に就くことを推進する。 

 

                                                      
1日本版 General Social Surveys（JGSS）は、大阪商業大学 JGSS 研究センター（文部科学大臣認定日本版総合的社会調査共

同研究拠点）が、東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施している研究プロジェクトである。 
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Ⅰ はじめに 

 

グローバル化が進んだ現代において日本経済の国

際競争力の低下が叫ばれている。その原因のひとつ

に日本人の英語力の低さがある。2012 年の日本の

TOEFL 平均スコアは、アジア 30 カ国中 27 位と、極

めて低いものとなっている。 

英語は全世界で使われており、我が国においても

政府は英語を国際共通語として、日本人の英語力向

上のための政策をとってきた。最近では、平成 23

年には英語の早期教育に関する議論を受けて、文部

科学省が小学 5 年生からの英語の必修化に踏み切っ

た。しかし同様の政策を韓国は 14 年前にはすでに

始めており、その内容も小学校１年生から英語教育

をスタートするという、より徹底したものである。

これに対して日本はその他の英語教育政策において

も後れをとっており、それは両国の TOEFL スコアの

推移の仕方に顕著に表れている。20 年以上続く大

規 模 な 外 国 人 指 導 助 手 （ Assistant Language 

Teacher、以下 ALT）招致事業である「語学指導等

を行う外国青年招致事業」（The Japan Exchange 

and Teaching Program、以下 JET プログラム）も、

2010 年には事業仕分けの対象になるなど、現行の

英語政策に課題があることは明らかである。国際競

争力が低下しており、英語力向上が必要にもかかわ

らず成果が出ていないという現状から、我々は国際

競争力向上のための英語政策に焦点を当てた論文を

執筆することにした。  

本 稿 で は TOEFL ス コ ア 及 び 日 本 版 General 

Social Surveys（以下 JGSS）2010 の個票データを

用いて、英語力および仕事における英語の試用機会

の有無の決定要因を把握・分析したうえで国際競争

力向上のために政策提言を行う。  

 

 

 

Ⅱ 日本の英語教育を取り巻く現状と

その課題 

 

１ 日本の英語教育を取り巻く現状 

 

（１）グローバル化の進行 

近年、航空技術やインターネット技術の発達に伴

いグローバル化が進み、ヒト・モノ・カネ・情報

の、国や地域の境界を越えた移動が自由かつ迅速に

行われるようになった。（図 1）のように外国人登

録者数が増加傾向にあるなど、我が国においてもそ

の影響はみられる。 

グローバル化が経済活動に与える影響は大きく、

商業活動にも大きな変化をもたらしている。世界の

多くの企業が発展途上国などの国外市場に注目し、

進出することによって利益の拡大を図っている。国

際貿易投資研究所によると日本の輸出・輸入の対

GDP 比は年々上昇しており、海外に進出する日系企

業数、現地法人常時従業者数も増加傾向にある（図

2、3）。また日本貿易振興機構（以下、JETRO）発

行の『世界貿易投資報告 2011 年度』によると、上

場企業の地域別売上高において、海外の比率が増え

ている（図 4）。これらから、海外におけるビジネ

スの重要性が高まってきているということがいえ

る。  

 

（２）語学能力と国際競争力 

世界のグローバル化が一段と加速する中で、日本

の立ち位置はどのようになっているのだろうか。ス

イスの International Institute for Management 

Development（以下、IMD）という研究所では、グロ

ーバル企業にとってのビジネス環境がどれほど整備

されているかを示す「国際競争力ランキング」を毎

年発表している。これを見ると、1990 年代前後の

日本は国際競争力世界 2 位を誇っていたが、長きに

渡る経済の低迷、他国の著しい経済成長の影響など

を受け、その順位を 27 位にまで下げている（図

5、表 1）。 
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ランキングにおける日本の具体的な評価を見てみ

ると、経済や科学技術など個別指標で世界 3 位以内

と、日本の順位を上げるのに大きく貢献している分

野もある一方で、実質 GDP 成長率や法人税率、人材

に関する項目が世界 50 位前後と、大きく足を引っ

張っている。 

 特に人材についての項目に焦点を当ててみると、

管理職における国際経験（59 位）、英語の堪能さ

（58 位）、語学能力（58 位）と人材面、とりわけ

グローバル人材に必要とされる要素の競争力が非常

に低いことが分かる。 

こうした語学能力を有する人材の不足が日本の競

争力を下げている具体的な例として、平成 20 年度

に経済産業省が行った「外資系企業の在日本ビジネ

スにおける調査」（経済産業省『平成 20 年度対日

直接投資に関する外資系企業の意識調査報告書』）

がある。この調査の結果によれば、外資系企業に対

日ビジネスの障害について質問したところ、人材の

確保、殊に語学堪能者の確保の難しさが、外資系企

業の日本におけるビジネスを困難にする大きな要因

のひとつであった（図 6）。グローバルなネットワ

ークを持つ外資系の企業は、日々の業務の中で英語

を使用する機会が多い。また、異なるバックグラウ

ンドを有する人間とコミュニケーションを図り、マ

ネジメントするには優れた語学力も重要な要素であ

る。そうした、日常的に多くの場面で英語を使用す

ることのできる日本人の少なさが、外資系の企業が

日本で行うビジネスを困難にしていると言うことが

できる。 

 理論的にも、グローバル化が進行する中での、

経済空間における言語の重要性は主張されている。

労働経済学を専門とする松繁寿和氏は『大学教育効

果の実証分析―ある国立大学卒業生たちのその後』

の中で、「いかに優れた人材であっても、いかに高

度な専門知識・技能を身に付けていても、言語がで

きなければその能力の一辺さえも活かすことができ

ない。言語の壁は厚く、高い。」と述べている。そ

のうえで、英語の通用性に着目し、日本が日本語で

蓄積、表記された知識を活かし、グローバル化した

世界で生きていくためには、英語でのコミュニケー

ション手段を身に付けることが必須の条件となる、

としている。松繁氏は研究の対象が 1 大学 1 学部卒

業生のみに限られていることを同著の課題としたう

えで、「国際社会における英語の通用度の上昇と現

在進行している日本の国際化を考えると、今後経済

的地位の決定要因としての英語の重要性がさらに増

していく。」と結論付けている。 

 このように、日本人の語学力不足が、日本の国際

競争力不振の原因のひとつとなっていることが、国

際競争力の分野別順位の考察、外資企業への調査、

および理論的考察から明らかである、と言える。 

 

（３）世界における英語の重要性 

日本の国際競争力の向上のために語学力の向上が

肝要であることは、これまで述べたとおりである。

我々は、中でも英語に着目して研究を行う。この項

ではその正当性について述べていく。 

まず、現在の英語の状況を考察してみる。英語を

公用語とする人口は世界 70 億人中 14 億人と、5 人

に 1 人が英語を公用語としており、公用語人口第 2

位の中国語に 4 億人の差をつけて群を抜いている。

また英語を公用語とする国は、世界 194 ヵ国中 84

ヵ国と、圧倒的な数である。 

だが、言語の重要性は話者や公用語人口の数のみ

で示すことは出来ない。話者の経済力も考慮に入れ

なければならない。各言語の使用者の総生産額を表

す指標として、言語内総生産（Gross Language 

Product）というものが存在する（図 7）。 

（図 7）から明らかなように、英語とスペイン語

の言語内総生産が他の言語内総生産より圧倒的に抜

きん出ている。さらに、スペイン語の言語内総生産

よりも英語の言語内総生産が 2 兆ドル上回ってい

る。また、現在、英語が最も重要な国際言語として

存在している歴史的な要因として、ここ 2 世紀にわ

たる英語の広まりが考えられる。ヨーロッパでは

様々な国や民族が交替で覇権を握っていたために、

1 つの言語の天下が長く続くことはなかったが、19

世紀はイギリス、20 世紀は同じ英語圏のアメリカ
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が世界をリードした。政治、経済の中心から英語が

発せられることにより、世界で英語を使用する人は

現在まで増加してきており、今後もその状況がすぐ

に変わるとは考えられない。これらを根拠として、

言語における英語の重要性は、さらに増していくも

のと考える。 

平成 23 年に財団法人国際ビジネスコミュニケー

ション協会が上場企業に対して行った「上場企業に

おける英語活用実態調査 2011 年」によると、80%以

上の企業が「業務で英語を使用する機会がある」と

答えており、約 70%の企業が「英語の必要性が高ま

った」と答えている（図 8）。このことから、実際

に多くの企業で業務における英語の必要性が認識さ

れていることがわかる。  

 

（４）日本人の英語力 

英語の必要性が高まっているということは先に述

べたとおりであるが、日本の英語力の現状はどうだ

ろうか。一般に日本人の英語力は他国と比較して低

いといわれている。実際、2012 年の TOEFL iBT テ

ストの国内平均スコアはアジア 30 か国中 27 位と、

同じアジア諸国と比べてもかなり低い水準となって

いる（図 9）。 

英語力について、株式会社アイシェアが有職者の

男女 1,722 名を対象に行ったアンケートでは、

79.3%もの人が「まったく自信がない」と答えてい

る。このことから、日本のビジネスパーソンの多く

が自身の英語について不安を抱えているということ

がわかる。 

また、平成 21 年に経済同友会が企業代表者を対

象に行った「企業経営に関する調査」では、企業の

グローバル化推進にあたっての一番の課題として英

語が使えるグローバル人材の不足を挙げており、そ

の割合は約 80%にも及んでいる（図 10）。英語の必

要性が高まっているにもかかわらず、企業は英語を

使ってコミュニケーションがとれる人材の不足に苦

しんでいる。個人のみならず、企業でも社員の英語

力の低さが認識されているのである。 

 

（５）日本政府の取り組み 

では、日本政府は英語力向上のためにどのような

政策を行ってきたのだろうか。まず、教育における

政策を見ていく。近年の日本の英語教育の基礎とな

るものが、2002 年に発表された、「英語が使える

日本人」育成のための戦略構想である。この構想

は、これまでに述べてきた通りの世界のグローバル

化の進展と日本人の低い英語能力という問題意識か

ら発するものである。 

具体的に見ていくと、学生に対しては、高校生や

大学生の留学の機会の拡充、大学入試センター試験

でのリスニングテストの導入、小学校における英語

の必修化や高校の「英語の授業は英語で行う」とい

う原則を定めた新学習指導要領の導入（表 2）、ス

ーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクー

ルの制度設立などがある。また教員については、

「語学指導等を行う外国青年招致事業」（The 

Japan Exchange and Teaching Program、以下 JET

プログラム）の活用による ALT の拡充や、中学・高

校の全英語教員 6 万人に対しての集中的な研修の実

施などがある。 

このように、英語教育に関して、様々な取り組み

がなされてきた。しかし、日本の TOEFL スコアの推

移は長年横這い（図 11）であり、上記の政策が十

分に機能していないことがわかる。さらに、英語教

育に使用される教科書が検定を受けたものに限られ

教師が自由に教育を行えない、受験英語への対応を

せざるを得ないため授業内容が柔軟でない、といっ

た批判もなされている。また、上で述べた英語教育

に関する改革についても、言語的地理的に近い韓国

に比べて導入が遅れており、英語力の差が拡大して

いるという現状がある（図 12）。 

次に、社会人の英語力向上に関する政策について

は、企業と留学生のマッチングのような、既に英語

力の高い人材の獲得を推進する政策は行われている

ものの、社会人の英語力自体を高めるための取り組

みは、これまでほとんどなされていない。 
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２ 英語政策に対する問題意識 

 

ここまでに、グローバル化する世界の中で日本の

国際競争力は低下しており、その原因として語学が

堪能な人材が不足していること、中でも特に英語が

重要であるが、それらの課題に対する日本の政策が

十分でないことを確認してきた。日本政府は英語の

重要性と、日本人の英語能力の低さを理解している

はずであり、英語力向上のために様々な教育政策を

行なっている。しかし、政策の導入から長い年月は

経っていないとはいえ、上述したように、日本人の

英語力が上がるという傾向は一向に見られない。さ

らに、社会人の英語力向上を目的とした政策はほと

んど行われていない。 

そこで我々は、「日本の英語力を上げるための対

策が十分かつ適切ではないのではないか」というこ

とを問題意識として抱いた。以上の流れを踏まえ、

本稿では国際競争力向上のための英語力の向上を目

指し、英語力の向上に影響を与える要因は何かとい

うことをリサーチクエスチョンに設定した。 

 

Ⅲ 先行研究 

 

英語力に関する研究は数多くなされているが、実

証分析を用いたものはそれほど多くない。研究の分

類としては、①TOEFL 等の点数を用いて、多国間の

英語力を決める要因を分析するもの、②国内の英語

力を決める要因を分析するもの、とがある。  

まず①について、各国の TOEFL スコアを用いて英

語力の決定要因分析を行った研究に Snow（1997）

があり、これは第二言語としての英語能力の決定要

因を回帰分析により探ったものである。このフレー

ムワークを用いてより詳細な分析を行ったのが

Kim&Lee（2010）で、言語的要因と非言語的要因に

分類した説明変数を用いて、Reading・Writing・

Listening・Speaking（以下 R、W、L、S）セクショ

ン別に分析した結果、言語系統ダミー、語順、就学

年数が総得点に、GDP に対する輸出額割合が L に、

海外からの旅行者数が W に、グローバル指数が L、

R、W に正の影響を与えるとしている。特にこの中

の言語的要因に関する結果から、Kim&Lee（2010）

においては母国語のみが母語として定着する前の教

育に効果があるとして早期英語教育の導入、および

母語との相違の認識の必要性が主張されている。し

かし、英語力の決定要因を多国間分析で探る研究は

それほど多くなく、特に政策の効果を図るものはほ

とんど見受けられない。 

次に②について、国内における英語力の研究を見

てみる。寺沢（2009）では、JGSS2002、2003 の個

票データを用いて、社会環境・家庭環境に起因する

英語力格差について分析を行っている。ここでは、

居住地域等の社会環境、両親の学歴、収入レベル等

の家庭環境が英語力に与える影響を実証分析により

研究しており、その結果、家庭環境、社会環境が英

語力に影響を与えることが明らかになっている。ま

た、本人の学歴を含むモデルと含まないモデルの結

果の比較から、上記の家庭的、社会的環境の影響は

本人の学歴を通じて英語力に現れる、としている。

さらに、サンプルの年代別の結果から、性別による

影響は弱まってきているが、その他の影響は高齢者

から若者まで弱まることなく確認できるとしており、

近年英語を含む教育の平等が叫ばれているが、その

際、機会の平等だけでなく、学習者の背後にある環

境にも配慮した取り組みの必要であると主張してい

る。 

上記以外にも、国内では、カレイラ松崎（2011）

など早期英語教育の英語力への影響の実証分析や、

小磯（2009）のような情意要因の英語教育の影響の

分析など、英語教育の方法についての分析は、数多

く行われてきている。しかし、理論分析や、アン

ケート結果等のデータの考察によるものが多く、本

格的な実証分析は十分に行われているとは言えない。 

そこで我々は、国際競争力の向上のために日本人

の英語力を高める要因を調べることを目的として、

各国間で英語力決定の要因分析を行ったうえで、日

本国内における個人の英語力決定要因の分析を行う。
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その際、各国間の分析では、国別 TOEFL 平均スコア

を用い、GDP や言語的特徴といった要因だけでなく、

具体的政策と途上国ダミーを変数にいれることで、

先進国である日本の政策に反映可能な分析を行う。

また JGSS2010 を用いた日本国内の分析においては、

社会的家庭的環境や本人の意識要因が英語力に与え

る影響の分析により、英語力を高める要因を明らか

にしたうえで、仕事における英語使用機会の有無に

影響を与える要因を明らかにしていく。 

 

Ⅳ 実証分析 

 

１ TOEFL スコアを用いた多国間分析 

 

（１）使用するデータ 

ここでは英語を公用語としない国を対象に、

TOEFL の国別平均スコアを英語力の指標として用い

て分析を行った。我々は、TOEFL スコアに影響を与

える要素を「言語要因」、「政策要因」、「その他

の要因」の 3 つに分類した。それぞれの変数につい

ては、次の項で詳細に説明する。 

言語要因とは、言語系統ダミーなど各国の公用語

の特徴に関する要因である。政策要因とは、初等教

育開始年齢など各国の教育政策に関する要因であ

る。その他の要因とは、ネットユーザー数などその

他の考慮すべき変数を含むものである。なおサンプ

ル数を確保し、時間を通じた影響の変化を見るため

に、2006、2009、2012 年のデータを用いたパネル

データ分析を行った。 

 

（２）変数選択 

①被説明変数 

本分析では、被説明変数として各国の TOEFL 国別

平均スコアを用いた。国をまたいで英語力を測る際

に、世界中に普及している英語能力試験である

TOEFL を用いることで基準を統一し、なおかつデー

タ数を確保することができる。そのため最も適切な

変数であると考えた。データは TOEFL を作成してい

る ETS（Educational Testing Service）による報

告書、『Test and Score Data Summary for TOEFL 

iBT and PBT』から引用している。 

 

②説明変数 

＜言語要因＞ 

言語要因には「言語系統ダミー」、「語順ダミ

ー」を用いた。「言語系統ダミー」（表 3）は先行

研究 Kim&Lee（2010）において作成された変数で、

言語学的なグルーピングにおいて公用語がどれだけ

英語と類似しているかをダミー化により示したもの

である。「語順ダミー」は公用語の語順が SVO 型で

ある場合＝1、SVO 型でない場合＝0 という形でダミ

ー化したものである。言語としての英語との類似性

は習得の難易度に影響すると考えられることから、

これらの変数を加えた。データはいずれも先行研究

から引用した。 

  

＜政策要因＞ 

政策要因には、学校において英語を学ぶ機会や質

の指標として、「初等教育開始年齢」、「教師 1 人

あたり生徒数」を用いた。「初等教育開始年齢」

は、早期教育により学習内容の習得がスムーズにな

ると考えて用いた。本来であれば英語教育開始年齢

を用いるべきであるが、該当するデータを入手する

ことができなかったため、前述のもので代用した。

「教師 1 人あたり生徒数」は、教師が受け持つ生徒

が少ないほど目が届きやすく、より質の高い指導が

行えると考えて用いた。データはいずれも『World 

Bank World Development Index』から引用した。 

 

＜その他の要因＞ 

その他の要因には「インターネットユーザー

数」、「途上国ダミー」を用いた。「インターネッ

トユーザー数」は、インターネットにおいて海外の

情報に触れる機会が多く得られると考え、変数に含

めた。また経済力の高い国の方が国や個人の英語に
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対する取り組みが行われやすいと考えられる。「イ

ンターネットユーザー数」と 1 人当たり GDP には強

い相関がみられたことから、「インターネットユー

ザー数」はこの指標と見なすこともできると考え

た。なお、このデータは 1000 人あたりのユーザー

数 で あ る 。 こ の デ ー タ は 『 World Bank World 

Development Index』から引用した。また、「途上

国ダミー」は、分析結果が先進国である日本に適用

できるものであることを確認するためのもので、途

上国＝1、途上国以外＝0 という形でダミー化した

変数である。これは外務省 HP 上の後発開発途上国

の国名リストから筆者が作成した。 

 

（３）実証分析 

以上の変数を用いて回帰分析を行う。分析対象は

2006、2009、2012 年の TOEFL の国別平均スコアデ

ータとした。なお、対象とした国は英語を公用語と

して持たない 84 カ国である。 

 パネルデータ分析を行うにあたり、適切なモデル

を選択するために Hausman 検定と Breusch and 

Pegan 検定を行った。Hausman 検定の結果、「固定

効果モデルよりも変動効果モデルが正しい」という

仮説は有意水準 5%で棄却されなかった。また

Breusch and Pegan 検定の結果、「変量効果モデル

よりもプーリングモデルの方が正しい」という仮説

は有意水準 5%で棄却された。したがって、本分析

では変量効果モデルを用いる。 

 

（４）推定結果 

 推定結果（表 5）から、「インターネットユーザ

ー数」、「語順ダミー」が正に有意、「教師 1 人あ

たり生徒数」、「途上国ダミー」が負に有意となっ

た。これより、インターネットユーザーが多いこ

と、語順が英語と同じであること、教師 1 人あたり

の生徒数が少ないこと、途上国でないことが TOEFL

スコアを上げることがわかる。 

 このうち政策変数である「教師 1 人あたり生徒

数」が少ないことが TOEFL スコアを上げる要因とし

ては、一度に受け持つ生徒が少ないために教師の目

が良く届くことが考えられる。言語教育において

は、一人一人の考え方に対する柔軟な指導や、教科

書では限界のある会話の練習が必要であるため、教

師との接触が特に重要であると考えられる。 

２ JGSS 個票データ分析 

 

（１）使用するデータ 

 本分析では、日本国内における英語力の決定要因

を検証するため、2 つの分析を行う。1 つ目として

60 歳以下の人々の英語力に、「就学時の家庭的社

会的環境」、「早期英語教育の有無」、「本人の意

識」、「本人の属性」が与える影響を順序ロジット

分析により調べ、英語力の決定要因を調べる（以

下、分析 1）。2 つ目として、同じサンプルを対象

に、仕事に英語を使うか否か、に「就学時の家庭的

社会的環境」、「早期英語教育の有無」、「本人の

意識」、「本人の属性」、「本人の英語力」が与え

る影響をロジスティック回帰分析により調べ、英語

を仕事に使用する要因を明らかにする（以下、分析

2）。データはすべて、JGSS2010 から適切な質問項

目を選択し、用いた。  

本稿において我々が目指しているのは、現在、そ

してこれからの国際競争力向上のための英語力向上

である。すでに退職した人々の英語力の決定要因も

含めて観察することは、学校制度の違いなどもあ

り、本稿の目的にそぐわないと考え、対象を 60 歳

以下に限定した。 

   

（２）変数選択 

分析 1（英語力の決定要因の分析） 

・被説明変数 

被説明変数は英語力である。これは英語力を会話

と読解に分けてたずねている設問（「英語でどのく

らい会話ができますか？」、「あなたの英語の読解

力はどのくらいですか？」の 2 問）があったため、

それらを用い、評価の高い順に 4～1 点の点数化

（①会話（表 6）日常会話や仕事の英会話が、充分
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できる＝4、日常会話や仕事の英会話がなんとかで

きる＝3、道をたずねたり、レストランで注文でき

る＝2、挨拶ができる程度＝1、ほとんど話せない＝

0、未回答＝欠損値、②読解（表 7）英語の本や新

聞がスラスラ読める＝4、英語の本や新聞がなんと

か読める＝3、短い英語の文章なら読める＝2、簡単

な英単語ならわかる＝1、ほとんど読めない＝0、未

回答＝欠損値）し、両方の点数の合計を英語力とし

た。 

 

被説明変数の定義：英語力 ＝ 会話力 + 読解

力 

 

・説明変数  

＜就学時の家庭的社会的環境要因＞  

 就学時の家庭的社会的環境要因としては、家庭環

境として「15 歳時父親の職業」、「15 歳時母親の

職業」、「15 歳時家庭収入レベル」を用い、社会

環境として「15 歳時居住地域」を用いた。 父親の

職業、家庭収入レベル、居住地域に関する変数は、

先行研究で使われていたものであり、就学時の家庭

の経済的環境や、居住地域が本人の英語力に影響を

与えるかを明らかにするため用いた。母親の職業

は、先行研究では用いられていないが、母親の仕事

環境が、本人の学歴、英語力に影響しうると考え、

本稿では説明変数に追加した。社会的要因について

先行研究は、「15 歳時居住地域」、「15 歳時農村

地域居住の有無」を用いていたが、この 2 つの変数

間の相関が大きかったため、他の変数との相関の大

きさ等を考慮し本稿では「15 歳時居住地域」のみ

採用した。 

 これらの変数の取り方は主に先行研究にならって

おり、「家庭収入レベル」は先行研究と同様に回答

の 5 段階レベルをそのまま使用した。父親の職業に

ついて父親の職業をたずねる質問において先行研究

では、管理職・専門職＝1、その他＝0、わからな

い・未回答＝欠損値（わからない・未回答の扱いは

以下同じ）としてダミー化しているが、JGSS2010

では専門職か判断可能な質問がなかったため、15

歳時の父親の仕事をたずねる質問において、経営

者・役員＝1、先の質問で 1 となっていない人のう

ち、役職をたずねている質問を用い、課長（課長相

当）・部長（部長相当）＝1、わからない・未回答

＝欠損値、その他の回答＝0 として管理職ダミーを

作成した。また、この基準は、労働基準法の管理監

督者の定義を参考に作成している。母親の職業につ

いては、専門職、管理職かたずねる質問はあり、役

職を聞いた質問はなかったため、先行研究の父親の

職業の管理職・専門職ダミーと同様に変数を作成し

た。 

社会的環境について、「15 歳時居住地域」は先

行研究にならい、大都市・中都市＝1、その他の

市・町村＝0 として都市居住ダミーを作成してい

る。 

 

＜早期英語教育の有無要因＞ 

早期英語教育の有無要因としては、 「中学校以

前英語教育の有無」を用い、回答をそのまま有＝

1、無＝0 とした。 これは、小学校での英語の必修

化が行われたことをうけ、早期英語教育の効果を明

らかにすることを目的としている。 

 

＜本人の意識要因＞  

 本人の意識要因としては「交流、仕事における英

語の能力向上の必要性の認識度」を使用した。これ

は、家庭環境のような変更の難しい要因ではなく後

天的に変更可能な要因が英語力に与える影響を明ら

かにするために用いた。また、「趣味・人づきあ

い」において、「仕事」において、の 2 変数を用意

することで、状況により本人の意識要因が与える影

響に変化が生じるか明らかにすることを目指した。

「交流、仕事における英語能力向上の必要性」は、

「仕事において、英語力をあげることが役に立つと

思うか」という質問に対して、とても役立つ＝4、

ある程度役に立つ＝3、少しは役立つ＝2、ほとんど

役立ない＝1、まったく役立ない＝0、とした。「趣

味・人づきあいにおいて、英語力をあげることが役
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に立つと思うか」という質問についても、同様に変

数を作成している。 

 

＜本人の属性要因＞  

本人の属性要因としては、「本人学歴」、「性

別」、「年齢」、「本人の仕事」、「現在の居住地

域」を用いた。これらの変数は、学歴が高いほど英

語力が高くなり、年齢が若いほど英語力が高くな

る、といったように、英語力に影響をもつと考えて

コントロールのために使用した。本人学歴は、「短

期大学・高等専門学校」、「4 年制大学」のダミー

変数を作成したが、「短期大学・高等専門学校」は

新制高専・新制短大＝1、それ以外＝0 とし、「4 年

制大学」は大学卒以上の学歴所有者を指すものとし

て、旧制師範学校・旧制高校・旧制専門学校・高等

師範学校・旧制大学・旧制大学院・新制大学新制大

学院＝1、それ以外＝0 とした。先行研究でも同様

のダミー変数を作成しているが、その作成の基準に

ついては説明がなかったため、文部科学省の『学制

百年史』、大辞泉を参考に作成した。 

性別は男性＝1、女性＝0 としてダミー化、本人

年齢は数値をそのまま用いた。 本人の仕事は、

「あなたの仕事は、大きく分けて、この中のどれに

あたりますか。」という質問において、経営者・役

員＝1、それ以外の回答＝0 とした「管理職ダミ

ー」、常時雇用の一般従業者・自営業主・自由業

者・家族従業者＝1、それ以外の回答＝0 とした

「正規雇用ダミー」、臨時雇用（パート・アルバイ

ト・内職）・派遣社員＝1、その他の回答＝0 とし

た「非正規雇用ダミー」を作成し、「管理職ダミ

ー」、「非正規雇用ダミー」を分析に用いた。現在

の居住地域は、大都市の中心部・郊外＝1、中小都

市・人家がまばらな農村地域＝0 とする「現在都市

居住ダミー」を作成した。 

 分析 1 における、各変数をまとめると以下のよう

になる。 

 

＜就学時の家庭的社会的環境要因＞  

・家庭環境 

①15 歳時父親役職ダミー 

父親の仕事を聞く設問で、 経営者・役員＝1 

同じ設問の「常時雇用の一般従業者」の選択者の中

で、父親の役職を聞く設問で          

課長（課長相当）・部長（部長相当）・その他の役

職＝1 

わからない・未回答＝欠損値 

それ以外＝0                

②15 歳時母親役職ダミー 

管理職・専門職＝1、その他＝0 

③15 歳時家庭収入レベル 

平均よりかなり高い＝5 

平均より多い＝4 

ほぼ平均＝3 

平均より少ない＝2 

平均よりかなり少ない＝1 

 

・社会環境 

④15 歳都市居住ダミー 

大都市・中小都市＝1 

町・村＝0 

 

＜早期教育の有無要因＞ 

⑤中学校入学前英語教育有りダミー（分析結果表で

は「中学校入学前英語教育」と表記） 

中学校に入る前に英語教育 

（英会話教室や通信教育）を受けたことが 

ある＝1、ない＝0 

 

＜本人の意識要因＞  

⑥仕事における英語力向上の必要性認識度（分析結

果表に「英語力向上（仕事）」と表記）「あなたの

仕事にとって、英語の力を高めることはどのくらい

役に立つと思いますか。」 

とても役にたつ＝4 

ある程度役に立つ＝3 

少しは役に立つ＝2 

ほとんど役に立たない＝1 

まったく役に立たない＝0 
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仕事はしていない、未回答＝欠値                                    

⑦社会における英語力向上の必要性認識度（分析結

果表に「英語力向上（社会）」と表記）「あなたの

趣味や人づきあいにとって、英語の力を高めること

はどのくらい役に立つと思いますか。」 

とても役にたつ＝4 

ある程度役に立つ＝3 

少しは役に立つ＝2 

ほとんど役に立たない＝1 

まったく役に立たない＝0 

仕事はしていない、未回答＝欠値 

 

＜本人の属性要因＞ 

⑧高等専門学校・短期大学ダミー（分析結果表では

「高専短大」と表記） 

新制高専・新制短大＝1 

それ以外の回答＝0 

⑨4 年生大学ダミー（分析結果表では「大学」と表

記） 

旧制師範学校・旧制高校・旧制専門学校・高等師範

学校・旧制大学・旧制大学院・新制大学・新制大学

院＝1 

それ以外の回答＝0 

⑩男性ダミー 

男性＝1 女性＝0 

⑪年齢 

年齢をそのまま使用 

⑫管理職ダミー 

経営者・役員＝1 それ以外の回答＝0 

⑬非正規雇用ダミー 

臨時雇用（パート・アルバイト・内職）・派遣社員

＝1 

それ以外の回答＝0 

⑭現在都市居住ダミー（分析結果表では「都市居

住」と表記）   

大都市の中心部・郊外・中小都市＝1 

町村・人家がまばらな農村地帯＝0 

②分析 2（仕事における英語の使用機会の有無の決

定要因の分析）

分析２ 

・被説明変数 

 2 つ目の分析では、国際競争力向上を目的とした

英語力の向上という目的を考えて、どのような人が

英語を仕事で使用するのかを調べるため、「この 1

年間に、英語を読んだり、聴いたり、話したりした

ことが少しでもありますか。」という質問におい

て、「仕事」を選んでいたら＝1、選んでいない場

合＝0 として変数を作成した。 

 

・説明変数 

 説明変数には、英語力の決定要因で用いた「就学

時の家庭的社会的環境要因」、「早期英語教育の有

無要因」、「本人の属性要因」を使用し、更にどう 

いった英語力がある場合に、仕事に使用するのか、

またその影響力はどの程度かを明らかにするため、

変数として「英語力要因」を加えた。分析 1 で用い

た「本人の意識要因」については、仕事に使用する

ことで、英語力向上の必要性を感じるという逆の因

果関係が発生し得ると考え、分析から除いた。 

 

 ＜英語力要因＞ 

 ここでは、分析 1 の被説明変数の作成に使用した

英語力を会話と読解に分けてたずねている設問

（「英語でどのくらい会話ができますか？」、「あ

なたの英語の読解力はどのくらいですか？」の 2

問）を用い、評価の高い順に 4～1 点の点数化（①

会話 日常会話や仕事の英会話が、充分できる＝

4、日常会話や仕事の英会話がなんとかできる＝3、

道をたずねたり、レストランで注文できる＝2、挨

拶ができる程度＝1、ほとんど話せない＝0、②読解 

英語の本や新聞がスラスラ読める＝4、英語の本や

新聞がなんとか読める＝3、短い英語の文章なら読

める＝2、簡単な英単語ならわかる＝1、ほとんど読

めない＝0）し、会話力、読解力の 2 つの変数とし

た。 

分析 2 における、各変数をまとめると以下のよう

になる。 
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＜被説明変数：仕事での英語の使用＞  

「過去 1 年間に、英語を読んだり、聴いたり、話し

たりしたことが少しでもありますか。」 

仕事を選択＝1 

選択していない＝0 

           

＜就学時の家庭的社会的環境要因＞  

・家庭環境 

①15 歳時父親役職ダミー 

経営者・役員＝1 

同じ設問の「常時雇用の一般従業者」の選択者の中

で、父親の役職を聞く設問で、 

課長（課長相当）・部長（部長相当）・その他の役

職＝1 

わからない・未回答＝欠損値 

それ以外＝0                

②15 歳時母親役職ダミー   

管理職・専門職＝1、その他＝0 

③15 歳時家庭収入レベル     

平均よりかなり高い＝5 

平均より多い＝4 

ほぼ平均＝3 

平均より少ない＝2 

平均よりかなり少ない＝1 

 

・社会環境 

④15 歳都市居住ダミー      

大都市・中小都市＝1 

町・村＝0 

 

＜早期教育の有無要因＞ 

⑤中学校入学前英語教育有りダミー（分析結果表で

は「中学校入学前英語教育」と表記） 

中学校に入る前に英語教育（英会話教室や通信教

育）を受けたことが 

ある＝1、ない＝0 

 

 

 

＜本人の属性要因＞ 

⑧高等専門学校・短期大学ダミー（分析結果表では

「高専短大」と表記） 

新制高専・新制短大＝1 

それ以外の回答＝0 

⑨4 年生大学ダミー（分析結果表では「大学」と表

記） 

旧制師範学校・旧制高校・旧制専門学校・高等師範

学校・旧制大学・旧制大学院・新制大学・新制大学

院＝1 

それ以外の回答＝0 

⑩男性ダミー         

男性＝1 女性＝0 

⑪年齢            

年齢をそのまま使用 

⑫管理職ダミー        

経営者・役員＝1  

それ以外の回答＝0 

⑬非正規雇用ダミー      

臨時雇用（パート・アルバイト・内職）・派遣社員

＝1 

それ以外の回答＝0   

⑭現在都市居住ダミー（分析結果表では「都市居

住」と表記）   

大都市の中心部・郊外・中小都市＝1 

町村・人家がまばらな農村地帯＝0 

 

＜英語力要因＞ 

⑮会話力        

会話・日常会話や仕事の英会話が、充分できる＝4 

日常会話や仕事の英会話がなんとかできる＝3 

道を尋ねたり、レストランで注文できる＝2 

挨拶ができる程度＝1 

ほとんど話せない＝0 

未回答＝欠損値 

⑯読解力 

日常会話や仕事の英会話が、充分できる＝4 

英語の本や新聞がなんとか読める＝3 

道をたずねたり、レストランで注文できる＝2 
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挨拶ができる程度＝1 

ほとんど話せない＝0 

未回答＝欠損値     

   

（３）実証分析 

分析 1 については、先行研究では主成分分析を用

いているが、我々は順序ロジット分析を用いた。順

序ロジット分析とは、複数の選択肢からの個人の選

択を扱うモデルとして、選択肢に順序があるような

場合に適したモデルであり、分析 1 の被説明変数で

ある英語力が複数の段階で示されることから、本分

析に適切と考えて用いた。 

 

（４）推定結果 

分析 1 の結果は以下の（表 9）の通りである。就

学時の家庭的社会的環境要因では「15 歳時父親の

役職ダミー」、「15 歳時家庭の収入レベル」が共

に正に有意、早期英語教育の有無要因では、「中学

校入学前英語教育の有無ダミー」が正に有意という

結果となった。また、本人の意識要因では「英語力

向上必要性認識度（仕事）」、「 英語力向上必要

性認識度（趣味）」がともに正に有意、本人の属性

要因では、「男性ダミー」が負に有意、本人の学歴

を示す「高専・短大ダミー」、「大学ダミー」がと

もに正に有意という結果となった。 

次に、各変数の限界効果を見てみると、（表

10）より、英語力をあげることが役立つかの認識に

ついては、「仕事」に役立つよりもわずかにではあ

るが、「趣味・人づきあい」に役立つと認識してい

る方が影響が大きい。また、「高専・短大ダミー」

より、「大学ダミー」の方が影響が大きい。 

次に、分析 2 の結果を示す。（表 12）からわか

るように、単純に英語力を被説明変数においていた

分析 1 では正に有意になっていた家庭的社会的環境

要因、早期英語教育の有無要因は、有意な結果とな

らなかった。また、本人の属性要因では、本人の学

歴を表す高専・短大、大学ダミーが有意な結果とな

らなかった。性別ダミーは分析 1 では負に有意であ

ったにもかかわらず、本分析では正に有意となっ

た。英語力要因では、会話力、読解力ともに正に有

意となっているが、限界効果を見ると、会話力の方

が影響が大きい。 

 

３ 両分析結果の考察 

 

上の分析の結果を考察すると、主に 6 つの点に集

約できる。TOEFL を用いた分析では、言語的要因に

加えて、「1 人当たり教師数」が正に有意となった

ことから、教師数が多ければ多いほど、英語力が高

くなる（考察 1）といえる。 

 次に JGSS2010 を用いた分析では、英語力を被説

明変数に置いた分析において、本人学歴の「高専・

短大ダミー」、「大学ダミー」が正に有意かつ、

「大学ダミー」の影響力が「高専・短大ダミー」よ

り影響力が大きかったことから、学歴が高いほど、

英語力が高くなることが示された。また、「15 歳

時の家庭収入レベル」、「15 歳時父親の役職ダミ

ー」が正に有意になったが、先行研究の寺沢

（2009）で明らかになっているように、家庭環境は

本人の学歴を通じて英語力に影響する。これを踏ま

えて分析結果を考察すると、家庭環境が学歴に影響

し、その結果として英語力が高くなる（考察 2）と

言える。また、「中学校入学前英語教育有りダミ

ー」が正に有意であり、中学校入学前に英語教育機

会をもつと、英語力が高くなる（考察 3）といえ

る。同じ分析において、ほかに仕事、趣味・人づき

あいに対し英語力向上の意味があるダミーが共に正

に有意となったことから、仕事にも趣味・人づきあ

いに対しても、英語力向上の必要性を認識している

と英語力が高くなる（考察 4）といえる。さらに、

その影響力をみると、仕事に比べ、趣味・人づきあ

いに対して必要性を感じているほうが大きな影響を

もっている（考察 4）。 

 さらに、JGSS2010 を用い、「直近の 1 年間に仕

事で英語を使用しているか否か」を被説明変数とし

ておいた分析では、「男性ダミー」が「英語力」を

被説明変数に置いた分析では負に有意であったのに

対して、正に有意になっていることから、女性のほ
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うが英語力が高いにもかかわらず、男性の方が仕事

に英語を用いている（考察 5）ことがわかった。ま

た、会話力、読解力がともに正に有意であり、か

つ、その影響力は会話が若干高いことから、仕事に

英語を使用するか否かに対し、英語の読解力と会話

力はほぼ同等に影響をもつ（考察 6）とわかる。 

以上の考察をまとめると以下のようになる。 

（考察 1）生徒 1 人当たり教師数が多いほど英語力

が上がる。 

（考察 2）家庭環境が裕福であると将来の英語力が

上がる。 

（考察 3）中学校入学前に、英語教育を受けている

と英語力が上がる。 

（考察 4）仕事・趣味ひとづきあいに対する英語力

の必要性の認識することで英語力が上が

り、その影響力は趣味人づきあいに対す

る必要性認識の方が大きい。 

（考察 5）女性は英語力が高いが、仕事に英語を用

いているのは男性の方が多い。 

（考察 6）仕事に英語を使うことに会話・読解は同

等に影響をもつ。 

 

Ⅴ 政策提言 

 

１ 政策提言の対象と枠組み 

 

我々は本稿において、国際競争力向上のための英

語政策の提言を目的としている。これまでに挙げた

現行政策の問題点と分析結果から、本稿では政策提

言の対象を、小学校・中学校・高校、大学・企業、

の 2 つに大きく分けた。まず、第一段階として、小

学校・中学校・高校における教育において、広く日

本人一般の英語力を向上させる。次に第二段階とし

て、英語力が向上した日本人がビジネスにその英語

力を使うため、またすでに社会にでているビジネス

パーソンの英語力を向上させるための社会人等に対

してアプローチを行う。 

 

（１）英語教育に対する政策 

 英語教育に関する政策は、「提言 1：教師数増加

および質の向上」「提言 2：英語にふれる機会の提

供」の 2 つである。まず「提言 1」について、考察

1 のように、1 人当たり教師数が多いほど英語力が

上がるということがわかった。そのため、日本人教

師、ALT ともに人員増加をはかる。さらに、考察 2

の仕事に英語を使うことに会話・読解は同等に影響

をもつことと、外国語教育従事者の質の低さを鑑み

て、コミュニケーション能力の向上に寄与すること

のできる質の高い教育者の確保を、ALT、日本人外

国語教師ともに育成、獲得の両方から行う。 

 次に「提言 2」について、考察 2 のように家庭環

境が、考察 3 のように中学校修学前英語教育の有無

が、それぞれ将来の英語力に影響を与えることがわ

かっている。ここから、小学校を含め、家庭環境に

よる英語学習機会に差が生まれぬよう、イングリッ

シュサポートクラスの開講および英語合宿の義務付

けを提言する。その際、考察 2 の仕事で英語を使う

ことに対し、会話・読解が同等に重要であることか

ら、リーディング・ライティング・リスニング・ス

ピーキング（以下、RWLS）のセクションのバランス

にも留意する。これによって、受験英語中心となっ

ているという現状の問題点の改善も図る。 

 

〈２〉大学・企業に対する政策 

 大学、企業に対する提言は「提言 3：大学でのビ

ジネス英語教育・中小企業の人材確保プログラムの

推進」「提言 4：中小企業への英語習得支援」の 2

つである。まず「提言 3」について、将来のビジネ

スパーソンの英語力を高めること、および人材のマ

ッチングを目指す。考察 4、6 から、大学でビジネ

ス英語強化のプログラムを実施することで、学生が

英語力の必要性を認識し、英語力が向上するととも

に、仕事に英語を使う人を増やすことができるので

はないかと考えた。また、中小企業での英語力向上

の取り組みの難しさに対処するため、プログラムに

登録した企業に対して本プログラム参加学生を就職
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活動時に紹介し、中小企業の人材確保支援に取り組

む。 

 最後に「提言 4」についてである。日本人の英語

力を社会に出たあとも伸ばしていくことが必要であ

るが、中小企業は主に資金の問題から、取り組みを

行うことが難しくなっている。そのため、対象を中

小企業に定め、英語力推進の取り組みを行う企業に

対し、法人税の減免を行うことで、企業自身による

取り組みを推進する。また、考察 4 の英語力の必要

性認識により英語力が向上することから、企業がそ

のような活動を行うことで、従業員は、自社に英語

力が求められていること、すなわち仕事における英

語力の向上の必要性を認識し、英語力向上につなが

るのではないか、と考えた。 

 次に、中小企業における英語力向上の必要性は先

に述べたとおりだが、グローバル化の進行、国際競

争力向上の必要性の逼迫性を鑑みると、法人税減免

により取り組みを推進するとはいえ、企業の自主努

力では十分な成果を上げることが難しいと考えられ

る。よって都道府県単位で、従業員の英語力向上を

望む中小企業に対し、英語講座を提供する。さら

に、実践の場として、プログラム参加企業に交流会

を提供するが、海外進出のきっかけとしての海外企

業を含むビジネス目的の交流会に加え、考察 4 の英

語力に対する影響が趣味・人づきあいに対する必要

性認識の方が大きいとの結果から、純粋に英語を使

いコミュニケーションを図る場としての交流会も実

施する。 

 また、これら企業・大学を対象としたすべての政

策において、英語力の高い女性がそれを活かすこと

のできる仕事に就くことを推進する。これにより、

考察 6 からうかがえる、英語力の高い女性を有効に

活かせていないという日本の現状の問題解消を目指

す。 

 

２ 小学校・中学校・高校に対する政策 

 

（１） 教師数の増加および質の向上～教員免許ラ

イセンス制および英語特別教師免許状制度の導入～ 

日本人英語教員の質の向上を図るため、我々は英

語教員のライセンス制および英語教員特別免許制度

の導入を提言する。詳細は下で言及するが、これま

でに実施された調査の結果から、英語教員の英語力

は低いことが分かった。そこでスキル（語学力）を

基にしたライセンス制を設け、彼らに自身の英語力

を向上させるインセンティブを与える。そのことに

より教員の英語力が低いという現状の打開と、生徒

との英語でのコミュニケーション能力の向上も図る

ことができる。以下ではまず、英語教員の現状につ

いて説明し、この提言の詳細・目的を述べる。 

英語教員に求められる英語力について、文部科学

省は英検準 1 級、TOEFL iBT550、TOEIC730 点程度

以上を目標に掲げている。しかし実際彼らの英語力

はどうだろうか。平成 24 年に文部科学省が英語教

員に対して行った「『国際共通語としての英語力向

上のための 5 つの提言と具体的施策』に係る状況調

査」によると、30,697 人の公立中学校英語教員の

うちこれらのレベルに達する者は 27.7%（高等学校

の場合は、23,810 人のうち 52.3%）しかいない。ま

た、平成 23 年度から小学校での英語必修化が始ま

ったが、小学校で英語を教える教員の英語力につい

ても課題があるといえる。それまで小学校での英語

は必修科目でなかったため、教員の多くは教員養成

課程で英語を教科として教えるために必要な科目を

履修していない。平成 22 年にベネッセ教育総合研

究所が英語活動を行っている小学校に対して行った

「第 2 回小学校英語教育に関する基本調査」では、

英語活動について課題だと感じることに「指導教員

の 英 語 力 」 を あ げ て い る （ 2,315 校 の う ち

37.1%）。 

これらのことから日本の英語教員は小学校・中学

校・高校すべてにおいて英語力が不足しているとい

える。教える側である教員のレベルが低いままで

は、いくら英語のコマ数を増やしたとしても芳しい
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効果は得られない。そこで我々は、教員免許ライセ

ンス制および英語教員特別免許制度の導入を提言す

る。 

まず英語教員のライセンス制導入とは、教員免許

に教員の英語力を反映させた階級をつくることであ

る。教員が取得した英検の級、TOEFL・TOEIC のス

コアに応じて教員免許の階級を上げる。メリットと

して教員は、階級が上がれば給与も上がり、社会的

信頼も得られる。給与アップは教員にとって自身の

英語力向上のモチベーションとなり、教員の英語力

向上につながる。また、雇う英語教員の階級は、高

校を中心に入学希望者へのアピールポイントとな

る。 

次に英語教員特別免許状制度については、現行

の、社会人経験者に対して教員免許を授与する特別

免許制度に基づいている。我々の提言する英語教員

特別免許制度は、社会人経験の有無にかかわらず、

留学経験、TOEIC・TOEFL 等スコアといった英語力

に関する一定の条件を満たす者を対象とするもので

ある。この制度の利用者は、まず前述の条件を満た

すことで授与される英語特別免許をもって、1 年目

は他の教員の授業に同伴する形で生徒の指導を行

う。1 年経過後に課される試験に合格すると、普通

免許状が授与され、大学等で養成を受けた者と同等

に教壇に立つことができる。この制度を利用する

と、条件さえ満たしていれば通常よりも小さな負担

で教員免許を取得することができることから教師数

の増加を見込むことができ、かつその質も確保でき

る。 

 

（２）教師数の増加および質の向上～ALT 新採用シ

ステムの導入～ 

分析結果から、英語教員数の増加が必要であるこ

とが分かった。さらに現行の ALT 招致事業である

「The Japan Exchange and Teaching Program（以

下、JET プログラム）」は様々な問題点を抱えてお

り、分析結果、現行政策の問題点解消のための政策

として、ALT 新採用システム導入を提言する。この

新採用システムとは ALT 数の確保、及び質の向上を

図るものである。 

 まず JET プログラムについて説明する。同事業の

HP によると、「JET プログラムとは、『語学指導等

を行う外国青年招致事業』（The Japan Exchange 

and Teaching Program）の略称で、総務省、外務

省、文部科学省及び財団法人自治体国際化協会

（CLAIR）の協力の下、地方公共団体が実施してい

る事業」である。目標は「わが国と諸外国との相互

理解の増進とわが国の地域の国際化の推進に資する

こと」と曖昧なもので、もともと英語教育の改善・

充実化を目的として発足したものではなかった。そ

のため同プロジェクトについての議論は活発に行わ

れてきており、平成 22 年には、海外事務所の必要

性、曖昧な仕組みなどが問題視され事業仕分けの対

象となり、根本的な見直しを求められた。我々の提

言で改善を図るのは以下の 4 点である。 

①ALT の資格要件に厳格な規定がない点。②ALT

の日本語力が低い点。③給与が高額すぎる点。④

ALT の勤務期間が短い点。以下、それぞれの問題点

について説明する。 

まず①ALT の資格要件について、JET プログラム

の前身で文部科学省の単独事業であった MEF 制度

（ Monbusho English Fellow ） で は 資 格 要 件 に

「『外国語教育としての英語教育』の修得」を明確

に規定していた。しかし、JET プログラムに移行し

規定が緩和され、全国で教壇に立つ ALT の質にばら

つきがでてきたため、体系的かつ厳格な規定が必要

だと言える。 

次に②給与が高額すぎる点についてだが、先に述

べた資格要件で日本へ来た ALT の給与は、最低で

360 万円とされている（表 14）。資格を必要としな

い ALT が、大学で英語教育の勉強をして教員採用試

験を合格した日本人教員の給与を上回っていること

になる。明らかに採用規定と給与のバランスがおか

しいことがいえる。 

③ALT の日本語力が低い点については、日本人教

員とのチーム・ティーチングや、生徒との会話にお

いてコミュニケーションが上手く図れず、逆に教育
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現場に混乱をもたらすこともある。そのため、ALT

にはある程度の日本語力、または日本語を学習する

機会が必要といえる。 

最後に④ALT の勤務期間が短い点について、ALT

の契約期間は 1 年間で、続けて最大 4 回の再契約し

かできない。つまり、最長でも 5 年間しか ALT とし

て勤務できないのだ。おそらくこれは、JET プログ

ラムが国際交流に重点を置きすぎた結果生まれた規

定だろう。しかしこれではせっかく英語教員として

経験を積み成長した ALT を手放してしまい、いつま

でたっても日本には熟練した ALT が存在しないこと

になり、ALT 数の確保も難しい。 

 以上の問題点を鑑みて、次のような新採用システ

ムを提言する。まず採用の主体については、現行と

同様、採用システムと並行して企業委託も行う。そ

のうえで、既存の JET プログラムの資格要件に、

「『外国語教育としての英語教育』の修得」を復活

させ、それを満たす者（以下、A とする）と満たさ

ない者（以下、B とする）に分ける。A・B どちらに

も応募資格を与えるが、A は採用後、直接 ALT とし

て教育現場に送り、B には来日後、教育現場に立つ

前に研修を義務づける。また企業委託分に関して

は、資格は不問とするが、B に該当する者は当シス

テムの B グループと合わせて、同様の過程をふむ。

単純に採用基準を厳しくして ALT の質の向上を図る

だけでなく、研修制度により資格のない者でも応募

可能とすることで、1 回の採用で日本に入ってくる

ALT 数の減少を防げる。研修期間で B は、「外国語

教育としての英語教育」について学びながら日本語

の勉強も行う。この新採用システムにより、外国語

として英語を教育する日本に特化した ALT を獲得・

育成することで、問題点①ALT の資格要件に厳格な

規定がない点②ALT の日本語力が低い点を改善でき

る。 

次に新給与システムについて説明する。JET プロ

グラムでは、国際交流の推進を目的とするというプ

ログラムの性質上、ALT として勤務できるのは最長

5 年とされていることは先にふれたが、まずはこの

採用期間の制限を撤廃する。さらにその上で、勤務

年数に応じて給与を上げる。下の（図 13）を参考

に B の給与モデルを示す。まず研修期間中は、A の

初任 5 年間よりは低い滞在費補助程度の給料とな

る。次に研修期間が終わり教育現場に赴任して最初

の 5 年間について、B の給与は A の初任 5 年間の給

与から研修費をさしひいた額となる。そして 6 年目

の基本給で A の初任給と等しい額に給与が上がり、

その後は A と同様に勤務年数に応じて給与が上がっ

ていく。 

資格による応募規制は行わないことで、門戸を広

く開きつつ、同時に ALT に長期間勤務するインセン

ティブを与える。このようにして経験豊富で熟練し

た ALT を生み出すことで、日本の教壇に立つ ALT 数

は年々蓄積され、増加する。このように、新給与シ

ステムによって、問題点③給与が高額すぎる点④

ALT の勤務期間が短い点を改善できる。 

 

（３）英語に触れる機会の提供～イングリッシュサ

ポートクラスの開講および英語合宿の学校行事化の

義務付け～ 

分析により、家庭環境が裕福であるほど学歴が高

くなり、その結果として英語力が高くなる（考察

2）ということがわかった。よって、ここでは家庭

環境の差による格差是正のための「小学校・中学校

で生徒が任意で参加できるイングリッシュサポート

クラスの開講」と「英語合宿の学校行事化の義務付

け」を提言する。 

 日常生活において、特別に英語の教育を行うか、

英語の話者が身近に存在しない限り、英語を話す機

会はほとんど存在しない。学校内では英語の授業が

行われているが、英語の授業時間数は限られてお

り、加えて、30 人程の学級で行われるので、1 人が

英語を口にする時間、双方向のコミュニケーション

をする時間は非常に限られている。このような状況

で、英語力向上のために英語を話す機会を普段から

持つことは容易ではない。 

 そこで英語力を向上するための機会を補うため

に、学校教育とは別に、英語教室が利用されること

がある。2006 年にベネッセが小学生の学外での英
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語学習について調べた「第 1 回小学校英語に関する

基本調査」によると、授業外で英語の学習を行なっ

ている児童は 2 割弱で、英語教室などに通っている

のはその半分の 1 割程度である。またベネッセが 3

～17 歳の子供を持つ母親を対象に行った調査をま

とめた『学校外教育に関する報告書』によると、英

会話・英語教室にかける 1 か月あたりの費用の平均

は、幼児で 7,467 円、小学生で 8,076 円、中学生で

9,711 円である。一方でバリューコマース株式会社

が行った「英会話学習に対する意識・実態調査」に

よると、「英会話にかけられる月額費用は？」とい

う質問に対し、5,000 円以下と回答している人の割

合が 58.7%を占めている。このことから、英語教室

の授業料は多くの保護者の予算よりも高く、それは

教室に通わせることへの重大なネックとなりうるこ

とが考えられる。 

また、英語力を向上するための機会を補うための

他の選択肢のひとつに、国内留学がある。専用の施

設に一定期間滞在して集中的にレッスンを受け、一

部の施設では英語以外話してはいけないという決ま

りのもとで、英語漬けの状態になる。そのため短期

間で実践的な英語力を身に着けられる効果が期待で

きる。しかし日本にも国内留学施設は存在するもの

の、知名度が低く、英語教室ほど身近なものではな

い。その理由のひとつとしては参加費のおおよその

相場が 2 泊 3 日で 30,000 円以上と高額であること

が考えられる。 

 分析から、家庭環境が将来の英語力に影響を与え

ること（考察 2）、中学校修学前英語教育の有無が

将来の英語力に影響を与えること（考察 3）がわか

った。よって我々は、家庭環境による英語学習機会

に差が生まれない形で英語を身につける機会を提供

するため、「小学校・中学校で生徒が任意で参加で

きるイングリッシュサポートクラスの開講」と「英

語合宿の学校行事化義務付け」を提案する。 

 まず、小学校・中学校で生徒が任意で参加できる

「イングリッシュサポートクラス」を導入する狙い

は、参加費を低価格に抑えることにより、授業外で

英語を学習することの金銭的なハードルを低くする

こと、「話す」、「聞く」機会を確保することであ

る。具体的な参加費については各学校が運営方法に

応じて設定し、最高でも 1 か月 5,000 円程度に収め

るものとする。 

 イングリッシュサポートクラスの詳細について記

述すると、日本人教師・講師と ALT が、RWLS の 4

技能のバランスがとれた教育を廉価でおこなう。先

に挙げた教師数増加の政策の結果として、この教室

開催に十分教師・講師数が確保できるようになるま

ではイングリッシュサポートクラスを行う人員が不

足している可能性があるので、その場合は一時的に

民間の英会話講師に依頼する。 

 次に、「英語合宿の学校行事化の義務付け」につ

いて述べると、導入の目的は、全ての家庭の子ども

に対して英語漬けの日々を送るという経験を確保す

ることである。この英語合宿は、前述の国内留学施

設を利用して小学校、中学校それぞれ 1 回以上行な

い、必ず生徒全員が参加しなければならないものと

する。参加費用は多くの学校で実施されている林間

学校等の金額を目安とし、学校教育のための支出と

して保護者が想定する範囲内に収めることで、あら

ゆる経済状況の家庭の負担を増やさないようにす

る。英語合宿が一般的に利用されている韓国では 1

泊 1,000 円から参加でき、日本と韓国の物価の差を

考慮しても、学校行事化による英語村利用者の増大

によって、日本においても、その利用料金を現在に

比べ抑えることは不可能ではないだろう。 

 

３ 大学・企業に対する政策 

 

（１）大学でのビジネス英語教育および中小企業の

グローバル人材獲得の推進 

小学校、中学校、高等学校に対して、文部科学省

により学習指導要領が提示されているのは前述のと

おりであるが、では大学に対してはどうだろうか。

これについて見てみると、平成 3 年の大学設置基準

の大綱化以降、大学に統一して求める授業の基準が

撤廃されており、カリキュラムや授業内容はすべて

大学の裁量に委ねられている。外国語教育に目を向
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けてみると、現在ほとんどの大学で外国語が必修と

なっているものの、RWLS の 4 スキルすべてを同様

に向上させる授業や授業体系の整備は十分普及して

いるとはいえない。学生は「使える英語」を大学の

授業で身につけることができていないのが現状なの

である。就職活動を機に、多くの企業で求められる

TOEIC テストに向け英語を自分で勉強する学生も多

いが、ペーパーのみの試験であるために、「高得点

を取れても実際は話せない」という受験者が多くい

るのも事実である。 

 次に、（図 5）において再確認したいのが、企業

のグローバル化の課題として 1 番に挙げられる項目

が「グローバル化を推進する人材の確保・育成」で

あるということだ。特に中小企業は今後新たな海外

展開が期待される一方で、自社においてそのような

取り組みを行う人的・経済的余裕がないために、グ

ローバル化の推進がますます厳しい状況にある。ま

た、とりわけ地方の場合は地元に残って働くことを

望む従業員が多く、海外勤務に前向きな人材を社内

で見出すことが難しい。 

 このような現状に対し、我々は以下の枠組みを提

案する。まずは大学生がこれまで学んできた基礎的

な英語を、就職後に仕事で使える英語へとレベルア

ップするために、2、3 年生を対象とした実践的な

内容のプログラムを開講する大学に対して補助金を

給付する。補助金の給付を受けるには、以下の 2 つ

の条件を満たしている必要がある。第一に、プログ

ラムの内容および形態は自由であるが、必ずビジネ

スと絡めた実践的な内容であること・RWLS の 4 ス

キルを網羅した内容であること。これにより、受講

生のビジネスレベルの「使える」英語力を確保し、

海外ビジネスの即戦力として学生を育成することが

できる。 

第二に、このプログラムは、グローバル人材を求

める地元の中小企業と提携して行うこと。提携企業

は、プログラムの内容上必要な場合、大学側の要請

に応じてこれに協力する。そしてこのプログラム

は、参加学生の就職活動および提携企業の採用活動

のパイプとしても機能する。授業の趣旨から、受講

生には海外ビジネスに興味のある者が集まることが

期待できるため、この枠組みによって中小企業と英

語を使える学生とのマッチングを効果的に行うこと

ができる。当初から海外に対して積極的、かつ高い

英語力を備えた人材を採用することで、入社から育

成、海外勤務までの流れもスムーズになることが期

待できるのである。対象を、2・3 年生としたの

は、企業との共同プログラムとなることから、就職

活動の時期を考慮した結果である。 

 ここでこのプログラムが機能する可能性について

検討してみる。先述の通り、地方の場合は地元に残

って働くことを望む従業員が多い。このことから地

方の中小企業にとって地元出身の人材は重要な採用

候補者となるわけだが、地方出身の学生は地元への

就職に対してどのような考えを持っているのだろう

か。（表 12）は、株式会社マイナビが 2013 年 4～5

月に、2014 年卒業予定の全国大学 4 年生および院 2

年生のマイナビ会員に対して行った「2014 年卒マ

イナビ大学生 U ターン・地元就職に関する調査」の

結果の一部である。 

赤い枠で囲んでいる項目に注目すると、地元企業

に就職しない理由として「大手企業がないから」と

回答している人は全体の 12.3%、「地域にとらわれ

ず働きたいから」と回答している人は 32.3%であ

る。この結果から、①約 88%の学生にとって大手企

業がないことは必ずしも地元企業に就職しない理由

にならないということ②地元企業を避ける理由の約

32%は地域にとらわれて働くことを避けるためとな

っており、地元企業でも地域にとらわれない働き方

ができれば、就職先の選択肢になりうるということ

がわかる。このことから、中小企業であることを理

由に避けている学生が多いわけではないとすると、

あとは「地域にとらわれず働くことができる」とい

う条件を満たしていれば、その地元企業への就職を

検討する学生を確保することができると考えられ

る。 

我々の提言の提携企業はグローバル化の推進を目

指していることが前提であり、かつこの枠組みを通

じたマッチングにより採用される学生は、プログラ
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ムの趣旨から考えて、グローバル化推進に貢献する

ことが期待されている。このことから、マッチング

を受けた学生は地元企業に勤めながら、地域にとら

われず世界をフィールドに働くことができる可能性

が高いと考えられる。これを踏まえると、この仕組

みを通して地元の中小企業に就職する学生は一定の

割合で存在し、その企業の語学堪能者確保が達成さ

れると考えられ、このプログラムが機能する可能性

は高い。 

 

（２）中小企業への英語習得支援～英語力向上に取

り組む企業に対する法人税減免～ 

 企業における、英語力向上の取り組みが進む中、

中小企業が自力で取り組みに乗り出すのが困難であ

ることは、先に述べたとおりである。しかし、海外

進出を希望している中小企業の割合は多く、2011

年に JETRO が中小企業に対して行った調査をまとめ

た『JETRO 世界貿易投資報告 2012 年版～企業、人

もグローバル化へ～』において、「中小企業の海外

進出についての今後（3 年程度）の方針」につい

て、「事業規模の拡大を図る」と答えている企業

は、2008 年の 45.1%から、2011 年には 71.4%に増加

しており（図 14）、その傾向は年々高まってい

る。また「中小企業の海外進出の理由」としては、

すでに進出している企業、今後 1～2 年で初めて海

外に進出する予定の企業、今後数年以内に海外に進

出することを計画、または検討している企業の全て

で、「海外での需要の増加」が 60%以上（図 15）を

占めている。このことから、中小企業による海外で

の事業拡大は、日本の国際競争力につながると考え

られ、希望する企業の海外事業拡大を推進していく

べき、と考えられる。 

  

 よって、自力での英語力向上の取り組みが困難な

中小企業に対し、グローバル化推進における課題で

ある英語堪能者の獲得を促進するため、英語力向上

の取り組みの支援を行う。具体的には、そのような

取り組みを行う中小企業に対する、法人税の減免で

ある。 

 企業による自主的な英語力向上の取り組みを阻害

する要因として、従業員への給与や、取り組みを運

営するためのコストがあげられる。そのため、従業

員の英語力向上の取り組みを行うコストの負担を軽

減することで、海外進出もしくは事業拡大をはかる

中小企業は、その阻害要因である人材確保のための

英語力向上の取り組みを実施し、結果として中小企

業の海外進出の推進が実現すると考えられる。ま

た、分析結果から、このような取り組みを企業が行

うことで、従業員は仕事における英語力向上の必要

性を認識しやすくなり、より効果的に英語力のある

人材獲得が進めることができる。 

 

（３）中小企業への英語習得支援～英語講座・交流

会プログラムの実施～ 

 上記の提言により、中小企業での英語を使える人

材確保の取り組みを推進し、中小企業の海外進出を

促進することを目指すが、国際競争力向上の逼迫性

を考えると、企業の自主的取り組みに任せた上記の

政策では、不十分であると考える。 

 中小企業が自ら、英語力向上の取り組みの枠組み

を作るところから始めていたのでは、時間もかかる

うえ、規模や質も限られてくるだろう。そのため、

企業の英語力向上を推進するプログラムを、同時に

都道府県単位でも開催することを提言する。 

 具体的には、従業員の英語力向上を目指す中小企

業がプログラムに登録し、その登録費を支払うと、

自由にプログラムで提供するイベント等に参加する

ことができる。英語講座はもちろんであるが、交流

会も開催することとし、内容として、①事業ごとに

海外企業を招いたビジネス目的の交流会だけでな

く、②外国人を交え、磨いた英語力の実践の場とし

て、純粋に英語での交流を楽しむものも開催する。

この結果、資金的な理由から従業員の英語力を高め

ることの難しい企業も、迅速に取り組みを進めるこ

とができ、このようなプログラムを通して仕事で

の、更には交流会を通して人づきあいでの英語力向

上の必要性を認識し、より効果的に英語力の向上を

はかることができる。 
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Ⅵ 終わりに 

 

グローバル化が進行し、アジアやアフリカの各国

の成長が著しい現在、日本の国際競争力の向上は急

務である。国際競争力を低くとどまらせている大き

な原因のひとつとして日本のビジネスパーソンの言

語能力の低さが挙げられる。さらに、現在の世界に

おける英語の重要性と、それが今後も一定期間続く

ことを考慮すれば、国際競争力向上のために、英語

力の向上が不可欠といえる。しかし、教育において

は様々な取り組みにもかかわらず英語力は向上して

いない。さらに、国際競争力向上という目的を考慮

すれば、有効な取り組みを行えば、その効果が直接

発揮される社会人に対する英語力向上政策に関して

は、ほとんど行われていないことに問題意識を抱い

た。そこで国家間で英語力の決定要因、および日本

国内の個人の英語力、仕事における英語の使用機会

の決定要因を調べた。 

その結果から、教育時の 1 人当たり教師数の増

大、家庭環境に左右されない英語学習機会の確保、

英語力向上の必要性の認識、早期英語教育の実施が

必要であることがわかった。分析結果に加え、現状

の日本の英語力をめぐる問題を考慮して、英語教育

においては、「教師数増加および質の向上」、「英

語にふれる機会の提供」、企業・大学に対しては、

「大学でのビジネス英語教育・中小企業の人材確保

プログラムの推進」、「中小企業への英語教育支

援」の提言を行った。 

ただし、本稿には課題も残っている。分析から、

英語力は女性であるほうが高くなるにもかかわら

ず、仕事での英語使用は男性が有意になるという興

味深い結果が得られたが、提言に十分に反映するこ

とができなかった。その理由に、必ずしも女性が自

らの能力や学歴に見合ったキャリアを求めるわけで

はないという社会的風潮がある。また、松繁氏も、

先に述べた『大学教育効果の実証分析―ある国立大

学卒業生たちのその後』の中で、高学歴女性に焦点

を当てた労働研究に関する研究において、本人の学

歴・能力に着目した実証研究が不十分としている。

この分野における今後の研究の発展と、今回の英語

力の高い女性が、英語を使用する仕事機会で有効に

働けていないという問題への取り組みが望まれる。 

最後に、国際競争力向上という重要な課題を根底

から解決することに、本研究が少しでも寄与するこ

とを願い、本稿の結びとする。 
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図表 

図１ 外国人登録者数 

（法務省・統計局 HP より筆者作成） 

 

図２ 日本企業現地法人数の推移（左）、図３ 現地法人常時従業者数の推移（右） 

（図２、３ともに経済産業省「第 42 回海外事業活動基本調査結果」より筆者作成） 

 

図４ 

（JETRO『世界貿易投資報告 2011 年度版』より筆者作成） 



 

 

24 

 

 

図５ IMD 国際競争力ランキング 日本の順位 

（IMD『World Competitiveness Yearbook』より抜粋） 

 

図６ 外資系企業の日本におけるビジネスの阻害要因 

（経済産業省『平成 20 年度対日直接投資に関する外資系企業の意識調査報告書』より 

筆者作成） 

 

表１ IMD（総合）トップ 30 2012 年版 

（IMD「World Competitiveness Yearbook 」より筆者作成） 
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図７ 言語内総生産 

 

（GF and the Languages of the World【PDF】（August 27, 2009）より抜粋） 

図８ 

 

（「上場企業における英語活用実態調査 2011 年」より筆者作成） 

図９ TOEFL iBT 国別平均スコア 

（ETS『Test and Score Data Summary for TOEFL iBT and PBT』より筆者作成） 
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図１０ 企業のグローバル化の推進にあたっての課題 

（経済同友会「企業経営に関するアンケート調査 2010」より筆者作成） 

 

表２ 外国語教育の新学習指導要領 

 

（文部科学省 HP より筆者作成） 

 

図１１ 日本の TOEFL スコア推移 

 

（ETS『Test and Score Data Summary for TOEFL iBT and PBT』より筆者作成） 
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図１２ 日本人と韓国人の TOEFL 平均スコアの推移 

 

（日本経済研究センター『英語力のビハインドが招く国際競争力の低下』より抜粋） 

 

表３ 言語系統ダミー 

（Kim&Lee（2010）より筆者作成） 

 

表４ 多国間分析 記述統計量 
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表５ 多国間分析 分析結果 

 

表６ 会話力（「英語でどのくらい会話ができますか？」への回答） 

 

表７ 読解力（「あなたの英語の読解力はどのくらいですか？」への回答） 

（表６、表７ともに筆者作成） 
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表８ 分析 1記述統計量 

 

表９ 分析１ 分析結果 
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表１０ 分析１ 限界効果 

 

表１１ 分析２記述統計量 
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表１２ 分析２分析結果 

 

表１３ 分析２限界効果 
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表１４ AET・JTE 及びアメリカ合衆国内での新規大学卒業者の教員雇用条件・処遇 

（仲潔（2006）より抜粋） 

 

図１３ 新採用システムの給与体制 

（筆者作成） 

 

表１５ 「なぜ地元企業に就職しないのか？」 

（株式会社マイナビ「2014 年卒マイナビ大学生 Uターン・地元就職に関する調査」より抜粋） 
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図１４ 中小企業の海外進出に対する意向 

 

 

図１５ 中小企業の海外進出の理由 

（図１４・１５共に『JETRO 世界貿易投資報告 2012 年版～企業、人もグローバル化へ～』より抜粋） 



 

 

34 

 

空白



 

 

本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、浦川邦夫准教授（九州大学）、佐々木周作様(大阪大学)、中村征樹准

教授（大阪大学）など多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を表したい。しかしながら、本稿に

あり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。． 

35 

 

第２章 民事訴訟の限界と代替手段としての ADR 

～医療訴訟を例に～ 

金野尾 彰一 富田 晃史 

松永 未紗子 野城 弓美子 

米田 野々花 

 

要旨 

民事訴訟は国民のための私人間紛争解決の司法上の手段であるが、近年裁判所のキャパシティを質と量を共に超える

訴訟増加という物理的限界に直面している。さらに複雑に要素が絡み合う紛争を法律上の権利義務の争いへ転換させる

過程で、当事者が求める真実の解明や真摯な謝罪が切り落とされる恐れや、長期に及ぶ訴訟期間、高額な訴訟費用、煩

雑な手続きをはじめとする制度設計上の問題があるなど紛争解決手段としても限界を抱えている。そのため、我々が実

際に直面する問題の多くが、訴訟だけでは解決できないのが現状である。 

 この現状を踏まえ、本稿では当事者にとってより良い紛争解決手段を探るべく、人々が民事訴訟に期待する要素を分

析した垣内（2010）を先行研究として、訴訟の満足度に与える要因を実証的に分析した。データには「民事訴訟利用調

査」（2006）を用い、順序プロビット分析により民事訴訟の満足度を実証的に分析したことが本稿のオリジナリティで

ある。分析の結果、裁判が和解によって解決することが裁判後の満足度を高め、裁判に長期間を要したことが裁判の満

足度を下げることが推定された。 

 以上の分析結果を踏まえ、民事訴訟の代替手段を提言することが本稿の目的である。しかし、政策提言の対象が民事

訴訟全般では広範になりすぎるため、本稿では現状の制度では公正な対応・救済が特になされていない医療訴訟を例に

取り、政策を提言する。分析結果及び、医療訴訟ではとりわけ訴訟期間が長くなること、高度な専門性が求められるこ

とを考慮し、本稿では裁判外紛争手続き、いわゆる ADR（Alternative Dispute Resolution）の利用促進を提言する。 

ADR は近年アメリカをはじめとする海外諸国で利用が進んでおり、その現状を受け日本でも法整備が進められるなど、

積極的な活用が推進されているものの、ADR の認知度は非常に低く普及しているとは言い難い。ADR は手続きが簡易であ

ることに加え、迅速な判断が行われること、訴訟に比べ費用が安価であることが手続き上のメリットとして挙げられる。

また、法律以外による柔軟な判断が可能であることや、議論や判断の過程で専門家を交えることが出来ること、公開が

原則である訴訟とは対照的に基本的に非公開であることからプライバシーを守ることが出来ることも ADR の特性として

評価できる。ADR は多くのメリットを持つ一方で、いくつかのデメリットを抱えており、それが利用されるにあたって

の障壁であると言える。そこで本稿では具体的に四つの政策を提言する。一つ目は国家資格「公認仲裁士」の創設、二

つ目は ADR を行う人材の検索サイト「ADR ネットワーク」の作成、三つ目は病院における ADR 利用評価制度の導入、最

後にインターネット上で ADR を行う「遠隔仲裁システム」の導入である。以上の政策で ADR の課題を補い、ADR が訴訟

に並ぶ魅力的な紛争解決の選択肢になることが期待できる。 
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Ⅰ はじめに 

 

法治国家において、裁判は紛争の解決手段であり

続けてきたが、特に民事訴訟の分野でそれが近年限

界を迎えていると考えられる。 

民事訴訟は私人間の争いを解決する司法上の手段

であり全国民に開かれた制度であるが、それは非常

に複雑な手続きを要することに加え、訴えの提起か

ら終審まで多大な時間と費用と労力をも要する。さ

らに、訴訟制度が内包する問題として、訴訟は「生

の紛争」を「法律上の紛争」に加工することを必要

とし、その段階において様々な要素が絡み合った紛

争は法律上の権利義務の争いへ転換され、多くの事

柄が捨象されることが挙げられる。この過程におい

て、当事者が真に求めていたもの―例えば真実の解

明や真摯な謝罪―は切り落とされてしまい、満足度

の高い紛争解決であるとは言えない可能性がある。 

このような状況を打開すべく、民事訴訟の代替手

段を提言することが本稿の目的である。しかし、民

事訴訟全般を射程としてはあまりに広範になってし

まうため、現状の制度では公正な対応・救済が特に

なされていない医療訴訟に焦点を当て、政策を提言

することとする。 

具体的な本稿の構成としては、第Ⅱ章では民事訴

訟制度について概観し、その問題点を三つの側面か

ら検討する。第Ⅲ章では先行研究と本稿の位置づけ

を述べる。第Ⅳ章では裁判当事者の満足度に影響を

与える要因は何であるかを探る。第Ⅴ章では ADR

（裁判外紛争解決手続き）について概観した後、分

析結果を踏まえ、ADR の利用促進策を提言する。 

 

Ⅱ 民事訴訟の現状 

 

１ 民事訴訟とは 

 

本節では民事訴訟を取り上げるにあたり、民事訴訟

制度について概観しておく。 

法治国家の要である“法の支配”を担保する制度と

して存在するのが司法である。司法とは法律上の争訟

を指す 2。そして、法律上の争訟を解決するための制

度が訴訟であり、訴訟は主に刑事訴訟・行政訴訟・民

事訴訟に分けられる。その中でも民事訴訟とは、私人

間の争いを事実関係の確定と法解釈・あてはめによっ

て解決する制度である。民事訴訟は刑事訴訟と異なり、

裁判の両当事者は私人である。したがって、どちらか

一方が他方を裁くといったような性質のものではない。

民事訴訟は何か（例えば損害賠償）を請求するという

形で行われ、請求物が認められるかどうかが判決に

よって示される。裁判所に訴えを提起した側の当事者

を原告と呼び、訴えを提起された側の当事者を被告と

呼ぶ。ここで言う被告は刑事裁判における被疑者（犯

罪実行が疑われた者）とは意味が違うことに注意が必

要である。 

 民事訴訟制度を整備する目的としては一般的に①権

利保護説②秩序維持説③紛争解決説の三つが挙げられ

る。①権利保護説は国民が有する権利を訴訟制度に

よって国家が保護すること、②秩序維持説は強制力を

持った訴訟によって私人間の利害関係を守り、秩序の

維持を図ること、③紛争解決説は発生した紛争を解決

することが、訴訟制度の目的であると説明する。これ

らの目的はいずれか一つが正しいというものではなく、

それぞれが複合的に絡み合って民事訴訟制度の存在意

義を形成していると言える。 

最後に民事訴訟手続きについて簡単に述べておき

たい。民事裁判は、原告が裁判所に「訴状」を提出

することで開始する。提出された訴状に不備がない

ときは、裁判所は口頭弁論の期日を指定し、被告宛

                                                      
2 裁判所法§3 



 

 

37 

 

てに訴状を送達する。訴状を受け、被告は口頭弁論

の期日までに訴状に記載された事実関係の認否や事

実・法律問題に関する主張を述べた「答弁書」を裁

判所に提出する。そして法定での口頭弁論において、

両当事者は互いに証拠を出し合って事実上・法律上

の問題を争う。裁判所（裁判官）は双方の主張を確

かめ、証拠に基づき法律に照らして、原告の請求あ

るいは被告の主張のいずれかを正当とする判決を言

い渡す。裁判所からの勧告に基づき当事者同士が妥

当な解決方法を話し合う「和解」等の手続によって

解決を図ることもあり、日本では和解による解決が

比較的多い。 

２ 民事訴訟の限界 

 

（１）物理的な限界 

裁判所は現在、司法サービスの質の低下が懸念さ

れている。その原因の一つに、訴訟件数が増加の傾

向にあるにも関わらず、裁判官の人数は戦後からほ

ぼ一定で推移していることがある。裁判所が新規に

受けた民事・行政事件の訴訟件数は 2010 年にはお

よそ 97 万件である。図１から見て取れるように、

1990 年に約 23 万件であり、この約 20 年間の間に 4

倍以上も増えている 3。その増加のペースに合わせ

て弁護士人数も増えているのにも関わらず、裁判官

数は 1991 年には 2022 人、2011 年に 2850 人とたっ

た 800 人しか増えていない4。諸外国の裁判官数と

比較すると、イギリスが 3,621 人5、アメリカでは

31,281 人6であり、人口比率を考慮すると日本は決

して多いとは言えないのにも関わらず、裁判官の大

幅な増加は見られていない。この状況を反映し大都

市の裁判官は現在、常時 200 件、毎月 45 件の新規

案件を扱っている 7。そのため、裁判官が一件の訴

訟に割ける時間が短くならざるを得ず、当事者が満

足のいく裁判ができない恐れがある。 

                                                      
3 平成 23 年司法統計 
4 平成 23 年弁護士白書 
5 Courts and sentencing statistics （2013）  
6 裁判所データブック 2005 
7 日本弁護士連合会（2010） 

 前述したような一人当たりの裁判担当件数という

量的な負担だけでなく、裁判での争点が多岐に渡るよ

うになり、高度な専門知識が求められるなど、一つ一

つの裁判内容も裁判官にとって負担の大きいものと

なってきている。 

複雑化した社会を反映して訴訟が多様化しかつ高度

な専門知識を要するようになっている影響や、複雑化

する医療訴訟、2009 年に始まった裁判員制度という

新しい試みなどにより、裁判官はますます一人で多く

のことに対応しなくてはならない。このような状況で

裁判の質の低下が懸念されるのは当然のことである。 

また、裁判所のキャパシティを超え始めていること

は地方で常駐の裁判官がいない支部が存在している現

状からも見て取れる。このような支部には裁判官が定

期的に派遣されるが、期間が限られていることから、

十分に審議の時間が確保されていなかったり、次回の

裁判期日まで長期間空いてしまったりするなどの弊害

が指摘されている。国民全員に開かれているはずの司

法が、居住地域によって司法へのアクセスが制限され

ているのである。 

上述した通り、現在、裁判所は質・量とともに、

キャパシティを超える訴訟に対応するのが困難に

なってきている。これでは満足度の高い裁判の実現

が厳しいと言えるだろう。 

 

（２）紛争解決手段としての限界 

前述の通り、訴訟制度とは法の支配によって国民の

利益を守る為に存在するものであるが、実際のところ、

民事訴訟では円滑に紛争を解決できていない場合が多

い。以下では、具体的な内容とその背景を検討する。 

 

① 訴訟類型的問題 

 ここでは民事訴訟で用意された紛争解決の枠組みに

当てはまらない要素が実際の紛争には多々含まれてい

ることを検討する。 

 前述の通り、民事訴訟においては一方の当事者の請

求が認められるかが争われるのであるが、ここでいう
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請求物は条文に書かれたものしか認められない 8。そ

して、損害が認められた場合の補償方法はすべて金銭

賠償による。ところが、我々が直面する実際の紛争と

その解決に求めるものは必ずしも条文上に載っている

とは限らない。実際の私人間紛争においては損害賠償

以外にも、真摯な謝罪や真相究明なども求められるの

である。特に近年取り上げられることが多い隣人訴訟

9においては、後者のような感情的な請求の方が重視

される。このように複雑な感情を含む様々な請求が絡

み合って紛争全体を構成しているのであるが、それを

訴訟に持ち込んだ段階で構成要件に当てはまらないも

のはすべて切り落とされて「生の紛争」は「法律上の

紛争」へと加工される。「怪我をさせられたので相手

に誠意をもって謝ってもらいたい」という思いは、訴

訟段階において「被告に不法行為に基づく損害賠償

10 万円を請求する」という請求に加工されてしまう

のである。 

さらに、訴訟制度は二極的な性格を持つ。つまり訴

訟は基本的に勝訴側がすべてを得るように設計されて

いるのである。ところが、実際の私人間紛争において、

当事者の一方がすべて悪いという場合は多くない。だ

からこそ、訴訟に持ち込むほどの紛争になるのである。

このように私人間紛争においては訴訟制度が予定して

いた二極性が適切でないために、裁判官は和解を勧め

たり過失相殺を適用したりしているのである。 

以上より、実際我々が直面する争いの多くは、訴訟

が前提としている枠組みでは処理しきれないと言え、

利用者の満足が最大化されていない現状があると考え

られる。 

 

② 制度設計上の問題 

 次に、国民の利益を確保するための訴訟制度にも関

わらず、実際は国民のためになっていないのではない

かという点について、制度設計の観点から四点に分け

                                                      
8代表例として契約不履行による契約解除請求・損害賠償

請求や不法行為に基づく損害賠償請求などが挙げられ

る。 
9訴訟での争いに感情が複雑に絡み合っているという性格

を持つ 

検討していく。 

一点目として、訴訟期間の長さが国民の負担になっ

ていることが挙げられる。一般的な訴訟期間はおよそ

6.5 ヵ月である 10。半年以上も訴訟の時間を確保し続

けなくてはならないことは、仕事や子育てをしている

国民の日常生活に大きな影響を与える。 

 二点目に、訴訟にかかる費用が高額であることもそ

の利用を困難にしていると言える。訴訟にかかる費用

は、裁判所に支払うものと、弁護士に支払うものがあ

るため、合算するとかなり大きくなる。裁判費用には

訴えを起こしたり控訴したりするたびに裁判所に支払

う裁判手数料というものがあり、これは訴額などに

よって異なる。弁護士費用も着手金と報酬金の二種類

に分けられる。着手金とは裁判の結果いかんに関わら

ず、初めに弁護士に支払うものである。報奨金とは弁

護士の成功の度合いに応じて支払われるもので、相手

といくらで決着をつけたかによって金額が変更される。

着手金は訴額の 6％、報奨金が 16%に設定されている

ことが多い。300 万円の返還訴訟を例にとると、まず

裁判手数料として訴えの提起に 2 万円、支払催促に 1

万円、控訴の提起に３万円、上告に 4 万円である11。

次に弁護士費用として着手金に 24 万円、報酬金に 48

万円の合計 72 万円かかる。裁判全体にかかる費用は、

これに加え交通費や裁判に必要な証拠書類の作成など、

細々した出費も合わせると、一般的な国民にとっては

大きな負担になる。 

 また、訴訟の手続きの煩雑さも国民が裁判を利用す

る障害になっている。民事訴訟の手続きについては前

述の通り、訴訟を起こすための訴状を裁判所へ提出し、

答弁書を準備するなど、訴訟を進めていくためにしな

くてはならない手続きの数は多く、複雑である。 

 最後に、立証責任が挙げられる。民事訴訟では、主

張した事実について相手方が認めたり，争ったりしな

い場合には、その事実は立証しないで事実として認め

る一方で、相手方が争ってきた際には、その主張内容

が事実であるということを原告側が証明しなくてはな

                                                      
10「裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（第 5 回）」

（2013） 
11「裁判手数料一覧」 
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らない。特に、高度な専門知識を要するような裁判の

場合、その事実を立証することは原告側にとって困難

を極める。 

以上に述べた通り、現在の民事訴訟は期間の長

さ、費用の高さ、手続きの煩雑さ、立証責任の四点

から、国民にとって使いにくい制度設計になってし

まっていると言えるだろう。 

 

Ⅲ 先行研究及び本稿の位置づけ 

 

１ 先行研究 

 

前章で示した通り、今日、民事訴訟制度は私人間

の紛争解決手段として限界を迎えている。このよう

な現状を受け、民事裁判制度の代替となる紛争解決

手段を提示し、それが国民にとってより利用しやす

い訴訟制度をつくる政策を提言することが本稿の目

的である。 

民事訴訟に関する研究は数多く存在するが、裁判

制度の本来の設置目的と考えられる利用者の満足度

に着目して実証的に分析した研究は数少ない。 

垣内（2010）では、民事訴訟制度がどのような形

で機能すべきか、あるいは機能し得るかという問題

を考えることを目的として、民事訴訟の利用者がそ

れに対してどのような機能を期待しているのかにつ

いて検討している。その具体的な検討方法は、2004

年における日本全国の地方裁判所で終結した民事訴

訟の当事者に対する調査と、2007 年における日本

全国の一般の成人男女に対する調査を利用して、そ

れぞれ「裁判を起こすと決めたとき何を期待した

か」、「裁判を起こすと決めたとしたら何を期待す

るか」という質問に対して五段階で回答する項目を

概観し、両者の比較を行うというものである。この

当事者回答者の中には、原告側の回答と被告側の回

答がともに含まれており、自ら訴訟を提起した原告

側の期待の方が、ほぼすべての項目において被告側

の期待を上回っている。また、一般人回答者の中に

も裁判経験のある回答者と経験のない回答者が含ま

れており、経験のない回答者は訴訟に対して漠然と

したイメージしか持たない可能性があり、実際にこ

の調査においても経験のある人とない人では期待内

容に差が生じている。これらの理由から、同研究で

は原告、被告、裁判経験のある一般人、経験のない

一般人の四つのグループに分類して調査している。

ここで注目されているのは当事者（原告）回答者と

裁判経験のある一般人回答者の間に裁判に期待する

ことにずれが生じていることである。具体的には

「相手との話し合い」、「相手との関係修復」、

「裁判官に話を聞いてもらう」の三項目については、

一般人回答者のうち裁判経験のある人の方が当事者

（原告）回答者よりも強く期待しているのに対して、

「相手をこらしめる」、「相手に非を認めさせる」

の二項目については、当事者（原告）回答者の方が

裁判経験のある一般人回答者よりも強く期待してい

る。 

 

２ 本稿の位置づけ 

 

この先行研究では、当事者と一般人が裁判を起こ

すと決めたときに何に期待したかという質問項目を

利用しているが、法によって紛争を解決し利用者の

求めるものを実現することが裁判制度の設置目的で

ある以上、裁判前の期待よりも裁判後の満足度の方

が、より良い紛争解決手段を考える本稿においては

適切な調査対象だと考えられる。また、先行研究が

裁判経験のある一般人と当事者の比較を行っている

点においては、たとえ訴訟経験者であっても、将来

の訴訟利用を仮定した場合における期待内容と、実

際に提起した訴訟で期待した内容とが違っているこ

とを考慮すると、過去に訴訟を経験した一般人を含

めるのではなく、ある一定の時期に裁判を行った当

事者のみを対象とする調査がより訴訟の代替となる

紛争解決手段を検証するにあたって適切であると考

えられる。 
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そこで我々は、2006 年 6 月に地方裁判所で終局

した民事事件の当事者を対象とした「民事訴訟利用

者調査」を利用し、民事訴訟利用者の満足度に与え

る要因を実証的に分析する。その結果から、限界を

迎えた民事訴訟制度の代替手段を検討し、その利用

促進に効果的な政策を提言する。 

 

Ⅳ 実証分析 

 

１ 使用するデータ 

 

本稿では分析データとして、「民事訴訟利用者調

査」（2006）を用いた。 

 民事訴訟利用者調査とは、民事訴訟制度研究会が

「国民に利用しやすい民事訴訟制度の在り方」を検

討するに際しての基本的な資料とするために実施さ

れた調査である。分析を行うに当たり、東京大学社

会科学研究所附属日本社会研究情報センターの SSJ

データアーカイブから上記調査の個票データの提供

を受けた。なお、上記調査は 2006 年と 2011 年に行

われているが、最新の 2011 年版は 2013 年 10 月現

在では SSJ データアーカイブに寄託されておらず

データの取寄せが出来なかったため、本稿では

2006 年版を用いての分析となった。 

調査対象事件は、2006 年 6 月 1 日～30 日までの

間に裁判所（全国 146 の地裁本庁及び支部）で終了

した第一審民事通常事件の中で、判決・和解・取下

げのいずれかの形で終了した事件で、調査対象者は

上記の事件の当事者である。 

事件の類型、期間、裁判内容、裁判官、弁護士、

結果などの網羅的な質問を含んでおり、民事訴訟の

当事者に焦点を当てた数少ない個票調査の一つであ

る。このデータには、当事者自身が行った裁判に対

してどのような印象を持ったかを問う項目を含むた

め、民事訴訟の当事者の満足度に影響を与える要因

を分析する上で最適なデータであるといえる。 

２ 変数の選択 

 

（１）被説明変数 

本稿では、現行の民事裁判制度が民事訴訟利用者

の満足度に与える影響を分析するため、被説明変数

として上記調査のアンケート項目の「制度の評価：

民事裁判制度は紛争解決の役目を十分に果たしてい

る」を用いた。このアンケート項目はデータ元にお

いて 5 段階評価で計上されているため、分析を行う

に当たって、「まったくそう思わない」を 1、「あ

まりそう思わない」を 2、「どちらともいえない」

を 3、「少しそう思う」を 4、「強くそう思う」を

5 とする整数値を変数として用いる。 

 

（２）説明変数 

本稿では、民事訴訟利用者の満足度に影響を与え

る要因として、「裁判内容の要因」と「個人の要

因」に分類した。「裁判内容の要因」とは、裁判過

程・裁判結果などといった、裁判内容の属性に関す

る要因である。「個人の要因」とは、年齢・性別な

どといった、当事者自身の属性に関する要因である。 

 

① 裁判内容の要因 

裁判内容の要因として「和解ダミー」「期間」「弁

護士への依頼ダミー」「裁判前行動ダミー」を用いる。 

 「和解ダミー」は、裁判の終局区分において和解の

形で終局した訴訟を 1、それ以外（判決・取下げな

ど）を 0 としたものである。和解という形で終局する

ことは、判決や取下げの場合と比較して利用者がより

納得した形で裁判を終えていると捉えられるため、

「和解ダミー」という変数は、満足度を上昇させる影

響を持つと推測される。 

 「期間」は、裁判の開始時期から裁判の終局までの

期間を表す数値である。単位は月とする。利用者は短

い期間での問題解決を求める傾向にあるため、この変

数は満足度を低下させる要因となると予想される。 

 「弁護士への依頼ダミー」は、当裁判に関して利用

者が弁護士への依頼を行った場合を１、それ以外を 0
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としたものである。弁護士に依頼することで、より円

滑に裁判を進めることができると思われるため、この

ダミー変数は満足度を上昇させる影響を持つと考えら

れる。 

 「裁判前行動ダミー」は、裁判が開始される前に利

用者が身近な人や弁護士等の専門家などに相談するな

ど、事前に裁判に関する行動を起こしていた場合を 1、

それ以外を 0 としたものである。裁判前に裁判に関す

る相談や情報収集を行っているかどうかで裁判に対す

る評価が変わると思われるため、このダミー変数は満

足度を上昇させる影響を持つと思われる。 

 

② 個人の要因 

 個人の要因として、「性別」「年齢」「裁判経験ダ

ミー」「原告ダミー」を用いる。 

 「性別」は、利用者が男性の場合は 1、女性の場合

は 0 としたものである。「年齢」は、裁判が終局した

当時に利用者が 20 歳未満の場合を 1、20 歳代の場合

を 2、30 歳代の場合を 3、40 歳代の場合を 4、50 歳代

の場合を 5、60 歳代の場合を 6、70 歳以上の場合を 7

としたものである。この二つの変数は満足度に関する

分析において個人要因として一般的に用いられている

ため、これらの変数をモデルに入れている。 

 「裁判経験ダミー」は、当裁判を受ける以前に一度

でも裁判に関する経験をしている場合を 1、それ以外

を 0 としたものである。裁判に関する経験が有ること

で裁判に対する評価が変わると思われるため、このダ

ミー変数は満足度を上昇させる影響を持つと思われる。 

 「原告ダミー」は、裁判における利用者の立場が原

告である場合を 1、それ以外を 0 としたものである。

訴訟を起こす側と起こされる側では裁判に対する評価

が変わると考えられるため、この変数をモデルに入れ

ている。 

  

③ その他の要因 

 「相手方が個人ダミー」は、裁判において相手方

が個人として参加していた場合を 1、それ以外を 0

としたものである。相手方が個人である場合と比較

して、法人等の団体である場合のほうがより円滑か

つ迅速に裁判が進められると思われるため、このダ

ミー変数は満足度を低下させる要因を持つと予想さ

れる。 

 

（３）分析モデル 

上記の変数を用いて実証分析を行う。分析対象は

上記のとおり、「民事訴訟利用者調査」（2006）に

記載されている、2006 年 6 月に裁判所で終局した

民事事件の当事者とする。サンプル数は 335 である。 

 

① モデル選択 

本稿では、民事訴訟利用者の満足度に影響を与え

る要因を検出するために順序プロビット分析を用い

た。順序プロビット分析とは、1934 年、ブリス

（Chester Ittner Bliss、1899-1979）により提案

された分析手法であり、重回帰分析において被説明

変数を順序尺度の質的変数に置き換えて各説明変数

の影響を調べる場合に用いられる手法である。この

手法は一般的にマーケティングにおける顧客満足度

の分析などに用いられるものである。類似した分析

手法にロジット分析があるが、こちらが、ロジス

ティック関数を用いるのに対して、 プロビット分

析は正規累積関数を用いるという点で異なる。本稿

の分析において被説明変数として用いる「制度の評

価：民事裁判制度は紛争解決の役目を十分に果たし

ている」は五段階評価で計上されているため、上記

の手法を用いるのが適切であるといえる。 

 

② 分析モデル 
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iY 民事訴訟利用者の満足度  

 

ix1 和解ダミー 

ix2 期間 

ix3 弁護士への依頼ダミー 

ix4 裁判前行動ダミー 

ix5 性別 

ix6 年齢 

ix7 裁判経験ダミー 

ix8 原告ダミー 

ix9 相手方が個人ダミー 

 

α:定数項     εi:誤差項 

 

３ 分析結果と考察 

 

分析結果から、「和解ダミー」、「原告ダミー」

のパラメータ値が正の影響、「期間」、「相手方が

個人」のパラメータ値が負の影響を与える結果が得

られた。 

この結果から、当事者は裁判が和解と言う形で終

局すると満足度が高いこと、自らが訴えた側である

と満足度が高いこと、及び、期間が長いほど満足度

が低く、相手方が法人ではなく個人であると満足度

が低くなるということが推測される。 

この結果から「和解ダミー」に関して、和解とい

う形で裁判を終局させることで、判決や取り下げと

比べて当事者同士が互いに納得して問題を解決でき

たと感じたことで当事者の満足度を高まったと考え

られる。このため、当事者の満足度を考慮した場合、

和解による解決を目的とした解決手続きが最適であ

ると言える。「原告ダミー」に関して、被告側は敗

訴した際の罰則や社会的地位の損失などのリスクを

常に考慮して訴訟に参加しなければならないと考え

られるため、可逆的に当事者が原告である場合は満

足度が高まると推定される。 

「期間」に関して、裁判に要する時間が長くなる

と、当事者自身にかかる時間的・経済的な負担が増

加するため、当事者の満足度を低下させると考えら

れる。この推定から、当事者の満足度を高めるため

には、より時間的・経済的負担の少ない短い期間で

迅速に紛争を解決する制度が望ましいと言える。

「相手方が個人」に関して、相手方が法人などの団

体である場合、相手方は顧問弁護士の配置などと

いった訴訟に対する対策を行っていると考えられる

ため、裁判に関わる機会の少ない個人と比べてより

迅速かつ的確に問題を解決することができると推定

できる。このため、相手方が個人の場合は法人など

の団体と比べて当事者の満足度が低くなったと考え

られる。 

ここで本稿では、短い期間で迅速に紛争を解決す

る制度が望ましいこと及び、和解を目的とした解決

手続きが最適であることの二点に注目した。これら

を踏まえて、次章で政策提言を行う。 

 

Ⅴ 政策提言 

 

現状から民事訴訟は様々な要因によって、あらゆ

る種類の紛争を解決する手段としては、限界を迎え

ているということが分かった。また分析結果からは、

民事訴訟においては裁判期間が短いこと、また和解

によって終局していることが当事者の満足度を上げ

る要素であることが分かった。 

これらを前提として、紛争当事者の利益のために

民事訴訟の代替手段を提言することが本稿の目的で

ある。しかし、民事訴訟全般について扱うとあまり

に広範かつ抽象的になってしまい効果的な政策を提

言することができない。そこで、本稿では訴訟が抱

える問題が特に顕著に表れていると考えられる医療

訴訟を取り上げ、政策を提言する。  

ここで、現状の制度における医療訴訟の問題点に

ついて軽く触れておきたい。医療訴訟に特有な問題



 

 

43 

 

は、大きく分けて三つ存在する。  

まず一つ目に挙げられるのは、訴訟期間の長さで

ある。近年の医療訴訟の平均審理期間は約 25 か月

であり、これは通常の平均審理期間の約 3 倍に及ん

でいる 12。この現状では、裁判に必要な期間の見通

しがたたず、裁判制度が利用しにくいものとなって

しまうことに加え、利用者の満足度を確保できない。  

二つ目に、医療分野の専門性が挙げられる。訴訟

において、最終的に原告・被告の勝敗を決めるのは

法律を専門とする裁判官であり、医療訴訟において

もそれは同様である。しかし、医療訴訟のような専

門的な知識を要する問題に対して、その知識に乏し

い裁判官のみで判断を行うのは困難を極め、事件内

容によっては誤った判断がなされる可能性もある。  

三つ目には、情報の非対称性がある。裁判制度で

は、原告側に立証責任が課され、医療訴訟における

原告とはほとんどの場合、患者側を意味する。専門

的知識の持たない患者が知識豊富な医師（病院）に

対抗するための証拠をそろえるためには、当該分野

に精通した協力医師を見つけ、医療鑑定等を依頼す

る必要があり、それには膨大な費用と労力を要する。

現に医療訴訟においては、原告勝訴率が通常訴訟の

ものと比べ極端に低くなっており 13、立証の困難さ

が関係していると考えられる。 

こうした問題を解決するために、平成 13 年に医

事関係訴訟委員会が最高裁判所内に設置され、12

年が経った現在も議論が続けられているものの、抜

本的な制度改革は行われていない。 

これらの現状に対応する紛争解決手段として、

我々は ADR に活路を見出した。 

 

１ ADR の定義 

 

 裁 判 外 紛 争 解 決 手 続 き 、 い わ ゆ る ADR

                                                      
12  「裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（第 5

回）」（2013） 
13 一般の民事訴訟の認容率（原告の請求が一部でも認め

られた判決の割合）が 80％を超えるのに対し、医療訴

訟の認容率は 40％以下である（最高裁判所 民事局集

計） 

（Alternative Dispute Resolution）とは文字通り

訴訟以外の方法での紛争解決を目指すものであり、

ADR には民事調停など裁判所によるものだけでなく

行政機関による交通事故示談斡旋や民間団体による

ものなど多岐にわたる 14。日本ではあまりなじみの

ない ADR であるが、近年、アメリカやヨーロッパ諸

国を中心に ADR の積極的利用への関心が高まってい

る。特にアメリカでは ADR は盛んに行われており、

国内に 400 以上の紛争解決センターが存在し、訴訟

とともに紛争解決手段として重要な役割を果たして

いる15。アメリカで裁判以外の紛争解決手段が注目

されるようになったのは 1970 年代末から 1980 年代

のことである。これは市民間の紛争の迅速かつ簡単

な解決手段への需要が高まったこと、増加傾向に

あった訴訟により裁判の遅延が深刻化していたこと

を背景としている16。1990 年代には 1990 年行政紛

争解決法や民事司法改革法など具体的に ADR 利用を

促進する法律が次々制定され、1998 年には全連邦

地方裁判所に対して裁判所付随型か民間型 ADR の利

用検討を義務化した 1998 年連邦 ADR 法が成立した17。 

前述の通り、日本においても訴訟件数は増加の傾

向にあり、裁判所のキャパシティを超えつつある現

状がある中、ADR の積極的な利用が注目されている。

2001 年に司法制度改革審議会が意見書で「司法の

中核たる裁判機能の充実に格別の努力を傾注すべき

ことに加えて、ADR が、国民にとって裁判と並ぶ魅

力的な選択肢となるよう、その拡充、活性化を図る

べきである。」と述べていることからも、国が ADR

の積極利用に前向きな姿勢であることがうかがえる。 

2004 年 12 月 1 日に「裁判外紛争解決手続の利用

の促進に関する法律」いわゆる ADR 促進法が制定さ

れ、2007 年に施行された。この法律は主に ADR 機

関のうち民間によるものを対象としている（同法二

条）。これは一定の基準を満たした民間 ADR 機関へ

法務省大臣の認証によって信頼性を与えつつ、認証

                                                      
14 和田（2007）、小島,伊藤（1998） 
15 E.シャーマン（1997） 
16 レビン小林（1999） 
17 小林（2001） 
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された機関に法的効果を与え ADR を促進することが

目的だといわれている 18。しかしながら、本法律が

制定されてから 10 年が経とうとしている現在も

ADR の普及は期待されたほどは進んでいない。その

主因としては、十分な予算が確保されていないこと

及び国家レベルでの人材育成政策がなされていない

ことが考えられる。 

 

２ ADR のメリット・デメリット 

 

民事訴訟では法規範を適用するのに対して、ADR

では法と異なる規範を適用して紛争を解決する余地

がある。この結果、ADR では社会規範を紛争解決に

取り込み、法律要件以外の社会的事実を取り入れな

がら、当事者同士の合意のもとで紛争の全体的解決

を図ることができる。 

 

（１）ADR のメリット 

ここで特筆すべき ADR を利用することの具体的な

メリットとして六つ挙げられる。 

一つ目は手続きの簡易性である。ADR においては、

相手側の同意があれば、訴訟のような煩雑な手続き

を行うことなく ADR を始めることができる。通常の

訴訟と比較して手続きが簡単であるので、紛争当事

者たちは裁判よりも気軽に利用することが可能であ

る。ADR 機関によって申立ての手続は異なるが、簡

単な申立て書の記入や電話対応などで受け付けるな

ど、積極的に手続きの簡素化を行っている機関も存

在する。 

二つ目に柔軟性が挙げられる。合意に基づく ADR

では当事者同士の話し合いで手続きの日時などを決

定することができるので、両者の事情に配慮した日

程で話し合いを進めることが出来る。 

三つ目には迅速性が挙げられる。医療訴訟は平均

して 2 年以上と長期に及び 、長期間訴訟に関わり

続ける負担が大きい上に、先の見通しを立てること

も難しい。それに対して ADR は当事者の合意に従っ

                                                      
18 和田（2007） 

て柔軟かつ迅速に行うことが出来るため、ADR を利

用すればより短い期間で紛争解決をすることが可能

である。 

四つ目としては廉価性がある。特に医療訴訟を行

う場合、一般的な民事訴訟で必要な裁判費用に加え

て、証拠作成のための医療鑑定や医師意見書などの

追加費用がかかるが、公的な証明書が必ずしも要求

されない ADR ならその費用も抑えることが可能であ

る。 

五つ目に高い専門性が求められる分野にも対応出

来ることが挙げられる。ADR では紛争当事者だけで

はなく、両者が選んだ代理人が話し合いに同席する。

裁判では法曹によって判決が下される一方、ADR で

は専門家の見解を考慮することが出来る。申し立て

側（医療紛争では患者側）にも専門家を置くことで、

情報の格差性の是正にも貢献すると言える。 

最後に非公開性がある。裁判のように第三者に対

して話し合いの過程やその結果について、公開する

必要はない。また、ADR を行うということ自体も公

開されないので、プライバシーを守ることが出来る。 

 

（２）ADR のデメリット 

以上のように ADR には多くのメリットがあるもの

の、ADR は万能ではなく、いくつかデメリットも指

摘されている。そのデメリットとして主に以下の四

つが挙げられる。 

一つ目は普及・利用拡大が滞っていることである。

ADR の社会的認知度の低さにより、人々の間で紛争

が生じたときの解決手段として ADR が選択肢に入ら

ないことが多い。 

二つ目に強制力がないことが挙げられる。二つの

意味で ADR は強制力がない。まずは参加が任意であ

ることである。つまり、当事者両者が ADR を利用す

ることに合意し、話し合いの席につかない限り、そ

もそも ADR が始まることはないのである。次に、

ADR での決定事項に法的強制力がないということで

ある。国の運営する裁判では、訴えの相手方である

被告は応訴の負担を負い、仮に被告が応訴のための
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訴訟行為を行わない場合であっても、被告を当事者

とする判決が言い渡され、その判決は両当事者を拘

束する。これに対して ADR では、常に何らかの形で

の合意が必要となるが、紛争状態にある当事者が合

意に至るのは、必ずしも容易なことではない。 

三つ目に制度が全国的に不統一であることがあげ

られる。特に地方では ADR 機関に携わる人が少なく、

その制度も整っていないため、地方での ADR の利用

が困難になっている。 

最後に ADR の質が均一でないことがある。現在

ADR での仲裁人の能力を量る基準が統一されていな

いので、仲裁人の技量次第で ADR の質が左右されて

しまう可能性がある。 

ここで挙げた ADR のデメリット四つを補うような具

体的な政策を以下で提案する。 

 

３ ADR 利用促進策 

 

（１）公認仲裁士の創設 

一つ目の政策として国家資格「公認仲裁士」の創

設を提言する。この政策の目的は ADR の質を一定以

上の水準のものにすることと、国民が ADR を安心し

て利用出来るようにすることである。この政策に

よって、制度が全国的に不統一であることと、ADR

の質が仲裁人の技量によって大きくばらつきがある

という ADR の問題点を補うことが出来ると考える。 

具体的な内容について触れていく。まず公認仲裁

士の取得は義務ではなく、また受験資格も成人であ

ることを除いて特には設けない。しかし、我々は受

験者の大半を弁護士やロースクールの学生であると

想定している。そこでロースクールで仲裁など ADR

を行う上で求められる知識技能を身につけられる授

業を開講する。これにより司法試験への勉強と並行

して公認仲裁士試験に備えることが出来るうえ、法

律知識と仲裁知識どちらも備えた人材を育てること

が出来る。前述の通り、近年弁護士数は訴訟件数を

上回る勢いで増加しており、弁護士の仕事の減少が

問題視されている。そうした現状の中、公認仲裁士

の資格取得は本人の仲裁能力を証明し、裁判だけで

なく ADR 関連の依頼を受けやすくなるというメリッ

トがあるため、その取得を義務化しなくとも資格が

普及すると考えられる。 

弁護士やロースクール生を主な受験生と想定して

はいるものの、試験の門戸は広く一般に開かれてい

る。しかしこの資格が仲裁技術の保証を目的として

いる以上、実務経験資格の有無で合格後の扱いをわ

ける必要がある。そこで、実務経験があればそのま

ま公認仲裁士に、ない場合はまず「公認仲裁士補」

とすることで、実務経験の有無が一目瞭然になる。

もちろん、予備士であっても一定の実務経験を積む

ことで、公認仲裁士としての認可を受けることが可

能である。この公認仲裁士の資格は仲裁方法やそれ

に関する法律知識など ADR 一般についての技能があ

ることを示すものであるが、資格取得者は、一定の

条件を満たせば、医療や金融など特定分野における

ADR のスペシャリストであることを免許に併記出来

る。 

試験については予算の一部を受験料で賄いつつ法

務省管轄で行う。試験内容は法律知識、仲裁知識の

筆記試験に加え、模擬 ADR を実施する。模擬 ADR に

関しては、仲裁経験豊富な弁護士が試験官を担当し、

両者の言い分を聞いているかなど複数の評価項目を

設け、それをいくつ満たせたかによって合否を決め

る。 

この政策を実施することによる効果としては、ま

ず、法務省管轄で国家試験を行うことで全国的に制

度や手続きなどが不統一な ADR の現状の改善が見込

めることである。そして国家資格の創設そのものの

宣伝効果が期待できることである。ADR はその認知

度の低さが課題であり、国も ADR の普及を望んでは

いるものの、積極的に利用されていない現状がある。

また、国家資格取得によって、報酬を伴う仲裁を許

可されるため、仲裁技術が低いのにもかかわらず

ADR を行う者がいなくなると考えられる。さらに法

務省から国家資格という形で仲裁士の質が保証され

ているということも、国民の ADR への信頼を高める
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ことにつながるだろう。 

 

（２）ADR ネットワークの作成 

二つ目にインターネット検索システムである

「ADR ネットワーク」の作成を提言する。日常生活

において、自分が専門家に依頼して解決しなければ

ならないようなトラブルに巻き込まれることを想定

している人は少ない。そのため、いざ ADR を利用し

ようとしても、誰に依頼すればいいのか分からない

という事態が予想される。我々の考える ADR ネット

ワークとは、人が他人とのトラブルを抱え、それを

ADR によって解決したいと考えた際に、より自らに

適した公認仲裁士を見つけ出すためのインターネッ

ト上の検索システムのことである。ADR ネットワー

クの特長は、地域別・分野別検索が可能なことに加

えて、公認仲裁士のインタビュー映像が視聴できる

ことである。その効果は、自らの抱える問題に最も

適しており、よりアクセスしやすい公認仲裁士を見

つけ出し、その人柄等を事前に自分の目で確認する

ことによって、より満足した ADR を行えるというこ

とである。 

この ADR ネットワークは、実際に存在する弁護士

検索サイト「弁護士ネット」に倣ったものである。

弁護士ネットにおいても、地域別・分野別検索やイ

ンタビュー映像の視聴といったサービスが行われて

いる。ADR ネットワークでは上記のサービスに加え

て、その公認仲裁士を利用した人々の評価や感想を

掲載したいと考える。 

現代社会では、Twitter をはじめとする SNS や通

販サイトにおける人々の評価は、何かを購入・利用

する際に非常に重要視されている。良い評価を受け

ることがより多くの顧客を得るための重要な要素で

あるため、提供する側は値段や見た目の良さだけで

なく、最終的に人々を満足させられるように行動し

ている。利用者の評価は公認仲裁士を選ぶ際も、同

様に重視されるべきであり、それが重視されること

によって公認仲裁士もより利用者を満足させられる

ように対応すると考えられる。 

もちろんインターネット上に匿名で感想や評価を

掲載することには、誹謗中傷等のデメリットも考え

られるが、それはサイトを監視下に置くことで解消

されると考えられる。サイトの監視はあらゆる SNS

で行われており、民間によって運営される ADR ネッ

トワークにおいても実現可能である。 

この ADR ネットワークは人々の満足感を向上させ

ることに加え、サイト開設によって ADR を知らな

かった人々に対する宣伝効果も得られると想定され

る。 

 

（３）病院における ADR 利用表示 

前述した通り ADR のデメリットとして、認知度が

低いことや強制力が伴わないために病院側が申し立

てに応じるインセンティブが低い可能性があること

が挙げられる。対話を通して和解を目指す本制度は

紛争両当事者にとって望ましいものであると考えら

れるが、そもそも認知度が低くては利用可能性が小

さく、病院側に断られては利用促進につながらない。

これらのデメリットへの対策として裁判のように

ADR にも強制力を与える方法もあるだろうが、それ

をしてしまうと手続きが煩雑になり ADR 特有のメ

リットが失われてしまう恐れがある。加えて、強制

的に応じさせてしまうと当事者関係が悪化し十分な

話し合いや和解の可能性が低くなる恐れもある。 

 そこで本稿では、ADR の認知度を上げると共に病

院が ADR に応じるインセンティブを与えるべく、病

院における ADR 表示の促進を提言する。具体的には

ADR 優良病院に対する認定証の発行と ADR 賛同・推

進ポスターの提示の二点である。 

 一つ目は、実際に ADR に賛同している病院が公式

認定証を得られるというシステムである。希望する

病院は ADR に関するデータを政府機関に提出し、評

価を受け一定の基準を超えた場合「ADR 優良病院」

の認定証が与えられる。病院側はその認定証を院内

での宣伝や告知に使用することができる。政府から

の公式認定によって、病院が患者からの申し立てに

対して誠実であることが示され好印象を与えること
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ができる。このようなメリットの大きさに鑑みて、

病院側の ADR 利用が促進されると考えられる。 

ここで、受諾率などデータの詳細を表示すること

も取りうる手段の一つとして考えられるが、そうす

ると受諾していること自体を「紛争の多い病院」と

捉える一部の国民に誤解を与えてしまう可能性があ

る。そこで、政府による評価段階では詳細なデータ

を用いるが、その結果として与えられる認定証には

「優良病院」という表記に留めることによってその

ようなリスクを回避する。 

二つ目は、ADR への賛同意思を示す病院にポス

ターを配布し院内で掲示してもらうというものであ

る。ポスターには「〇〇病院は ADR の利用促進に協

力しています」という文面と共に公式マークを入れ

る。事前に賛同意思を示している場合の方が示して

いない場合に比べて、実際のコミットメント率が高

いことが心理学調査で分かっている。したがって、

ポスター掲示に協力する病院の ADR 受諾は実際にも

増加することが期待できる。 

加えて、これらの認定証やポスターには必ず ADR

の概要（「ADR とは？」というようなコラムのよう

なもの）を分かりやすく記載することによって、紛

争解決手段として示談や訴訟以外にも選択肢が存在

することを国民に伝え、認知度の向上を試みる。現

在は ADR 自体がメジャーな紛争解決手段ではなく、

どの病院がどれほど ADR に応じているかということ

は市民にとっての関心があるものではない。しかし、

病院が表示を行うことで少しずつではあるが、ADR

という裁判以外の紛争解決手段の存在が認識される

ようになり、それを積極的に活用している病院の評

判は上がると考えられる。将来的には、表示を行う

ことによるメリットが、病院の ADR に応じるインセ

ンティブとなることが期待される。 

 

（４）遠隔仲裁システムの導入 

四つ目の政策として、インターネット上で ADR を

行うための「遠隔仲裁システム」の地方での導入を

提言する。この政策の主な目的は地方部 での ADR

の利用の促進である。前項で述べたとおり、ADR の

デメリットの一つに制度が全国的に不統一であるこ

とが挙げられる。ADR のアクセスが整備されている

都心部に対して、地方では ADR 機関が少なく制度が

整っていないため、地方での ADR の利用が困難と

なっている。このため、地方に住んでいる人が ADR

を利用する場合は、ADR の仲裁人を都心部から招き

よせて ADR を執り行うか、当事者自身が最寄りの

ADR 機関へ直接出向いて利用しなければならず、い

ずれにせよ当事者が時間的および金銭的な負担を負

わなければならないのが現状である。このようなデ

メリットを解決する政策として地方への遠隔仲裁シ

ステムの導入が有効であると考える。 

ここでいう遠隔仲裁システムとは、Skype のよう

なインターネットビデオ通話サービスを介して当事

者同士・仲裁士およびその事件に関する専門家が対

面し、インターネット上で直接 ADR を執り行うシス

テムのことである。この遠隔仲裁システムは従来の

ADR と同じく当事者同士が互いの合意のもとで手続

きの日時を決めることが出来るものとする。これを

ADR の制度が整っていない地域に導入することに

よって、地方の人にとっても ADR がより身近な存在

となり、地方での利用が拡大されると考えられる。

さらに、これを市役所などに設置することで、市役

所の職員が利用者に対してこのシステムの取り扱い

をサポートすることができ、高齢者などの機械の取

り扱いを困難に感じる人たちにも安心してこのサー

ビスを利用してもらえると考えられる。また、地域

住民の往来の多い市役所に設置することによって、

住民に ADR の制度そのものを知ってもらう機会が増

えることで認知度が高まり、今後の普及の大きな一

助になり得ると考えられる。 
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４ ADR の優位性 

 

最後に、本稿において政策としての ADR の特徴、

及び他に考えられる政策と比較したときの ADR の優

位性について簡単に述べておく。 

まず、現状で挙げた裁判官不足に伴う負担増大と

いう問題に対しては、裁判官を増員すれば良いので

はないか、という見解があろう。事実、裁判官増員

を要請する動きは存在する 19。しかしながら、予算

の関係上実現は困難であるのが現状である。さらに

裁判官という特殊な職柄上、人材育成には非常に時

間がかかるため、需要の変化に合わせて即座に増員

することは不可能である。もちろん将来的に裁判官

数を増やしていくことは必須であるが、裁判外手続

きで対応できるものは裁判利用から外すことで裁判

の効率性を高めることも重要であると考える。 

 次に、裁判期間について、現在既に短縮化しつつ

あるので問題はないとの見解が考えられる。確かに、

司法制度改革に伴い全体的には短縮化傾向にある。

しかし、例えば今回取り上げた医療訴訟は未だに長

い期間を要する。短縮化したとはいえ、2012 年の

医療訴訟審議期間は平均 24.5 ヶ月である。  

 また、ADR を利用しても必ずしも期間短縮につな

がるとは限らないとの見方もある。この点に関して

は「時間がかかる」という意味が訴訟と ADR では違

うことに注意が必要である。訴訟は手続きが煩雑で

あること、複数回審議を行う場合は審議間の期間が

長いことなど訴訟内容以外で時間がかかっているこ

とに問題がある。一方、ADR の特徴としては手続き

が簡略であり、形式も自由度が高く当事者のニーズ

に柔軟に対応できる点が挙げられる。つまり、仮に

ADR で時間がかかったとしても、それは実質的議論

であるので、裁判の長期化とは性質の全く異なるも

のであると考えられる。また、当事者の利害が早期

解決であれば、短期で結論を出すインセンティブが

働くので早期の和解が可能である。ADR においては

和解が目的であるため、互いに妥協点を見出しやす

                                                      
19 日本弁護士連合会 

いことも短期化の一助となろう。 

ここで再度確認しておきたいのだが、本稿におい

て我々は裁判を否定しているのではなく、現行の訴

訟制度では十分に対応なされない紛争当事者へ新た

な手段を提言している。無論、和解という形の終局

を求めていない当事者はいるはずである。その場合

訴訟はそのニーズに十分対応しているので、訴訟を

起こせば良い。だが、そうでない場合―「勝訴」を

求めるのではなく「釈明」を求めている場合、直接

相手方と話し合いたい場合、費用をかけたくない場

合、複雑な手続きを行いたくない場合など―におい

ては、ADR がより良い手段として機能するのではな

いか。紛争当事者の利害が広範にわたる以上、利用

できる選択肢が増えることには意義があると考え

る。尚、司法 ADR として調停手続きも現存し一定数

活用されているが、本稿での提言により認知度が上

がることによって同手続きの利用もより一層普及す

ると考えられる。 

 

Ⅵ 結び 

 

民事訴訟では適切に解決できない紛争が存在する

という現状を受け、本稿ではその原因を探ると共に

紛争当事者の満足する要因を分析した。そしてそれ

らの結果を踏まえ、紛争解決の選択肢として裁判手

続外紛争解決手続（ADR）の利用を提唱すると共に、

その積極的・有効的活用に向けた提言を行った。 

しかしながら、分析を行うにあたりデータ上の制

約を受けたことも事実である。分析で用いた民事訴

訟利用者調査ではアンケート項目に「事件の類型」

があったが、わずか八種類のみの分類であったため

に詳細な事件類型のデータがなく、金銭の貸し借り

問題や不動産トラブル、医療事故といった事件の類

型による当事者の満足度の差異を加味することが出

来ず、民事訴訟全般においての一括りの分析とせざ

るを得なかった。また、ADR 利用者に関する具体的
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なデータがなかったために、ADR についての実証的

な分析を行うことが出来なかった。今後、ADR の現

状の把握及び利用の促進のためにも、ADR に関する

より詳細なデータが整備されることを期待する。ま

た、本稿では医療訴訟分野を例に挙げての提言を

行ったが、医療だけではなく広範な分野で ADR の活

用及び研究が進むことを期待する。 

最後に一人でも多くの紛争当事者が納得のいく解

決手段を得られることを願って本稿の結びとする。 
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図表 

図１ 民事・行政訴訟の新受件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             （「平成 21 年度司法統計」より筆者作成） 

 

図２ 法曹人口推移 

 

 

 （「平成 23 年弁護士白書」より筆者作成） 
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表１ 基本統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 分析結果：係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 分析結果：限界効果 

 

説明変数 限界効果 標準誤差 

和解ダミー 0.017735** 0.00906 

期間 -0.00158 *** 0.00060 

弁護士への依頼ダミー 0.011684 0.02149 

裁判前行動ダミー 0.049511* 0.02574 

性別 -0.01287 0.01895 

年齢 0.010844* 0.00657 

裁判経験ダミー -0.00809 0.02083 

原告ダミー 0.052102** 0.02317 

相手方が個人ダミー -0.06014 *** 0.01834 

サンプル数：335  F 検定量：0.000  疑似決定係数：0.0337 

***：有意水準 1％で有意、**：5％で有意、*：10％で有意 

 

 

変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

満足度 3.122 1.156 1 5 

和解ダミー 0.537 0.999 0 1 

期間 12.761 16.458 1 156 

弁護士への依頼ダミー 0.681 0.467 0 1 

裁判前行動ダミー 0.958 0.2 0 1 

性別 0.678 0.468 0 1 

年齢 5.054 1.854 1 7 

裁判経験ダミー 0.269 0.444 0 1 

原告ダミー 0.657 0.476 0 1 

相手方が個人ダミー 0.606 0.489 0 1 

説明変数 係数 標準誤差 

和解ダミー 0.116 ** 0.058 

期間 -0.01 *** 0.004 

弁護士への依頼ダミー 0.075 0.135 

裁判前行動ダミー 0.428 0.299 

性別 -0.086 0.129 

年齢 0.071 * 0.042 

裁判経験ダミー -0.052 0.132 

原告ダミー 0.317 ** 0.128 

相手方が個人ダミー -0.415 *** 0.123 



 

 

52 

 

 



 

 

 本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）、大和三重教授 （関西学院大学）、福井唯嗣教授 （京都産業大学）、楠本政

幸氏 （大阪府）、立福家徳氏 （福岡工業大学）、伊角彩氏 （大阪大学）、佐々木周作氏 （大阪大学）など、多くの方々から有益且

つ熱心なコメントを頂戴した．ここに記して感謝の意を表したい．しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまで

もなく筆者たち個人に帰するものである． 

53 

 

第３章 家族介護は介護者の QOL を下げるか 
 

 

吉村 友里 長田 玲奈 

山本 知輝 日下 拓也 

 

要旨 

 

近年、日本では高齢化が急速に進行し、それに伴って要介護者も急増している。しかし、老人福祉施設の数は要介護

者の増加に追いついておらず、待機者が 42 万人も存在する状況である。そのため在宅介護の重要性が非常に高まって

いる。また、介護を受けたい場所として自宅を挙げる高齢者が約 40%おり、高齢者の希望をかなえるためにも、要介護

者が自宅で生活できる環境を整える必要がある。 

しかし介護保険制度のサービスだけで在宅介護に必要なニーズを全て満たすことはできず、サービスの足りない部分

は家族介護で補わざるをえない。現状では在宅介護を行う際に、要介護者の家族に対して、身体的、精神的、経済的に

非常に大きな負担がかかる。 

以上の現状から我々は、在宅介護の必要性が非常に高いにも関わらず、在宅介護を行いやすい環境が整えられていな

いのではないか、との問題意識を持った。在宅介護を行いやすい環境を作るには、家族介護者の負担を減らし、彼らが

自身の生活の質を保ちながら介護を行うことができるようにサポートすることが重要である。そこで我々は介護が家族

介護者の生活の質に及ぼす影響について考察した。 

本稿では、介護を行うことが人々の生活の質に与える影響について、日本版 General Social Surveys （JGSS-

2010）の個票データを用いて実証分析を行った。本稿の分析では生活の質を測る指標として、幸福度を用いた。実証分

析の結果、要介護者の介護を主に行う主介護者であることが幸福度を下げていることが明らかになった。さらに専門家

へのヒアリングや介護負担に関する先行研究の蓄積などから、主介護者にかかる負担としては精神的負担が最も大きい

こと、家庭の状況によって介護環境が大きく左右されることが分かった。 

そこで我々は、それぞれの家庭の状況に合わせたサービスを提供することが家族介護者の生活の質を高めると考え、

家庭の状況に応じて給付を柔軟に行う仕組みと潜在的介護者に対する広報活動を提言する。給付制度の改正と広報活動

によって家族介護者は、家庭の状況にあわせてサービスが使いやすくなり、また周囲の理解や協力を得やすくなると考

える。また、介護において重要である家族関係や社会関係、経済面での準備は一朝一夕にできるものではないが、広報

活動によって介護者でない人が介護に対する知識を得ることで、将来よりよい介護ができるよう環境を整え準備するこ

とができる。 
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Ⅰ はじめに   

 
近年、日本では急速に高齢化が進み 2012 年 10

月 1 日現在、65 歳以上の高齢者人口は過去最高の

3079 万人 （前年 2975 万人）、総人口に占める割

合も 24.1% （前年 23.3%）となった （総務省「人

口推計」）。今後も日本の高齢化は進行すると見込

まれ、2060 年には総人口の 39.9%、およそ 2.5 人

に 1 人が 65 歳以上になると推計されている  （図 

1）。 

このような中で介護を必要とする高齢者も年々増

加しており、介護保険制度における 65 歳以上の要

支援・要介護認定者数は 2011 年には 515 万人にも

のぼった。急速な高齢化に伴って介護が必要となる

人の数も急増していることから、我が国では介護問

題に注目する必要性が非常に高まっている。 

 

Ⅱ 在宅介護の現状   

 

１ 介護をめぐる国の政策   

 

急増する我が国の介護が必要な高齢者を支える仕

組みとして、介護保険制度がある。この制度は、従

来家庭の中だけで完結するものとみなされてきた介

護を地域社会に開き、医療・福祉サービスを提供す

ることで、要介護者一人ひとりを支えていくことを

目的としている。また、負担と給付の関係が明確な

社会保険方式を採用したこの制度では、利用者の選

択により多様な主体から保健医療サービス・福祉サ

ービスを総合的に受けることができるという特徴が

ある。 

介護保険制度では、要支援・要介護認定を受けた

被保険者が、介護等のサービスを利用する際、利用

限度額内であればサービスの費用の 1 割と必要な場

合は食費、居住費を負担するだけで、サービスを受

けられる （図 2）。 

介護保険制度によりサービスを受けることのでき

る被保険者は第 1 号被保険者と第 2 号被保険者の 2

種類に分かれている。第 1 号被保険者は 65 歳以上

の高齢者で要介護または要支援認定を受けている人

を対象としている。第 2 号被保険者は 40 歳から 64

歳までの介護保険加入者で、加齢による疾患により

要介護または要支援認定を受けている人を対象とし

ている。 

介護保険制度において給付の対象となるには、要

支援・要介護認定を受ける必要がある。要支援・要

介護認定では、対象者に対する介護サービス等の必

要度、すなわちどのくらい介護サービス等を行う必

要があるかを判断する。認定には、対象者の状況を

あらかじめ用意されたモデルケースに当てはめてコ

ンピュータで判断する一次判定と、それを原案とし

て保健医療福祉の学識経験者複数人による話し合い

によって行われる二次判定の 2 段階がある。 

被保険者に支給されるサービス利用限度額は、要

支援・要介護認定の段階によって決まる  （表 

1）。要介護認定を受けた人の方が要支援認定を受

けた人より症状が重いため支給される金額の限度額

も大きい。また、認定の数字が大きくなるにつれて

限度額が大きくなる。 

また、被保険者が利用できるサービスは在宅サー

ビス、施設サービス、地域密着型サービスに分かれ

ており、その中でもさらに細かく分類されている 

（表 2）。 

まず在宅サービスについて説明する。在宅サービ

スとは、要介護者が居宅で受けられる介護サービス

のことであり、訪問サービスや通所サービス、短期

入所サービスが含まれる。訪問サービスは、訪問介

護と訪問看護に分けられる。訪問介護とはホームヘ

ルパー （介護福祉士や訪問介護員 1 級・2 級など

の資格所持者）が要介護者の入浴、排せつ、食事等

の介助や、調理、洗濯、掃除等の家事を要介護者に

代わって行うなど、要介護者の生活を支援するサー

ビスである。訪問看護とは医学的知識を持つ者が、

病気や障害を持つ人の居宅を訪問し、看護ケアを提
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供し、療養生活を支援するサービスである。訪問介

護は主に日常生活の介助を、訪問看護は医学的ケア

を行うサービスとなっている。次に通所サービスと

は、要介護者の主な生活の場を居宅に置きつつ、施

設を利用するサービスである。利用者は通所サービ

ス事業を行う施設に通い、介護や日常生活支援、相

談等を受けることができる。通所サービスはリハビ

リを主とするデイケアと、日常の生活援助を主とす

るデイサービスに分類される。また、短期入所サー

ビスとは、特別養護老人ホームなどの福祉施設や、

介護老人保健施設などの医療施設に数日間入所し、

介護や日常生活上の世話を受けるサービスである。 

次に施設サービスについて説明する。施設サービ

スではサービス利用者は長期間施設に入所してサー

ビスを受ける。施設サービスにおいて利用される施

設は、特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護療

養型医療施設の 3 つに分けられる。特別養護老人ホ

ームは高齢者のための生活施設としての性格を持

ち、主に社会福祉法人や地方自治体による設置が可

能である。老人保健施設は要介護高齢者にリハビリ

等を提供し在宅復帰を目指すことを目的としてお

り、主に医療法人や地方自治体による設置が可能で

ある。介護療養型医療施設は医療の必要な要介護高

齢者が医学的治療を受けながら長期療養を行うため

の施設であり、主に医療法人や地方自治体によって

設置できる。特別養護老人ホームは入所期間の平均

が 4 年程度と長く、要介護高齢者の日常生活の支援

施設としての生活が強く、老人保健施設と介護療養

型医療施設は常勤の医師の配置が義務付けられてい

るなど医療施設としての性格が強い。 

次に地域密着型サービスについて説明する。これ

は高齢者がこれまで暮らしてきた地域の中で、一人

ひとりに応じたサービスを提供することを目的とし

たサービスである。2012 年の介護保険制度改正で

は「定期巡回・随時対応型訪問介護」「複合型サー

ビス」の 2 つが新たに創設された。定期巡回・随時

対応型訪問介護とは、介護・看護を一体的に提供で

きるようにしたサービスで、一つの事業所で訪問介

護と訪問看護のサービスを一体的に提供する介護・

看護一体型と、訪問介護を行う事業所が地域の訪問

看護事業所と連携をしてサービスを提供する介護・

看護連携型がある。複合型サービスとは、通所介護

を中心に利用しながら、必要に応じてショートステ

イや訪問介護、訪問看護を受けることができるサー

ビスである。これら 2 つは、地域包括ケアシステム

実現のために創設されており、要介護者とその家族

が理想とする介護生活に必要な環境を提供すること

が期待されている。 

2000 年に開始された介護保険制度は 3 年ごとに

改正されてきた（表 3）。介護保険制度は開始当初

は利用者の少ない制度であったが、認知されてくる

と飛躍的に利用者が増えたため、それに伴い介護保

険の総費用も伸びた。財政悪化に伴い、2003 年改

正では主に保険料の見直し、介護報酬の改定が行わ

れた。2006 年改正では、「介護予防」の考え方が

導入され、新たな制度の枠組みが打ち出された。

2009 年改正は、2006 年改正の枠組みから大きく外

れることはなく、介護報酬のアップや加算の追加な

ど、料金調整が中心の小さな改定がなされた。そし

て、直近の 2012 年改正では「地域包括ケアシステ

ム」の強化を大きな柱として、再び大規模な改正が

行われた。これは、急速に進む高齢化の中で、高齢

者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、

可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することが

できるような包括的な支援・サービス提供体制の構

築を目指すものである。さらに、地域と介護の連携

強化に加えて、医療と介護の連携も強化すべく、介

護職員に一部の医療行為を解禁したのも大きな特長

の一つである。増え続ける介護職への負担に考慮

し、介護職員の処遇改善のための加算なども新設さ

れた。 

今後の介護保険制度の展望としては、2015 年の

改定を控え、「要支援」を受けた高齢者に対する予

防給付を廃止し、「新しい地域支援事業」によって

これらの高齢者を支えていくという方針が示されて

いる。この地域支援事業の担い手としてはボランテ
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ィア、NPO、民間企業、社会福祉法人等が想定さ

れており、市町村とインフォーマルな主体との協働

が求められている。 

 

２ 在宅介護の必要性   

 

在宅介護の必要性は今後更に高まってくると予想

される。その理由として、要介護者を介護するため

の介護施設には総量規制があり物理的に介護する場

所が足りないこと、要介護者が自宅で介護を希望し

ていることがあげられる。だが、在宅介護を支える

仕組みは現状では十分に整えられているとはいえな

い。これらについて説明していきたい。 

まず、介護施設の総量規制についてである。ここ

でいう介護施設とは特別養護老人ホームや介護老人

保健施設等のことを指す。施設利用をしたいと考え

る要介護者は特別な医学的疾患がない限り特別養護

老人ホームへの入所を希望するが、特別養護老人ホ

ームは社会福祉法人や地方自治体により設置された

ものしか認められていないため、その総量に規制が

かかる。これらの施設の建設には莫大な建設費がか

かり、そしてその建設後にはそこで働く人たちに介

護報酬を支払わなければならない。この建設費や介

護報酬の増加はそのまま介護保険料と税負担に転嫁

される。2012 年 2 月時点での介護保険料の平均額

は 4,972 円だが、保険料が 12 年後の 2025 年には

8,000 円程度まで上昇するという試算もある。保険

料増額の抑止を理由として施設数の総量規制が行わ

れているため、この総量規制により入所を希望して

も施設に入れない要介護者が大量に待機を強いられ

ている。認定者数に占める施設定員数は 2001 年の

11.7%から 2011 年には 8.3%となり、減少傾向にあ

る （図 3）。 

2009 年に厚生労働省が行った調査では、約 42 万

人が介護施設の一種である特別養護老人ホームに入

所できず待機しているという結果が出ている。これ

らの待機者は、入所希望を申請後複数年は施設に入

ることができない場合が多い。 

また、要介護者は自宅での介護を望んでいる。内

閣府が行った「高齢者の健康に関する意識調査」で

は、施設に入所して介護を受けたいと答えた人が全

体の 2 割弱であった一方で、自宅での介護を希望す

る高齢者は全体の 34.9%にのぼった （図 4）。 

「平成 25 年度版高齢社会白書」には自分が介護

を受けることになったとき、誰に介護をしてもらい

たいか訊いたアンケートがある  （図  5）。ここで

は、男女ともに配偶者による介護を希望する割合が

最も高く、次いでヘルパー・施設職員による介護を

希望している。要介護者は施設ではなく、気心の知

れた配偶者による住み慣れた自宅での介護を望んで

いると読み取ることができる。 

このように福祉施設の供給の限界や要介護者の希

望から在宅介護の必要性は高まっている。しかし、

実際には在宅介護をサポートする環境は十分に整っ

ているとは言えない。介護保険制度下での在宅介護

においては、家族が介護サービスの不足分を補わな

ければならない状況が発生している。具体的には利

用限度額までのサービス利用では回数や時間が足り

ない場合がある。在宅介護の場合サービスを最大ま

で利用しても介護が不十分なときは、家族でその分

の介護を行うか、全額自己負担でさらにサービスを

利用するか、どちらかを選ばなければならない。家

族のみで介護をする場合にはサービスを利用できな

い家族内だけでの介護となり身体的、精神的に大き

な負担がかかると考えられる。サービスを追加で頼

む場合には全額自己負担となり、これは大きな経済

的負担である。このように現状では介護保険制度で

は家族が含み資産とみなされてしまっているのであ

る。要介護者の自宅での介護をサポートする体制を

充実させることがいま求められている。 

 

３ 在宅介護をめぐる問題点   

 

前節で述べたように、近年在宅介護の必要性が高

まっているにも関わらず、実際には在宅で介護をし

やすい環境に整っていないのが現状である。 
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在宅介護は在宅サービスだけでできるものではな

く、家族による介護が不可欠である。要介護度や家

庭環境にもよるが、主に介護を行う主介護者の介護

従事時間は平均 5 時間以上であり、「半日程度」の

人が全体の約 11%、「ほとんど終日の人」が 22.8%

にも上る。さらに要介護度 4 以上の人を介護してい

る主介護者に限ってみれば約半数がほとんど終日介

護を行っている （厚生労働省「平成 22 年度版国民

生活基礎調査」）。介護のみに専念できる環境であ

れば、体力的な余裕はあるかもしれないが、仕事や

家事、育児などをしている人であれば、ここまで介

護に拘束されると両立が非常に困難である。また、

中にはケアマネージャーやホームヘルパーなど、他

人の干渉を嫌がる家庭もあり、介護を一人で担おう

として追い込まれていく家庭も珍しくない。 

そうした困難な状況下での介護は、家族介護者

の、身体的負担だけでなく精神的負担をも増幅させ

る。2012 年 3 月に社団法人全国国民健康保険診療

施設協議会が発表した報告書によると、要介護者に

対して大きな声を出してしまったり、要介護者の呼

びかけや訴えを無視してしまったりと、介護のスト

レスによって要介護者に対して家族介護者が不本意

な行為をとってしまっている現状がうかがえる 

（図 6）。このように在宅介護では、家族介護者へ

の負担が非常に大きいことがわかる。 

また、要介護認定は介護にかかる負担を正しく表

せていないという指摘もある。現在要介護認定は、

その要介護者にどの程度介護サービスの必要性があ

るか、という基準で出されるが、これは要介護者の

みの観点から出されたものであり、各家庭の介護環

境の違いを考慮していない。例えば、同じ要介護度

5 で寝たきりの要介護者がいたとして、家計を支え

る家主がいて介護に専念できる環境の家庭と、二人

暮らしで金銭的余裕も体力的な余裕もない家庭では

負担が大きく違う。要介護者のみの観点から出され

た要介護度によって利用限度額が決められる現在の

制度では、そうした家庭環境の違いに対応できな

い。 

こうした負担を抱えたまま介護を続け、結果とし

て家族介護者が難病や障害を抱えるケースも少なく

ない。連合総合生活開発研究所が平成 13 年に行っ

た調査では、週 20 時間以上介護する者の 50%が長

期疾患を抱えている。介護時間が長くなる程、身体

的精神的な健康状態が悪くなり、介護時間 20～50

時間未満のものでは 61%が、50 時間以上の者では

72%が不調  （疲労、憂鬱感、食欲不振、睡眠不

足、精神的重圧感、身体的変調、短気、家庭医受診

のうち一つまたは複数）を訴えている。以上のよう

な問題から、要介護者を虐待、殺害してしまうケー

スや、要介護者と心中してしまうケースもある。 

高齢化の進行により要介護者が増大し、在宅介護

の必要性が叫ばれている中、家族が介護を行いやす

い環境を整備し、家族介護者と要介護者が共に生活

の質を保てるような介護を行えるようにしていくこ

とは急務である。 

 

Ⅲ 問題意識   

 
前章で述べたように、近年日本では高齢化が急速

に進行し、それに伴って要介護者も急増している。

しかし老人福祉施設の数は要介護者の増加に追いつ

いておらず、待機者が 42 万人も存在する。さらに

財政的な問題で施設をこれ以上大幅に増やすことは

不可能である。そのため在宅介護の重要性が非常に

高まっている。また、介護を受けたい場所として自

宅を挙げる高齢者が約 40%おり、高齢者の希望をか

なえるためにも、要介護者が自宅で生活できる環境

を整える必要がある。 

しかし、介護保険制度のサービスだけで在宅介護

に必要なニーズを全て満たすことはできず、サービ

スの足りない部分は家族介護で補わざるをえない。

現状では在宅介護を行う際に、要介護者の家族に対

して、身体的、精神的、経済的に非常に大きな負担

がかかる。 

以上の現状から我々は、在宅介護の必要性が非常

に高いにも関わらず、現状では在宅介護を行いやす
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い環境が整えられていないのではないか、という問

題意識を持った。家族の負担を減らし、家族が自身

の生活の質を保ちながら介護を行えるような環境を

作ることが重要である。そこで本稿では、要介護者

を家族に持つ人々が、自身の生活の質を保ちつつ介

護を行うことができる環境を作るにはどのような政

策を行えばよいかを検討し、提言する。 

 

Ⅳ 先行研究及び本稿の位置付け    

 
１ 家族介護者の QOL に関する先行研究   

 

前章で述べたように、我々は現状では在宅介護を

行いやすい環境が整えられていないのではないか、

という問題意識を持った。そこで、本稿では要介護

者を家族にもつ人々が生活の質を保ちつつ介護を行

えるような環境を作るにはどうすればよいのかを検

討する。そのため、分析においては家族の介護を行

うことと介護者の生活の心身の質（Quality of Life; 

QOL）の関係に注目する。 

これまで、介護と介護者の QOL との関連を分析

した研究は 1990 年代半ば頃から活発に行われてき

た。 

山本他  （2002）では、「介護に関する肯定的認

識」が、介護者の QOL や生きがい感、および介護

継続意思に与える影響を、続柄毎に検討している。

東京、神奈川、静岡、三重、沖縄の全 21 機関にお

いて訪問看護を利用している 322 人の高齢者の家

族介護者を対象に、質問紙調査を実施し、分析には

QOL、生きがい感、介護継続意思を被説明変数に、

属性および介護に関する肯定的認識・否定的認識を

説明変数とした、重回帰分析およびロジスティック

回帰分析を用いている。「介護者の QOL」には

WHO-QOL26 の 「 身 体 的 QOL 」 と 「 心 理 的

QOL」を用いている。WHO-QOL とは、既に信頼

性・妥当性が確立され  （田崎他 [1995]）、主に医

学的領域の研究で広く活用されている主観的 QOL

の尺度である。分析の結果、いずれの続柄でも生き

がい感には「肯定的認識」が強く関連していること

が明らかとなった。結論として、介護者の心理的

QOL や生きがい感を高める支援を考えるため、介

護の継続を予測するためには、介護の肯定的認識を

把握することが重要としている。 

さらに、斉藤  （2003）は、介護の実態および介

護行動、介護者の QOL に影響する要因を明らかに

し、介護行動スケールの信頼性・妥当性の検討を行

っている。訪問看護ステーションによるサービスを

利用している介護者 105 人を対象に、介護者のイ

ンフォーマル・ソーシャルサポート、介護者の自己

効力感、介護者と要介護者の関係性、介護行動、介

護者の QOL 等に関して訪問面接調査を実施し、分

析を行っている。「介護者の QOL」には「生活満

足度尺度 K （Life Satisfaction Index K; LSIK） 

（古谷野 [1996]）20 」を採用している。これは主

に、ジェロントロジー  （老年学・加齢学）の領域

で用いられている QOL を測る尺度である。その結

果、介護行動は、介護者と要介護者の関係性、要介

護度と有意な関連が見られた。また、介護者の

QOL は介護者の健康状態と有意な関連あることも

わかった。介護者の健康状態を維持し、介護への否

定的な感情を取り除き、介護への満足感、さらには

介護者の QOL を高めるための働きかけが必要であ

ると報告されている。 

また、田中・武政・嶋田  （2007）は、在宅介護

高齢者に対する家族介護者の介護負担感、抑うつ

感、QOL の現状を把握し、それに及ぼす要因を明

らかにする目的で検討を行っている。対象は、神戸

市の介護老人福祉施設で実施しているデイサービス

を利用している在宅介護高齢者 72 名とその主介護

者 72 名とし、身体的・精神的機能面および QOL

を中心とした調査を実施した。主介護者の QOL の

測定には、介護者の QOL を主観的幸福感と捉え、

Lawton が開発した Philadelphia Geriatric Center 

                                                      
20   生活満足度尺度 A （Life Satisfaction Index A; 

LSIA） （Neugarton et al., 1961）及び PCG モラー

ル・スケール （Lawton, 1975）に検討を加えて開発し

た 
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Model Scale （PGC モラール・スケール）を日本

語版にしたもの  （前田他 [1989]）を用いている。

この PGC モラール・スケーも、ジェロントロジー 

（老年学・加齢学）の領域で多く用いられている

QOL を測る尺度である。PGC モラール・スケール

も分析の結果、主介護者の介護負担感は、要介護者

の要介護度と ADL （Activities of daily living; 日

常生活活動）自立度に関連していた。さらに、主介

護者の QOL は、在宅要介護者の ADL 自立度と主

介護者自身の抑うつ感、介護負担感と関連してい

た。したがって介護者の QOL を向上させるために

は、要介護者の ADL 自立度を高め要介護状況を軽

減させるためのリハビリテーションと、介護負担感

を軽減するための主介護者への心理的サポートの必

要性が示唆された。 

以上見てきたように、介護者の QOL には介護に

対する肯定的認識、介護者自身の健康状態や抑うつ

感、負担感が関連しているということが明らかにな

っている。また、介護者に対する心理的サポートの

重要性が示唆されている。このように、介護と介護

者の QOL について保健医療的見地からの研究は、

現在に至るまで多くなされてきた。 

 

２ 本稿の位置付け 

 

家族介護者の QOL に関する研究には、保健医療

的見地からのものが多く、家族介護者の所得や雇用

形態などの経済状況、地域とのつながりなどの社会

的状況を考慮した研究は少ない。そこで私たちは社

会経済的な見地から研究を行い、介護が家族介護者

の生活全体に対してどのような影響を与えるのかを

考察する。 

また、従来の研究は、ある市町村や病院に通う高

齢者とその家族を対象に研究を行ったものが多かっ

た。そこで私たちは日本版 General Social Surveys  

（JGSS-2010）  をデータに用い、介護が家族介護

者の生活に与える影響について、全国的な傾向を考

察する。 

本稿の分析では、家族介護者の QOL を表す指標

として、幸福度を用いる。幸福度とは人々の主観的

な幸福感を指標化したものであり、アンケート調査

で回答者に現在の幸福度の程度を尋ね、その回答を

幸福度の指標としている。主観的幸福感の質問は、

「全体としてみて、あなたは現在、どの程度幸せで

すか、あるいは不幸ですか」といったものであり、

それに対して 5 段階、ないし 10 段階で回答すると

いったものが典型的である。 

幸福度は政策研究の中で近年注目を集める指標で

ある。一か国、一時点での人々の所得と幸福度につ

いては相関関係があるものの、多国間の比較を行う

と、国の所得水準と人々の平均的な幸福度には必ず

し も 相 関 関 係 が あ る わ け で は な い 

（Easterlin[1974]）。これを幸福のパラドクスと

いう。幸福のパラドクスが明らかになったことで、

これまでの経済的な指標だけでなく、人々の精神的

な豊かさを測る指標の必要性が指摘されるようにな

り、幸福度に注目が集まるようになった。「先進国

では経済指標よりも幸福度が政策にとってより重要

な情報を与える」  （Dienner and Selingman、

[2004]）、「社会の不平等は寿命や幸福度で測定す

べきだ」  （ Veenhoven[2004]）という主張も多

く、日本でも福祉などに関する研究で幅広く使われ

ている。 

 

３ 幸福度に関する先行研究 

 

これまでの研究の蓄積から、幸福度に影響を与え

る要因としては、性別などの個人属性、結婚などの

社会的要因、経済的要因など様々なものがあること

が分かっている。本節では、幸福度に影響を与える

要因として一般的に知られるものを、先行研究に言

及しながら紹介していく。 

まず性別については、男性よりも女性の幸福度が

高 い こ と が 一 般 的 に 知 ら れ て い る 。 大 竹 

（2004）、山田 （2007）などの先行研究でも同様

の結果が実証されている。 
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次に年齢については加齢に伴って、幸福度は  U 

字 状 を 描 く  （ Blanchflower and 

Oswald[2000]）。つまり幸福度は若年期に高く、

中年期に一度低下した後、高齢期に再び上昇する。

大竹 （2004）はこの U 字の底が 40 代であること

を実証した。しかし、加齢とともに幸福度が低下す

る  （筒井他 [2009]）という研究結果もあり、年齢

が幸福度に与える影響については今後さらなる議論

が必要である。 

健康については、主観的健康感が高まると社会活

動への参加意欲も増し幸福度も上昇すると推測され

る  （竹内他 [2011]）。しかし、主観的健康感と幸

福度の関係には、幸福度が高まると主観的健康感が

上昇するという逆の因果関係も指摘される。 

結婚、子どもの有無については、未婚者よりも既

婚者の幸福度の方が高いということが一般的に知ら

れており、山田  （2007）、筒井他  （2009）など

の先行研究で実証されている。さらに Kristen and 

Ono （2008）は日本では男性は仕事、女性は家庭

というような性別役割分業を行ったほうが、幸福度

が高まる傾向があることも示した。また、白石・白

石  （2007）は子供を持つことで女性は精神的には

幸せを感じるものの、生活面での満足度は低くなる

ことを示した。 

所 得 の 増 加 は 幸 福 度 に 正 の 影 響 を 与 え る  

（Blanchflower and Oswald [2000]）。しかし、筒

井他  （2009）は、幸福度が所得の増加に伴って高

まるものの、一定以上の所得を超えると上昇しなく

なることを指摘した。また、同研究は、所得は絶対

水準よりも相対水準に依存することを示した。この

結果は、幸福度は他者との比較した相対所得の影響

を受けるという相対所得仮 説   （ Dynan and 

Ravina[2007]、Clark et al.[2008]）を実証してい

る。さらに、Dynan and Ravina  （2007）は所得

が平均より高い地域に住む人の方が、平均より低い

地域に住む人よりも相対所得が幸福度に与える影響

が大きいことを示した。また、松浦  （2002）は、

高齢者の幸福感を支える経済的要因は所得ではな

く、消費と資産  （貯蓄残高）であることを示し

た。 

雇用については、大竹 （2004）は所得水準や個

人属性をコントロールしても失業、失業経験、失業

不安が幸福度に負の影響を与えることを実証した。

森川  （2010）は幸福度に対して賃金は正、労働時

間は負の影響を与えるが、男性は女性よりも賃金の

幸福度への影響が大きく、労働時間短縮への選好が

弱いことを示した。そのため男性のワーク・ライ

フ・バランスの達成が困難であることを示唆してい

る。業種に着目してみると、佐野他  （2007）がサ

ービス業や金融業や公務員といった職種が労務職や

パートタイマーと比べ幸福度が高いことを実証し

た。また、産業をコントロールした場合、管理職は

幸福度が高いことを示した。 

 

Ⅴ 分析 

 
１ 実証分析 

 

本 稿 で は 日 本 版 General Social Surveys  

（JGSS-2010）  21の個票データを用いて実証分析

を行い、介護を行うことが幸福度に与える影響を明

らかにする。JGSS-2010 では、全国の 20～89 歳の

男女個人を対象とした調査であり、複数の調査形態

が存在するが、本稿では留置 B 票を用いる。被説明

変数に幸福度を、説明変数を介護参加変数と幸福要

因の調整変数を加えて分析を行う。分析手法は順序

プロビット分析を用いる。 

 

（１） 変数選択 

≪被説明変数≫ 

本稿では、被説明変数に個人の幸福度を用いる。

幸福度については、JGSS-2010 において、「あな

                                                      
21日本版 General Social Surveys （JGSS）は，大阪商業

大学 JGSS 研究センター （文部科学大臣認定日本版総

合的社会調査共同研究拠点）が，東京大学社会科学研

究所の協力を受けて実施している研究プロジェクトで

ある 
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たは、現在幸せですか。」という問いに、「幸せ」

から「不幸せ」の 5 段階で回答する設問があり、こ

のデータを「不幸せ」を 1、「幸せ」を 5 として数

値化したものを各個人の幸福度として使用する。 

 

≪説明変数≫ 

① 介護参加変数 

介護参加変数には「主介護者ダミー」と「家族に

要介護者はいるが主介護者ではない  （非主介護

者）ダミー」の 2 種類を用いた。JGSS-2010 では

「あなたのご家族には、長期にわたる心身の病気・

障がいや高齢のためにケアが必要な方はいますか。 

（あなたと別々に暮らしている方も含めてお答えく

ださい）」という問いに対して、「いる」と回答し

た人に対し、さらに「あなたは、そのご家族のケア

を主にしていますか。」という問いがある。後者に

「はい」と答えた人を主介護者、「いいえ」と答え

た人を非主介護者とした。 

 

② 幸福要因の調整変数 

幸福要因の調整変数には「女性ダミー」、「配偶

者の有無」、「年代別ダミー  （20～80 代）」、

「主観的健康感」、「正規雇用ダミー」、「非正規

雇用ダミー」、「相対世帯収入」、「世帯人数」、

「地域団体への加入ダミー」、「13 大都市ダミ

ー」、「町村ダミー」を用いる。 

「女性ダミー」は男性を 0、女性を 1 としたダミ

ー変数である。大竹 （2004）では、一般的に女性

の方が男性より幸福度が高いことが示されている。 

「配偶者の有無」は、「あなたは結婚しています

か。」という問いに「現在、配偶者がいる」という

回答を 1、それ以外  （「離別」、「死別」、「未

婚」、「離婚を前提に別居中」、「同棲中」）の回

答を 0 とするダミー変数である。婚姻状態に関して

は白石他  （2007）によって、配偶者がいない場合

に比べて、いる場合の幸福度が大きくなることが明

らかにされている。 

「年代別ダミー （20～80 代）」とは、 20～89

歳の人のうち、20～29 歳を 1 とする 20 代ダミー、

30～39 歳を 1 とする 30 代ダミー、…、80～89 歳

を 1 とする 80 代ダミー、以上 7 つのダミー変数で

ある。Frijters et al. （2001）によると、幸福度は

若年から中年にかけて一度低下するものの、高齢に

なるにつれて再び上昇する U 字型の関係があるこ

とが示されている。しかしながら、日本においても

この関係があてはまるのかについては、は現在議論

がなされている。 

「主観的健康感」については、「あなたの現在の

健康状態は、いかがですか。」という問いに「良

い」から「悪い」の 5 段階で回答する設問を用い

て、「悪い」を 1、「良い」を 5 として数値化した

ものを各個人の主観的健康感とした。佐野他 

（2007）において、主観的健康感の値が大きくなれ

ばなるほど、幸福度の値も大きくなることが示され

ている。 

「正規雇用ダミー」、「非正規雇用ダミー」につ

いては、「先週、あなたは収入をともなう仕事をし

ましたか、または仕事をすることになっていました

か。」という問いに対して「仕事をした」「仕事を

もっているが、病気、休暇などで先週は仕事を休ん

だ」「仕事をしていない」の 3 択で答える設問があ

る。前者 2 つのどちらかを答えた人に対して、さら

に「あなたの仕事は、大きく分けて、この中のどれ

にあたりますか。」という問いを与える。この問い

に対する選択肢は 1「経営者・役員」、2「常時雇

用の一般従業者」、3「臨時雇用  （パート・アルバ

イト・内職）」、4「派遣社員」、5「自営業主・自

由業者」、6「家族従業者」、7「わからない」があ

り、このうち 1、2、5、6 と答えた人には正規雇用

ダミーに 1 を、3、4 と答えた人には非正規雇用ダ

ミーに 1 を入れる。 

「相対世帯収入」について、日本人の国民性とし

て、他者との比較により自身の価値や地位を評価す

る傾向があるということが、先行研究により明らか

にされている。そこで、本稿においては絶対的な世
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帯収入ではなく、相対世帯収入を使用した。具体的

には、自身の世帯収入を世間一般の世帯収入と比較

して「平均よりかなり少ない」と思う場合を 1、

「平均よりかなり多い」と思う場合を 5 とする 5 段

階で評価したものを変数として用いた。Clark et 

al.（2008）より、所得と幸福度には正の相関があ

ることが予想される。 

「世帯人数」は「あなたが一緒に暮らしている方

は、あなたをのぞいて何人になりますか。」という

問いの回答に 1 を加えた値を変数として用いる。 

「地域団体への加入ダミー」は「あなたは、次に

挙げる会や組織に入っていますか。」という問いに

対して、業界団体、政治団体、ボランティアグルー

プ、市民運動のグループ、宗教の団体や会、スポー

ツ関係のグループやクラブ、趣味の会、生協の計 8

つのグループや団体にそれぞれ属していれば「は

い」、属していなければ「いいえ」と答える形式の

設問を利用した。このうち、地域とのつながりを示

す団体として、ボランティアグループ、宗教の団体

や会、スポーツ関係のグループやクラブ、趣味の

会、生協の 1 つ以上に「はい」と答えた場合を 1、

いずれの組織にも所属していない場合を 0 とした。

組 織 へ の 所 属 に 関 し て は Helliwell and 

Barrington-Leigh  （2010）  によって、所属団体

が多いほど幸福度の値も大きくなることが明らかに

されている。 

「13 大都市ダミー」と「町村ダミー」につい

て、「13 大都市ダミー」は、13 大都市 （札幌市、

仙台市、千葉市、東京都区部、横浜市、川崎市、名

古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、福岡

市、北九州市）に暮らしている人を 1、「町村ダミ

ー」は、2000 年時点での町村に暮らしている人を

1 としている。 

（２） 分析結果 

表 4 に分析結果、表 5 に記述統計量を示す。 

 

（３） 分析結果の考察 

① 介護参加変数 

介護参加変数には「主介護者ダミー」と「家族に

要介護者はいるが主介護者ではない  （非主介護

者）ダミー」の 2 種類を用いた。分析結果より、主

介護者であることが幸福度に負の影響を与えること

がわかった。なぜ主介護者であることが幸福度を下

げるのかについては、次節で考察する。 

② 幸福要因の調整変数 

「女性ダミー」について、先行研究に示されてい

る通り、女性の方が男性より幸福度が高いことが示

された。 

「配偶者の有無」について、これも先行研究に示

されている通り、配偶者がいない場合に比べて、い

る場合の幸福度が大きくなることが示された。 

「年代別ダミー （20～80 代）」について、これ

も先行研究に示されている通り、20 代から 50 代に

かけて一度低下するものの、高齢になるにつれて再

び上昇する U 字型の関係があることが示された。 

「主観的健康感」について、これも先行研究に示

されている通り、主観的健康感の値が大きくなれば

なるほど、幸福度の値も大きくなることが示され

た。 

「相対世帯収入」について、これも先行研究に示

されている通り、自身の世帯収入が世間一般と比べ

て相対的に多いと考えているほど、幸福度の値が大

きくなることが示された。 

「世帯人数」について、世帯人数が多い方が幸福

度が高いことが示された。 

「地域団体への加入ダミー」について、これも先

行研究に示されている通り、地域団体へ加入してい

れば幸福度の値も大きくなることが示された。 

 

２ 家族介護者の QOL を下げる原因 

 

前節の実証分析により、主介護者であることが幸

福度を下げていることが分かった。本節ではなぜ主

介護者であることが幸福度を下げるのか、主介護者
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の幸福度を高めるためにはどのような政策を行うべ

きであるかを専門家へのヒアリング、介護負担に関

する研究およびアンケート調査から考察する。 

 

（１） 専門家へのヒアリング 

介護を行うことで家族介護者、特に主介護者には

どのような負担がかかるのかについて、関西学院大

学人間福祉学部教授の大和三重氏にお話を伺った。

大和氏によると、主介護者にかかる負担としては精

神的負担が最も大きいとのことであった。精神的負

担に影響を与える要因としては、介護者と要介護者

や周囲との関係性、認知症の有無などの要介護者の

状況の大きく 2 つがある。また、主介護者の負担を

減らすには、主介護者が気持ちを吐き出せる状況を

作ること、主介護者を一時的に介護から離す時間を

作ることが重要である、とのことであった。 

家族介護者の負担には身体的負担や精神的負担、

経済的負担など様々なものがあるが、一番大きいの

は精神的負担である。特に主介護者の精神的負担は

とても大きい。介護は終わりの見えないものであ

る。主介護者は先が見えない中で介護を続けていか

なければならないので、大きな精神的負担を抱える

ことになる。 

精神的負担に影響を与える要因としては、家族関

係や要介護者の認知症の有無などがある。 

介護が必要となる前の家族関係は、必ず介護に反

映される。親子や嫁姑の葛藤があったのちに、子供

や嫁が介護をする側に回ると、以前の関係から要介

護者と関わることに大きなストレスが溜まってしま

う。また、要介護者が主介護者を受けつけない、ひ

どい言動を浴びせるといったケースもある。また、

家族に他に介護を行ってくれる人がいなければ、介

護者は自分だけで介護を抱え込んでしまうことにな

る。介護に協力してくれる人や相談できる人が多い

ほど、またその頻度が多いほど主介護者に掛かる負

担は減る。そのため家族が介護に協力的であるかど

うかが、主介護者の負担を大きく左右する。また、

介護を行っていない家族が、介護の方法などに対し

て過度に口出しすることも、主介護者の負担にな

る。 

要介護者に認知症があると、介護の負担はより大

きくなる。認知症には記憶障害などの中核症状のほ

かに、周辺症状として物とられ妄想や徘徊、暴力的

になるなどの症状がある。昼夜を問わず徘徊する要

介護者などは家族が一日中見守らなくてはならず、

主介護者が自分の時間を持つことができずに追い詰

められてしまう。また、症状によっては人格が変わ

ってしまい、主介護者が献身的に介護をしても唾を

かけられる、つねられる、暴言を吐かれるなどさ

れ、介護に伴う身体的負担に加えて大きな精神的負

担が蓄積される。主介護者は自分が介護をする人か

らの「ありがとう」の一言で大きく救われ、それを

励みとして介護を続けることも多いが、認知症の人

は次第に意思疎通ができなくなり感謝の言葉をかけ

てくれることもないので、精神的に報われることが

なく負担ばかりが募ってしまう。こうした状況から

認知症の介護が高齢者虐待につながるケースも多

い。 

主介護者の精神的負担を減らすには、主介護者が

気持ちを吐きだせる状況を作ること、主介護者を一

時的に介護から離して自分の時間を持たせることが

重要である。主介護者が気持ちを発散させるために

は、家族が日常的に介護者の話に耳を傾けることが

必要である。主介護者は辛いことをさらけだすだけ

でも楽になるものであり、一人でため込まないこと

が最も重要である。家族は主介護者の話に耳を傾け

たり介護を分担したりするなどして、主介護者一人

に負担が集中しないように配慮することが重要であ

る。介護に関わることができない家族は、主介護者

に過度の要求をすることや介護に対してやかましく

口を挟むのではなく、あくまで主介護者の方法や気

持ちに寄り添うことが大切である。しかし、例えば

主介護者である嫁に向かって、要介護者の息子であ

る夫が、仕事で疲れているのを理由にして話を聞か

ないといったことはよくある。そのような場合、介

護の辛さを聞く活動や主介護者の交流の場を提供す
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る活動を行っている NPO がある地域では、それを

利用するのも有効である。地域の人が要介護者のい

る家庭を気にかけることも、主介護者が一人で抱え

込むことを防ぐことにつながる。 

また、主介護者を一時的に介護から解放する方法

として、通所サービスや短期入所サービスなどを利

用して、要介護者が出かけている時間に介護者が自

分の時間を作れるようにすることが有効である。こ

のように主介護者の負担を減らすには、主介護者を

支援してくれる人数や頻度、支援の内容といったソ

ーシャルサポートネットワークが重要であり、生活

の質に大きく関わる。 

 

（２） 介護負担に関する研究 

家族介護者の介護負担に関しては、1980 年代以

降多くの研究蓄積がある。Zarit （1980）は介護者

の健康状態や幸福感、経済的、社会的生活状態を含

めた介護負担という概念を提唱し、この介護負担に

は要介護者の心身状態や介護者の心身状態、社会的

要因など様々な因子が関連していることを明らかに

した。介護者の介護負担に影響を与える要因として

は、介護者自身の不安や抑うつ感、精神的疲労感が

関 連 す る と 報 告 さ れ て い る  （ Grunfeld et 

al.[2004]、 鷲尾[2005]、 Shurgot et al.[2005]）。 

また、社会的支援がより得られる状況であれば介

護負担感は低く、介護者の幸福感や健康感が良好で

あり、抑うつも低いとされている  （Vitaliano et 

al.[1991]）。桑原他  （2005）では、患者を一人に

して外出できることは、介護負担感を減らす傾向が

認められ、身体的あるいは精神的に介護から解放さ

れる時間をもつことが、介護の負担を軽減させると

いうことが示唆されている。川本他  （1999）で

は、副介護者がいるほど、また、手段的支援ネット

ワークや情緒的支援ネットワークが強いほど、介護

者の主観的幸福感は大きいと報告している。一日の

うちの長い時間にわたって要介護高齢者の世話をす

る介護者が、友人を訪問したり、リラックスしたり

する時間を失うことを示した研究も報告されている 

（George and Gwyther[1986]）。このように、介

護者の負担感には介護者の精神状態、介護者の身体

的、精神的支援の有無が影響を及ぼすことがこれま

での研究で明らかにされている。 

 

（３） アンケート調査 

また、家族介護の状況や家族介護者が抱える負担

については様々な団体の行ったアンケート調査から

も、その状態を考察することができる。東京都社会

福祉協議会が全国の介護保険サービス利用者に対し

て行った「介護保険利用者の声 アンケート調査」

では、介護保険サービスに関し不便なことや不都合

なこととしてとして、「サービスの時間が短い」、

「同居していると調理掃除などの生活援助サービス

が受けにくい」、「通院時、病院内での介助は介護

保険外となり負担が大きい」、「一時的にサービス

を利用したいとき対応してもらえない」、などの意

見があがっている  （図  7）。経済的負担や設定さ

れているサービスの時間、回数の不足により、サー

ビスを利用したいと思っても利用できない場合があ

ることがわかる。 

同アンケートでは、現在は存在しないが、介護サ

ービスとしてあればいいと思うサービスや手助けに

ついても尋ねている。ここでは保険利用者は、「緊

急や一時的でも介護や家事をお願いできる」、「電

球の交換やごみ出しなどのちょっとした手助けをし

てくれる」「用事や趣味のための外出に付き添って

くれる」、「定期的に訪問して様子を見に来てくれ

る」、「話し相手や相談相手になってくれる」サー

ビス等を希望している。このように介護保険利用者

は、それぞれの家庭状況に合わせ様々なサービスを

求めているが、現在の政策だけでは十分に対応しき

れていないのが現状である （図 8）。 

また、明治安田生活福祉研究所が家族等の介護経

験がある全国の 40 歳代から 70 歳代の男女を対象に

行った「介護生活の実態と意識に関する調査結果」

では、介護をしていて苦労を感じることとして、全

体の約 80%が精神的負担を最も大きな負担として捉
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え、次いで介護に時間が拘束されること、身体的負

担、経済的負担を挙げている （図 9）。 

このことから、経済的、身体的負担も介護者は大

きな苦労と感じるが、最も大きな負担は精神的負担

であり、時間が拘束され自分のやりたいことができ

ないこともストレスとして精神的負担につながって

いると捉えることができる。 

我々の研究では、介護をすることは主介護者の幸

福度を下げるということが実証的に示された。本節

で見てきたように、主介護者の精神的状態が介護負

担感に影響を及ぼし、幸福度を引き下げる要因にな

っていると考えられる。特に、家庭状況によって介

護のあり方は大きく異なる。したがって、家庭状況

の多様さに配慮しつつ、主介護者の身体的、精神的

負担感を軽減し、主介護者が介護と肯定的に関われ

るよう支援する政策が必要であると考えられる。 

 

Ⅵ 政策提言 

 

分析やヒアリングの結果などから、介護をめぐる

状況は家庭によって大きく異なっており、それぞれ

の家庭の状況に合わせたサービスを提供すること

が、主介護者の生活の質を高めるということがわか

った。そこで我々は、家庭の状況に応じて給付を柔

軟に行う仕組みと、現在介護を行っていないが将来

介護を行う可能性のある人にも介護について考える

機会を持ってもらうための広報活動を提言する。給

付制度の改正と広報活動によって主介護者は、家庭

の状況にあわせてサービスが使いやすくなり、また

周囲の理解や協力を得やすくなると考える。また、

介護において重要である家族関係や社会関係、経済

面での準備は一朝一夕にできるものではないが、広

報活動によって介護者でない人が介護に対する知識

を得ることで、将来よりよい介護ができるよう環境

を整え準備することができる。 

 

１ 家庭環境に応じた介護給付 

 

介護保険制度では要介護度に応じて、サービスの

利用限度額が設定されている。要介護者は利用限度

額内であれば、介護サービスを 1 割負担で受けるこ

とができる。利用限度額を超えるサービスの利用に

ついては、全額自己負担である。要介護認定はコン

ピュータによる一時判定と、審査会による二次判定

によって行われる。要介護度は本人の日常生活活動 

（ADL）自立度と認知症による問題行動の有無を考

慮して決められる。 

現在の給付のあり方では、本人の要介護度によっ

て一律に利用限度額が定められているので、要介護

者の周りの環境が考慮されず、必ずしも要介護者や

その家族のニーズに対応することができない。特に

家庭の状況によって必要となるサービスの種類や量

は異なるのにも関わらず、要介護認定において家族

の状況が考慮されないのは問題である。 

実際に介護サービスを利用限度額いっぱいまで使

っているのは利用者全体の約 40%であり、約 30%

が利用限度額の半分以下、約 10%が 1 割分以下の

サービスしか利用していない （図 10）。一方、利

用者の約 25%が利用限度額以上の上乗せサービスの

利用経験がある （図 11）。日高  （2001）は要介

護度が高くなるにつれて、介護サービスの利用量の

ばらつきが大きくなることから、単に要介護度が高

くなるにつれて介護サービスの利用ニーズが高くな

り、多くの介護サービスを利用するとは限らないこ

とを示唆した。 

このようにサービスの利用状況は介護者によりま

ちまちであり、要介護度以外にもサービスの利用状

況に影響を与える要因があると考えられる。そこ

で、より家庭環境に合わせた給付を行うことで、サ

ービスを利用したい人が利用しやすい環境を整え、

家族介護者の生活の質に寄与することができると考

える。 

このような、要介護認定で考慮される ADL など

の要因以外の家庭環境を考慮する仕組みとして、現



 

 

66 

 

在要介護度ごとに定められている利用限度額を個々

の状況によって上下させる仕組みを提言する。新し

い給付制度のもとでは、従来通り ADL を基本とし

た要介護認定によって要介護度を決めたあと、家庭

環境に合わせて利用限度額に幅を持たせる。現在の

利用限度額を基準として、家庭環境に応じて最終的

な限度額を上下させる形をとる。利用限度額の最終

決定には、要介護認定で考慮されない要介護者の世

帯所得や家族構成などの家庭環境を考慮する。利用

限度額の最終決定は、現在要介護認定の二次判定を

担う審査会が行うこととする。その際、決定が恣意

的にならないように、ガイドラインに沿って判断を

下すこととする。 

利用限度額の最終決定の際に考慮すべき項目とし

て、上にあげた世帯所得や家族構成などの家庭環境

は、要介護度以外でサービスの利用状況に大きく影

響を与える要因である。まずサービスの利用には、

経済状況が大きく影響する。明治安田生活福祉研究

所の行った「介護生活の実態と意識に関する調査」

によると、介護経験者の約 3 分の 2 が「もっとお金

があれば利用したいサービスがあるか」という問い

に、あると答えている。 

また、家族構成もサービスの利用状況に大きな影

響を与える。高齢者がひとりで暮らす単独世帯は核

家族世帯や三世代世帯に比べて、訪問系のサービス

の利用割合が高く、通所系、短期入所系のサービス

の利用割合が低い。核家族世帯や三世代世帯では通

所系のサービス割合が大きいが、特に三世代世帯で

は通所系サービスの利用割合が訪問系のサービス利

用割合を上回っている  （表 6）。普段家に介護を

行う人がいない状況では訪問介護が、普段は家に介

護を担う人がいる場合は一時的に介護者を介護から

解放する通所介護のニーズが高まると思われる。ま

た、延原他  （2001）は在宅サービス利用の要因分

析の結果、独居ではホームヘルプサービスと配食サ

ービスの利用率が非独居に比べ非常に高いことを示

した。 

 以上のように世帯所得や家族構成などの介護環

境を考慮した柔軟な給付制度を設計することで、家

庭の状況に応じてサービスが使いやすくなり、主介

護者が自身の生活にあわせてサービスを利用しやす

くなる。これによって、主介護者が生活の質を保ち

つつ介護を行うことができるようになる。 

 

２ 潜在的介護従事者への広報活動 

 

本節では、介護者を取り巻く人々が介護に理解を

持つため、また潜在的介護者が介護を行う時に備え

て準備をするために潜在的介護者への広報活動を提

言する。 

在宅介護を行う際には、サービスを利用していな

い時の介護を家族が担わなければならない。そのた

め主介護者に対しては非常に大きな負担がかかる。

また、二人暮らしの家庭などでは介護のために仕事

をやめる介護者もいる。パートやアルバイトなどで

働き続けることはできても、介護のための充分な収

入は得られないことが多い。 

このように家族介護者は精神的負担が非常に大き

く、主介護者が気持ちを吐きだせる状況を作った

り、一時的に介護から離れるなどして、一人で溜め

込まない状況を作ることが重要である。また、親戚

などからの経済的な援助が必要となる場合もある。 

我々は広報活動によって、介護者の周囲の理解が

深まり、主介護者が援助を得やすくなると考える。

特に、誰よりも主介護者の状況を理解できる立場に

ある家族の助けは、主介護者にとって大きな心の支

えとなる。同居別居を問わず、要介護者を持つ家族

全員が介護の大変さを理解し、ケアマネージャーや

ホームヘルパーなども含めた全員で要介護者および

主介護者を支えていくことが、より幸福な介護につ

ながるであろう。また、社会全体の介護に対する理

解が深まれば、さらによりよい介護が実践できるよ

うになると考える。 

在宅介護をしている人の中には介護を自分たちで

抱え込んでしまうケースもある。こうした家族の状



 

 

67 

 

況は、ケアマネージャーなどが働きかけたところ

で、容易に変えられるものではない。介護に対する

家族の意識や家庭環境を変えることは、結局はその

人自身でしかなしえないものである。また、介護を

行うための経済的な準備はすぐにできるものではな

い。 

そこで現在は介護を行っていない人に対して、介

護についての情報を提供することで、介護に対する

準備を促すことが重要であると考える。潜在的介護

者が介護に対する準備を行うことで、介護を抱え込

んでしまう状況に陥ることを未然に防ぐことができ

る。良好な家族関係を気づくことの重要性や、介護

の際には周囲に協力を求めることが重要であること

を知っていれば、介護が始まる前に心構えをするこ

とができる。また、介護のためにはどの程度の経済

的準備が必要か事前に知ることができれば、介護が

必要となるまでに準備をすることができる。 

行政も広報活動の重要性は認識している。平成

20 年 7 月より、「介護についての理解と認識を深

め、介護サービス利用者及びその家族、介護従事者

等を支援するとともに、これらの人たちを取り巻く

地域社会における支え合いや交流を促進する観点か

ら、高齢者や障害者等に対する介護に関し、国民へ

の啓発を重点的に実施する日」が設定された。「11

月 11 日」を「介護の日」とし、介護に関する啓発

を重点的に実施する取り組みがなされている。具体

的には、「11 月 4 日から 11 月 17 日までを『福祉

人材確保重点実施期間』として設定し、関係機関と

連携して、福祉・介護サービスの意義の理解を一層

深めるための普及啓発及び福祉人材の確保・定着を

促進するための取組」が各自治体・関係団体によっ

て実施されている。この政策は主に、介護従事者と

して働く人材の確保を目的としている。 

一方、私たちの提言する広報活動は、特に在宅で

の介護者にスポットを当てて、将来家族介護の担い

手になる可能性のある人々に対して、自分自身の生

活の質を保ちつつ、持続可能でよりよい介護を達成

できるように、介護に対する準備を呼びかけていく

ものである。潜在的在宅介護者に対する広報活動に

よって主介護者が周囲からのサポートを得やすくな

り、また、現在介護を行っていない人が介護に対す

る準備をすることができれば、よりよい介護の実践

につながる。 

こうした広報活動の手段として、具体的に以下の

2 つを提言する。 

 

（１） 40 歳を迎えた人々へのパンフレットの送

付 

介護保険料は、第 2 号被保険者である 40 歳以上

の人々から納める義務が発生する。仕組みとして

は、加入している医療保険と合わせて徴収される。

介護保険料の納付は市町村ごとに行われているた

め、地域によって異なるが、40 歳を迎えて納付義

務が発生したとしても、必ずしも通知が送られてく

るとは限らない。被雇用者の中には、特に通知が来

ることもなく企業側が給与から天引きしている人も

いる。このような方法では、定められているから、

という理由だけで特に介護のことを考えずに納付す

る人も少なくないだろう。被保険者になり、保険料

を払っている以上、介護について考える必要がある

のではないか。また、保険者も介護保険料を徴収し

ている以上、被保険者に対して、そうした情報を伝

える義務があるのではないだろうか。介護保険制度

と似た徴収方法の制度として、国民年金がある。国

民年金は 20 歳以上の人々に納付の義務があるが、

20 歳になると通知が来るようになっている。そこ

で国民保険と同様に、介護保険料納付の通知を送る

ことを提言する。また、その際に介護についてのパ

ンフレットを送付することを提言する。 

40 歳は、親が高齢期を迎えて、自分が介護従事

者になる可能性は高まってきている年齢である。パ

ンフレットの内容としては、介護保険制度の説明だ

けでなく、介護者の経験談や介護従事者になる心構

え、幸福な介護実現のために今から準備しておくこ

となどを載せる。その際「こうしないと大変です

よ」という伝え方ではなく、介護に肯定的なニュア
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ンスすなわち「こうすることで幸せな介護が達成で

きます」という様な伝え方が適当であろう。 

 

（２） 高齢者の子供世代への呼びかけ 

現在、要介護者になりうる可能性のある人々に対

しての予防施策として、「介護予防事業」があり、

各地域によって様々な事業がなされている。介護予

防事業は、一次予防事業と二次予防事業の 2 つに分

かれている。一次予防事業は、65 歳以上の全ての

高齢者を対象にしており、生活機能の維持または向

上を図るための事業である。具体的には、介護予防

普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、一次予

防事業評価事業などからなっている。一方で、二次

予防事業の対象は、要支援・要介護者ではないが、

生活機能の低下があるため、要支援・要介護になる

可能性があると認定された、65 歳以上の高齢者で

ある。この介護予防事業は、高齢期を迎え、要介護

状態になる可能性の高い高齢者の予防のための事業

である。こうした高齢者は要介護状態になる可能性

が高まっており、このことは同時に彼らが介護従事

者になる可能性が高まっているということである。 

私たちの提言は、この介護予防事業に並行して、

こうした子供世代に対しても介護者になる心構えを

伝えていくことである。例えば、介護予防普及啓発

事業では、地域の高齢者に対して要介護状態の予防

や、要介護状態になった際の対策などについての講

演会を行っている。この講演会にその高齢者の子供

を招き、介護をしていく環境づくりなどについての

講演も同時に行う。こうすることで自分の親が要介

護状態になった時のことを、実感を帯びて想像で

き、いざ介護をすることになってもあわてずよりよ

い環境で介護ができるようになるのではないか。 

 

Ⅶ おわりに 

 

本稿では、近年日本において在宅介護の必要性が

非常に高まっていることをうけ、家族介護者の生活

の質に介護が与える影響を分析した。その上で家庭

環境に応じた柔軟な給付制度、及び潜在的介護者に

対する広報活動に関する提言を行った。 

 しかし、本稿には以下のような課題も残されて

いる。まず今回用いたデータでは、要介護度など介

護の状況に影響を与える変数を入れることができな

かった。家族介護者のおかれた状況に関する調査に

は、社会的、経済的な側面についてなされているも

のが少ない。家族介護者に対する有効な支援策を立

案するためには、今後、社会的、経済的な面も考慮

した調査が広くなされることが望まれる。 

また、本稿では、経済的に困窮して介護サービス

の 1 割負担さえ払えない人や、すでに介護を抱え込

んでしまっている人に対しての支援について提言す

ることができなかった。こうした状況におかれた人

は少なからず存在しており、彼らに対する支援を充

実させることが必要である。 

急速に高齢化が進む我が国においては、高齢者と

その家族がともに幸せな生活を送れるよう、早急に

環境を整備することが望まれる。特に介護の現場に

おいては、介護を担う家族に対する支援が不可欠で

ある。最後に、本稿が日本における介護政策、特に

家族介護者の生活の質の向上の一助となることを願

い、本稿を締めくくる。 
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図表 

図 1 65 歳以上の高齢者人口と高齢者割合の推移 

（総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より筆者作成） 

 

図 1 介護保険給付の仕組み 

（厚生労働省「介護保険制度の概要」より筆者作成） 
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表 1 要支援・要介護度と利用限度額 

区分 本人の状態 利用限度額 （円）/月 

自立 支援・介護が必要ない なし 

要支援 1 身の回りの世話に一部介護が必要 49,700 

要支援 2 
立ち上がり・歩行などがやや不安定で排泄・入浴に一部介助が必

要 
104,000 

要介護 1 立ち上がり・歩行が不安定．排泄・入浴に介助が必要 165,800 

要介護 2 立ち上がり・歩行が自力では困難．排泄・入浴に介助が必要 194,800 

要介護 3 
立ち上がり・歩行が自力でできない．排泄・入浴・衣類の着脱に

介助が必要 
267,500 

要介護 4 排泄・入浴・着脱など日常生活に全面的に介助が必要 306,000 

要介護 5 
日常生活全般に全面的な介助が必要．問題行動が見られ，意思伝

達が困難 
358,300 

（厚生労働省「介護保険制度の概要」より筆者作成） 

 

表 1 利用できるサービスの主な分類 

在宅サービス 訪問サービス 

  通所サービス 

  短期入所サービス 

施設サービス 介護老人福祉施設 

  介護老人保健施設 

  介護療養型医療施設 

地域密着型サービス 定期巡回・臨時対応型訪問介護看護 

  夜間対応型訪問介護 

  認知症対応型通所介護 

  小規模多機能型居宅介護 

  認知症対応型共同生活介護 

  地域密着型特定施設入居者生活介護 

  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

  複合型サービス 

（厚生労働省「介護保険制度の概要」より筆者作成） 
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表 3 各改正の主な内容 

改正年 改正の主な内容 

2003 年改正 

 （第 2期～） 

第 1号保険料の見直し 

第 1回介護報酬の改定 -2.3% （在宅+0.1%，施設-4.0%） 

介護保険部会設置 

2006 年改正 

 （第 3期～） 

第 1号保険料の見直し 

第 2回介護報酬の改定 -0.5% 

要支援への移行 

自己負担額の増額 （施設給付の見直し） 

ヘルパーの利用制限 

介護予防の導入 

地域密着型サービスの誕生 

レンタルの制限 

ケアマネージャーの更新制と更新時の研修の義務付け 

2009 年改正 

 （第 4期～） 

第 1号保険料の見直し 

第 2回介護報酬の改定 +3% （制度開始以降初のプラス改定） 

地域区分ごとの介護報酬単価見直し 

加算の追加 

要介護認定の仕組み変更 

高齢者住まい法改正 

事業者規制の強化 

2012 年改正 

 （第 5期～） 

地域包括ケアシステムの強化 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の創設 

複合型サービスの創設 

認知症対策の強化 

介護職の医療行為を解禁 

サービス付き高齢者向け住宅の促進 

介護職員の処遇待遇改善 

介護福祉士資格取得方法見直しの延長 

介護療養型病床転換期限の延長 

地域ニーズに応じた事業者の指定 

有料老人ホームの利用者保護 

（厚生労働省「介護保険制度改正の概要及び地域包括ケアの理念」より筆者作成） 
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図 2 65 歳以上の要支援・要介護認定者数と介護老人福祉施設定員数の推移 

（厚生労働省「介護保険事業状況報告」「介護サービス施設・事業所調査」より筆者作成） 

 

図 3 介護を受けたい場所 

 

（内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」より筆者作成） 

(千人) 
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図 4 誰による介護を受けたいか 

（内閣府「平成 25 年度版高齢社会白書」より筆者作成） 

 

図 5 介護を行なう過程で行なったことがある行為 （複数回答可，n=1130） 

（社団法人全国国民健康保険診療施設協議会 

「家族介護者の実態と支援方策に関する調査研究事業 報告書」より筆者作成） 
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要介護者からの呼びかけ、うったえを無視してしまう…

要介護者に対して大きな声を出してしまうことがある
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表 2 分析結果 

 
変数 係数 標準誤差 Z 値 

 
  主介護者ダミー -0.189  0.070  -2.7 ***   

 
非主介護者ダミー -0.046  0.067  -0.68 

  

 
女性ダミー 0.154  0.047  3.24 *** 

 

 
配偶者ダミー 0.549  0.057  9.61 *** 

 

 
30 代ダミー -0.038  0.096  -0.39 

  

 
40 代ダミー -0.200  0.098  -2.04 ** 

 

 
50 代ダミー -0.266  0.098  -2.72 *** 

 

 
60 代ダミー -0.191  0.098  -1.95 * 

 

 
70 代ダミー 0.044  0.106  0.41 

  

 
80 代ダミー 0.356  0.129  2.75 *** 

 

 
主観的健康感 0.429  0.029  14.59 *** 

 

 
正規雇用ダミー -0.040  0.059  -0.68 

  

 
非正規雇用ダミー -0.102  0.070  -1.46 

  

 
相対世帯収入 0.126  0.025  5.1 *** 

 

 
世帯人数 0.028  0.016  1.74 * 

 

 
地域団体加入ダミー 0.154  0.045  3.4 *** 

 

 
13 大都市ダミー 0.095  0.059  1.6 

  
  町村ダミー 0.013  0.053  0.24   

 

 
loglikelihood -2853.8989   

 
Psuedo R2 0.0735 

 
  Sample Size 2404 

 
 ***，**，* はそれぞれ１％，５％，10％水準で統計的に有意であることを示す 

 

表 3 記述統計量 

変数 
サンプル

数 
平均 標準偏差 最小値 最大値 

幸福度 2404 3.683444 0.8910946 1 5 

主介護者ダミー 2404 0.1173045 0.3218497 0 1 

非主介護者ダミー 2404 0.1310316 0.3375051 0 1 

女性ダミー 2404 0.5345258 0.4989103 0 1 

配偶者ダミー 2404 0.7242097 0.4470046 0 1 

30 代ダミー 2404 0.156406 0.3633154 0 1 

40 代ダミー 2404 0.1626456 0.3691188 0 1 

50 代ダミー 2404 0.1734609 0.378724 0 1 

60 代ダミー 2404 0.2167221 0.4120974 0 1 

70 代ダミー 2404 0.1430948 0.3502424 0 1 

80 代ダミー 2404 0.0532446 0.2245675 0 1 

主観的健康感 2404 2.888519 0.816528 1 5 

正規雇用ダミー 2404 0.4421797 0.4967489 0 1 

非正規雇用ダミー 2404 0.1651414 0.3713854 0 1 

相対世帯収入 2404 2.767055 0.9167491 1 5 

世帯人数 2404 3.231281 1.483072 1 11 

地域団体加入ダミー 2404 0.4484193 0.4974358 0 1 

13 大都市ダミー 2404 0.1900998 0.3924614 0 1 

町村ダミー 2404 0.2537438 0.4352432 0 1 
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図 6 不便なことや不都合なこと （複数回答可，n=641） 

（東京都社会福祉協議会「介護保険利用者の声 アンケート調査」より筆者作成） 
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図 7 あればいいと思うサービス （複数回答可，n=641） 

（東京都社会福祉協議会「介護保険利用者の声 アンケート調査」より筆者作成） 

 

図 8 介護をしていて苦労を感じること 

（明治安田生活福祉研究所「介護生活の実態と意識に関する調査結果」より筆者作成） 
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図 9 公的介護保険の限度額の何割まで消化している （していたか） （n=503） 

（明治安田生活福祉研究所「介護生活の実態と意識に関する調査結果」より筆者作成） 

 

図 10 上乗せサービスの利用経験 （n=730） 

（明治安田生活福祉研究所「介護生活の実態と意識に関する調査結果」より筆者作成） 
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表 4 世代別にみた居宅サービスの利用割合 

利用の有無             

居宅サービスの種類 
総数 

単独世

帯 

核家

族世帯 

 
三世代 

世帯 

その他

の世帯 

高齢者 

世帯 夫婦の

みの世帯 

総   数 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

 利用した 77.9  84.0  76.4  75.4  75.6  75.3  79.4  

    訪問系のサービス 51.9  69.1  53.7  53.5  40.4  40.5  59.6  

    通所系のサービス 46.2  30.3  46.7  44.1  56.7  53.5  37.5  

    短期入所サービス 11.7  4.7  9.2  8.4  17.7  17.8  7.9  

    小規模多機能型

居宅介護 2.7  5.7  0.9  1.1  2.2  2.4  3.7  

    配食サービス 7.6  13.4  7.4  8.3  4.1  4.8  10.5  

    外出支援サービス 2.7  3.4  3.1  3.2  1.6  2.1  3.3  

    寝具類等洗濯乾

燥消毒サービス 0.9  0.9  1.1  1.1  0.7  0.9  1.0  

 利用しなかった 22.1  16.0  23.6  24.6  24.4  24.7  20.6  

（厚生労働省「平成 22 年度版国民生活基礎調査」より筆者作成）
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第４章 社会経済的インセンティブは 

献血意欲を増加させるか 

～献血行動に関する実証分析～ 

 

  

奥村泰成 柴田茉歩 

松下理子 山口直樹 

 

 

要旨 

 

現在、若年層の献血率は年々低下している。この傾向が続くと 2027 年には 109 万人分の献血者が不足するという推

計が出ており、将来の血液不足が危ぶまれている。 

献血で得られた血液の約 8 割は病気の治療などに使われ、長期的かつ定期的に血液製剤を使用するため、血液の安定

供給を確保することが重要であると言える。また血液の需要と供給の年齢構成比を見てみると、若年層が中年層以上を

支えているという構造が見受けられる。しかしながら、現在供給の約 5 割を担っている 30 歳から 49 歳までの層が需要

側に回った際に、需要に供給が追いつかなくなることは必至であり、若年層（特に 10 代から 20 代）の献血率をあげる

ことは急務であると考えられる。 

このような状況を受け、若年層が献血を行う要因を探るため岡山県（2010）「献血に関する県民意識調査」の個票

データを用いて計量分析を行った。その結果、①献血未経験者から初回献血者へのフェーズにおいては「関心や知識を

持っている方がより初回献血への意欲を高める」・「血液が本当に役に立つのか疑っている方が初回献血への意欲が低

下する」・「恐怖心が初回献血への意欲を低下させる」等が明らかになった。また、②複数回献血者へと向かうフェー

ズにおいては、「血液検査の結果を見て健康管理をする」や「お菓子やジュースが貰える」などの「インセンティブに

関する要因が献血回数を増加させる」・「初回献血年齢が若いほど献血回数が増加する」等が明らかになった。 

この分析結果をもとに 2 つの政策を提言した。1 つ目の政策は大学生を対象とした「医学部における献血授業の開

講」である。この政策の効果として、献血に対する正しい知識を持つことで、漠然とした「献血に対する恐怖心」を取

り除くだけでなく献血の必要性を認識させることができ、その後の献血へ向かう動機付けをすることができる。2 つ目

の政策は社会人を対象とした「献血有給制度の導入」である。この政策によって社会人にインセンティブを与えること

によって継続的な献血行動を促進させる。 

本稿の作成に当たり、山内直人教授（大阪大学）、浦川邦夫准教授（九州大学）、奥山尚子准教授（神戸大学）、中嶋貴子氏（大阪

大学）、立福家徳氏（福岡工業大学）、佐々木周作氏（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。

また、岡山県保健福祉部医薬安全課の山本氏、埼玉県庁広聴広報課広聴担当の本多氏からはデータをご提供頂いた。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任は言うまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 

2011 年 3 月、東日本大震災が起き、人々の助け

合いの精神が求められる状況に直面した。しかし、

このような災害時だけではなく、日常においても医

療現場で病気やけがなどで助けが必要とされており、

助け合いの精神は常に求められている。医療技術の

発達という輝かしい進歩は、献血や臓器移植などの

「人から人へ」のボランティア行動で支えられてき

た事を忘れてはならない。  

近年、IPS 細胞の研究が盛んになり、医療分野で

の応用が模索されている。2013 年 5 月 14 日、JST

課題達成型研究の一環として、IPS 細胞から造血管

細胞の作製に成功したというニュースが化学技術振

興機構報第 953 号に掲載された。この研究成果は、

将来的に免疫不全症、白血病や再生不良性貧血と

いった血液の難病患者の IPS 細胞から正常な造血幹

細胞を作り出し、根治的な遺伝子・細胞治療を行う

ことができる可能性を秘めている。そのため、他人

からの骨髄（造血幹細胞）移植に代わる新たな治療

法になると期待されている。 

現在は献血によって集められた血液から血液製剤

が作られ、白血病やがんなどの病気に対する治療で

使用されている。IPS 細胞技術により、患者自身の

造血幹細胞を作ることができれば、長期間にわたる

治療を行う上述の難病に対して有効な治療法となる

ことが期待される。 

しかしながら、事故や手術時など、血液が早急に

必要とされる場面は多く存在する。このようなとき

に IPS 細胞技術によって作られる血液を待つ時間は

なく、献血によって保管されている血液が大量に必

要となる。そのため、IPS 細胞技術が発達した後に

至っても献血による血液の供給の重要性は高いと考

えられる。 

また、IPS 細胞技術の発達を待っていられない状

況であることは確かである。年々献血者数は減少し、

特に若年層 の献血率23が著しく低下している。少子

高齢社会の日本において、献血によって血液を供給

する主体となっている若年層 24の献血率低下は大き

な問題であると考えられる。献血率低下を早急に食

い止める必要があると考え、我々はこの課題克服の

ため研究を進めた。 

では、その供給源となる血液はどこに求めれば良

いのか。2002 年 7 月に制定された「安全な血液製

剤の安定供給の確保等に関する法律」では、売血制

度に潜む安全性の欠落や血液の品質劣化の速度の速

さなどに着目し、より安心で品質の良い血液を供給

するために血液を国内自給することを目指すと明確

に示されている。  

しかし、今の国内の血液供給者に着目してみると、

10 代から 30 代までに偏っていることがわかる。今

日、少子高齢化が問題視されている状況に鑑みると、

血液需要者が増え、血液供給者が減少していくこと

は容易に想像できる。この状況を打破するために現

在の献血体制及び教育システムについても、改善す

べき点があるのではなかろうか。 このような問題

意識のもと、本稿では献血未経験者から初回献血者

へ、そして複数回献血者への移行を促すことを目的

に、岡山県（2010）「献血に関する県民意識調査」

の個票データを用い献血者増加の要因分析を行い、

政策を提言する。 

本稿の構成は以下のとおりである。まず第 1 章で

は献血の現状を述べ、第 2 章では献血行動について

研究した先行研究を紹介し、その後本稿のオリジナ

リティについて述べる。第 3 章では我々の行った分

析について、その方法や用いるデータ、推定結果と

その考察を述べる。第 4 章では現状や先行研究、分

析結果を踏まえた政策提言の方向性について述べる。 

 

                                                      
23 献血率=献血者数/人口＊100 
24 ここでいう若年層とは 10 代から 20 代のことを指す。 
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Ⅱ 現状分析 

 

１ 献血における現状 

 

近年、若年層の献血率が著しく低下している。血

液製剤調査機構が発表している献血者数と人口統計

より筆者が算出したところ（図 1）、2000 年の献血

率が 10 代は 10.2％、20 代は 9.7％であったのに対

し、2010 年には 10 代が 6.0％、20 代は 7.8％まで

低下している。 

また、さらに、厚生労働省「必要献血者の将来推

計」（図 2）によると、2027 年において、109 万人

分の献血者が不足するという推計が出ている。この

ように、若年層の献血率が低下しており、この傾向

が続くと将来的に血液不足になると予想されている。 

ではそもそもなぜ献血は必要なのだろうか。また

このように若年層の献血率が低下している原因は何

なのであろうか。以下では献血の必要性について解

説し、若年層の献血率低下の原因を考察していく。 

 

（１）献血の必要性 

この項では、献血の用途と需給構造について述べ

る。 

まず献血の用途についてであるが、一般的に献血

は事故など人の命に係わる緊急性を要する場面にお

いて必要と思われがちであるが、実際には図 3 から

わかるように怪我などの外因に使われる献血は

3.5％ほどである。献血の約 80％は病気の治療など

に使われ、その中でも癌の治療に約 40％が使用さ

れている。日本人の 2 人に 1 人が癌にかかる25 こと

を考えると、我々が輸血を受ける確率は高いと考え

られる。また、癌や白血病などの治療では長期的か

つ定期的に血液製剤を使用するため、常に安定した

量の血液を確保する必要があるといえる。 

また、献血の需要と供給の構造は、若年層が中年

                                                      
25 国立がん研究センター「最新がん統計：がんに罹患す

る確率～累積罹患リスク（2008 年データに基づく）」 

層以上を支えている点に特徴がある。日本赤十字

「献血事業に関するデータ」（図 4）を見ると、主

に 10 代から 30 代が献血によって血液供給を担い、

50 歳以上が輸血を受けていることがわかる。つま

り、少子高齢化が今後も進んでいくことを考えると

将来の血液不足は必至であると言える。現在血液供

給の約 50％を担う 30 歳から 49 歳の人が今後血液

需要側に移行するため、需要者は増加する。さらに

若年層の献血者数は減少傾向が続いているため供給

者は減少する。その結果献血の需要と供給のバラン

スがとれなくなり、将来的に血液不足となってしま

うのである。もし血液不足という事態になれば、医

療処置の際に不具合をきたすなど、人命に関わる深

刻な事態に発展することも考えられる。そのため、

若年層の献血率低下を食い止め、上昇に転じさせね

ばならない。 

 

（２）若年層の献血率低下の原因 

前項で述べた通り、献血は常に安定した量の確保

が必要であり、その大部分を若者が担っている。し

かし、現状として若年層の献血率は低下している。

この主な原因は、献血に関する無関心によるもので

あると考えられる。厚生労働省の「若年層献血意識

調査（2011）」によると、献血に対する無関心層が

2005 年の 47.8％から、2011 年では 56.3％まで増加

している。 

それでは、なぜこのように無関心層が増えている

のであろうか。大きな原因は 2 点あると考えられる。

まず 1 点目は、「献血に関する教育を受ける機会の

減少」である。1992 年から部分的に週休 2 日制が

導入され、2002 年に完全週休 2 日制になった結果、

カリキュラムの都合上、献血に関する授業を行う時

間を取ることが難しくなった。これにより学校での

献血教育の機会が減少し、献血の実態や重要性を理

解することが難しくなってしまった。その結果とし

て、現在の若年層の献血に対する関心度合いが低く

なっていると考えられる。 

そして 2 点目は、「高校生が献血を行う機会の減
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少」である。高等学校での集団献血は高校生が行う

献血の大部分を占めているものであったため、集団

献血として献血を行う機会の減少は、高校生が献血

に直接関わる機会を大幅に減少させている。この集

団献血の減少は、日本赤十字社の 200ml 献血への需

要が少なくなってきていることも理由として考えら

れている。輸血を受ける患者の副作用を小さくする

ため、200ml 献血よりも 400ml 献血を求める医療現

場からの要請を受け、1985 年の 400ml 献血導入後

から、400ml 献血を増加させることが重視されてい

る。そのために、年齢や体重制限で 400ml 献血がで

きる人が限られてしまう高校生に対してアプローチ

をすることは非効率となり、高校生の献血機会は減

少してしまった。高等学校への献血バスの配車が減

少し、集団献血が減少したことによって、献血が高

校生の身近な存在ではなくなってしまったことは言

うまでもない。  

このように、以前は高校教育の場で献血に関する

知識や、実際に献血を行う場が提供されることが、

結果として献血に対する若年層の理解や関心につな

がっていた。しかし現在は、高校の授業カリキュラ

ム上時間的制約が生まれ、献血に関する授業や集団

献血を行うことは難しくなっている。さらに、

200ml から 400ml 重視へ移行したことにより、高校

生の献血可能人数が減少してしまった。これらのこ

とを考えると、高校生の枠に限らず、若年層が献血

に触れる機会を確保することが重要である。 

 

Ⅲ 先行研究 

 

この章では、海外・国内の献血行動についての研究

を紹介する。 

 

１ 海外の先行研究 

 

Titmus（1970）はイギリスの献血制度とアメリカ

の売血制度を比較し、イギリスの献血制度の方が優

れていると結論付けた。アメリカは大量の血液を売

血に頼っており、「職業的」売血者が無償のボラン

ティアのようには誠実さをもって病歴を語ることは

期待できない分、血清肝炎の感染などの危険性が増

す。一方イギリスにおいては、コミュニティによっ

てコミュニティのために自由に献血されているので、

安全な血液が「無償の賜物」として供給されると述

べている。また、この Titmus の研究を参考に、

Arrow（1972）も情報の非対称性26  という点から血

液のような財・サービスは市場を通じた交換には適

さないとしている。このような研究をもとに WHO

（世界保健機関）も 1975 年に「無償献血を基本と

して各国の血液事業を推進するべきである」とする

勧告を加盟国に対して出している。 

しかし、「先進国において献血に経済的インセン

ティブを与えることで献血の質や量が下がることは

ない」ということが、SCIENCE 誌に掲載された

Lacetera 他（2013）の論文によって明らかにされ

た。Titmus（1970）や Arrow（1972）をはじめ、そ

れまで過去 40 年近く行われていた研究は数少ない

サンプルから作為的に抽出されたデータを用いた研

究であった。しかし、近年の様々な研究では、数多

くのサンプルから無作為抽出したデータを用いてい

るため、より実際に則した分析を行うことが可能に

なった。その結果、献血において経済的インセン

ティブを与えることは、献血の質や量を低下させず、

むしろ献血者数を増加させるという研究結果を示し

ている。 

献血の質に関しては、従来経済的報酬を得ること

を目的として質の悪い血液の供給が増加するという

批判があった。しかしながら、経済的報酬は献血を

したことに対してではなく、献血をする意思を表示

した者に対して与えられるため、健康状態などを偽

                                                      
26 情報の非対称性とは、市場で血液を売る必要のある売

血者は血液を売る為に自分の病歴等を隠すインセンテ

ィブが働くが、慈善的動機による献血者はそれらを隠

す必要がないため、そのようなインセンティブが働か

ないというもの 
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るインセンティブは働かない。その結果、質の悪い

血液が混在することを防ぐことが出来る。献血の量

に関しては、従来経済的インセンティブを付与する

ことで、向社会的な献血者が献血を忌避するように

なり、献血量が減少するという懸念があった。しか

し、向社会的な人々はただ単に人助けをするために

献血を行っているため、経済的報酬に対して嫌悪感

を抱かないと記述されている。 

さらに、この論文では経済的報酬を与えたことで、

献血者数が増加した例がいくつか取り上げられてい

る。アメリカでの T シャツを記念品として配布した

事例では、献血者数は 16％増加し、またイタリア

での有給休暇制度の導入においては、導入前と比べ、

40％の献血者の増加が見られたという結果も示して

いる。このようなことから、これまで否定されてき

た献血における経済的インセンティブの効果につい

て、現在の WHO が示しているガイドラインを再検討

すべきだと主張している。なお、 Lacetera 他

（2013）で述べられている経済的インセンティブに

は金銭的報酬は含まれていない。なぜなら、金銭的

報酬を付与している国・地域が少なく検証が不可能

なので、金銭的報酬を付与することの影響に関して

評価できないためである。 

 

２ 国内の先行研究 

 

次に国内の研究を紹介する。海外では売血から献

血に移行する早い時期から、血液事業に関する研究

が積み重ねられていたのに対し、日本では献血に関

する研究自体が少ないと言える。さらに、海外では

経済的インセンティブや金銭的報酬についての実証

的な研究が多くなされているが、日本では道徳的イ

ンセンティブのみに関する研究にとどまっている。

つまり、国内では血液事業に関する社会科学的・経

済学的検証がされている論文は少なく、経済的イン

センティブに注目した研究はほとんどないのが実状

である。我々は本稿の研究にあたり、経済的インセ

ンティブに関する研究を探したが見つからなかった

ため、数少ない献血についての実証論文を以下で取

り上げる。 

物部他（2006）は、首都圏の大学生 428 人に対し

てアンケート調査を実施し、その結果、血液の提供

対象の不明瞭さにより大学生の献血に対する関心が

低くなっていると述べている。事実、肉親への血液

提供には約 9 割が「できる」と答えているのに対し

て、献血に対しては 36.8％しか「できる」と回答

していない。そこで献血を促進するには血液不足を

漠然とアピールするだけでなく、提供された血液の

用途を明示し、輸血により生命が助かった人の手記

等を用いるなどの工夫が必要だと述べている。また

アンケート結果を因子分析し、献血回数を被説明変

数、各因子の因子得点を説明変数とした重回帰分析

を行った結果、献血へのネガティブなイメージの寄

与が最も大きく、学生の興味関心を引き出すような

プロモーション活動の工夫が重要であるということ

を示唆した。しかし、この論文は 428 人という少な

いサンプル数で分析しているため、実際の母集団と

の誤差が大きいと考えられる。さらに、若年層の中

でも学歴の高い大学生に絞られているため、この分

析結果が他の多くの学生の献血行動を同様に説明で

きるとは言えない。 

 田久（2007）においては、ネット調査会社を用い

てコホート調査を行い、1192 人のサンプルを用い

て献血未経験者を初回献血に向かわせる要因を探っ

ている。結果、「性差を考慮したプロモーショ

ン」・「献血会場をよりアピールする」・「針の痛

みに対する検討」・「正しい知識の啓蒙」といった

手法が効果的であると結論付けている。そして献血

未経験者がより献血を理解し、献血に協力したいと

いう意向を高め、実際に献血を行うよう促す必要性

を示唆している。しかし、この論文は調査対象が

偏っているといえる。なぜならネット調査に応じる

層はランダムサンプリングで得られるサンプルとは

異なるからである。 

 このように、海外と比較して国内では献血に関す

る実証研究が少ないだけでなく、インセンティブ等
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に焦点を当てて分析を行ったものはほとんどない。

物部他（2006）や田久（2007）以外の国内の献血行

動についての研究は単純に集計データを用いて考察

を行っているものがほとんどであり、献血行動の要

因を多面的に分析したものはかなり少なかった。 

 

３ 本稿のオリジナリティ 

 

以上を踏まえ、本稿のオリジナリティは 3 点ある。 

1 点目は、国内では未だ数少ないインセンティブ

27の考察をする研究を行うことである。上述したよ

うに、海外では血液事業に関する研究が盛んに行わ

れている一方で、日本では研究が進んでいない。そ

のため、我々の研究は日本における今後の血液事業

の発展に大きく寄与すると考えられる。 

2 点目は、サンプル数 5,433 人という国内の大規

模な個票データを用いる点である。また、この個票

データにはインセンティブに関する質問項目が含ま

れており、インセンティブが献血にもたらす効果を

マクロな視点ではなく、個人の行動として分析でき

る。さらにサンプル数が多いため、母集団との誤差

を小さくすることが可能となる。 

3 点目は、若年期における献血経験とその後の献

血回数について実証的に分析することである。現存

する先行研究においては、初回献血もしくは複数回

献血のどちらか一方に着目したものが多かった。し

かし、我々は同じデータで「献血未経験者から初回

献血者のフェーズ」と「初回献血者から複数回献血

者のフェーズ」の 2 つのフェーズを分析することが

できる。これにより、初回献血の要因と継続献血の

要因を網羅的に検証することが可能となる。 

 

                                                      
27 本稿における「インセンティブ」とは、特段の言及が

ない限り、道徳的インセンティブではなく社会的・経

済的インセンティブを指す。道徳的インセンティブと

は人の道徳心を利用したものであり、社会的インセン

ティブとは周りからの評価を利用したものであり、経

済的インセンティブとは金銭的な損得を利用したもの

と定義する。（Steven D. Levitt, Stephen J. Dubner

（2005）） 

Ⅳ 実証分析 

 

１ データ 

 

本研究では、2010 年に岡山県で実施された「献

血に関する県民意識調査」の中間報告の個票を頂く

ことができたので、このデータを用いる。 

 

（1）調査対象 

岡山県在住の 16 歳以上の県民。サンプルサイズは

5433 人である。 

（2）調査形式 

調査員による聞き取り形式および WEB 調査 

（3）調査期間 

2009 年 8 月 17 日－2010 年 3 月 31 日 

（4）調査内容 

調査内容は、年齢や性別等の基本属性の他に、献血

経験、知識・関心、触れたことのある広報媒体、け

んけつちゃんの認知、初回献血年齢・場所・種類、

献血のきっかけ、サービスの満足度、今後の献血意

向、献血をしたことがない理由、きっかけとなり得

る要因などであった。 

 

なお各変数の記述統計量は表 5 の通りである。質

問項目についてもこれを参照されたし。 

 

２ 仮説 

 

分析を行うにあたり、我々は「インセンティブの

存在・友人や家族からの勧め・若年期における献血

経験という 3 つの要因が献血意欲を高める」という

仮説を立てた。以下ではそれらを導き出した根拠を

述べる。 

 まずは仮説①「インセンティブ  の存在が献血率

を上昇させる」の根拠について 2 つのデータを用い

て述べる。厚生労働省（2011）「若年層献血意識調

査」によると、未経験者に対して献血するきっかけ
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となり得る項目について尋ねたところ「献血した時

の処遇品が良くなったら（22.0％）」が 3 位であっ

た。これは、2008 年度調査よりも 8 ポイント上昇

していた（12.3％→22.0％）。なお 1 位は「針の痛

みが和らいだら（24.2％）」、2 位は「献血会場が

入りやすくなったら（23.5％）」であった。また、

「若年層の献血意向を高めるアイデア（自由記

述）」という質問に対して未経験者・経験者共に最

も多かった内容が「処遇品、記念品をよくする／特

典をつける」であった。このようなデータから、

我々は針の痛みなどは政策では如何ともし難いが、

「献血者に対してのインセンティブを生み出せば献

血率を上昇させることができると」いう仮説を立て

た。 

 次に仮説②「友人や家族からの勧めが献血率を上

昇させる」の根拠について 2 つのデータを用いて述

べる。先程と同じ質問である、献血するきっかけと

なり得る項目について未経験者に対して尋ねたとこ

ろ「友人や家族から勧められた（11.5％）」が 4 位

であった。また、経験者のアンケート結果において

「家族の献血の有無」と「今までの合計献血回数」

をクロス集計した結果、家族が献血しているほど本

人の献血回数が高まっていた。このようなデータか

ら、我々は「友人や家族から献血について話を聞い

たり勧められたりすることによって献血への関心が

高まり、ひいては献血率の上昇につながる」という

仮説を立てた。 

 最後に仮説③「若年期における献血経験が献血率

を上昇させる」の根拠についてデータを用いて述べ

る。日本赤十字社の「若年層献血者（10 代）の献

血継続状況分析」（図 6）によると、22 歳で初めて

献血を経験する場合と比較して 16 歳で初めて献血

を経験する場合の方が、その後の献血回数が多くな

ることが明らかになっている。その理由は、早い段

階で献血を経験することで献血をすることへのハー

ドルが下がり、理解も深まるために次の献血行動に

つながりやすいからであると考えられる。この結果

が本稿で用いるデータでも成り立つのか検証するた

め、我々は「より早い段階で献血を経験するとその

後の献血回数が多くなる」という仮説を立てた。 

以上 3 つが我々の立てた仮説であり、これをリ

サーチクエスチョンとして以下では計量分析を行い

これらの仮説の検証を行っていく。 

 

３ 分析の枠組み 

 

本稿の分析では分析を以下の 2 つのフェーズに分

けて構築した。 

 

（1）献血未経験者から初回献血者へ（0 回から 1

回目へ） 

（2）初回献血者から複数回献血者へ（1 回から 2

回目以上へ） 

 

以下では、それぞれについて検証する仮説と変数

を紹介する。 

 

（1） 献血未経験者から初回献血者へ（0 回から 1

回目へ） 

仮説：①インセンティブの存在が初回献血への意

向を高める。これに関して、この分析では、きっか

けとなり得る要因（問 18）の説明変数「記念品が

よくなれば」と「サービスが良くなれば」を、未経

験者を献血に向かわせる経済的インセンティブと捉

えている。②友人や家族に献血を勧められることが、

初回献血への意向を高める。これに該当する説明変

数は「問 4：広告媒体」の「友人や家族から献血の

ことを聞いたことがある」である。なお、残念なこ

とに実際に家族や友人で献血をしている人がいるの

かどうかはアンケートの設問の都合上見ることがで

きない。③恐怖心が初回献血への意向を下げる。こ

れは物部他（2006）など多くの先行研究で示されて

いる内容である。 

 

被説明変数：「問 19：今後献血をしてみたいで

すか」という質問に対して「ぜひしてみたい」・
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「機会があればしたい」・「したくない」・「どち

らともいえない」の 4 択の中「ぜひしてみたい」と

非常に積極的な答えを示した者を 1、そうでない者

を 0 としてダミー変数を作り、これを用いた。なお

ここでは、若者の献血意欲を高める要因を見たいた

め、回答者のサンプルの基本属性を 10 代と 20 代に

絞った。被説明変数の度数分布表は表 7 の通り。 

 

説明変数：献血をしたことのない理由（問 17）、

きっかけとなり得る要因（問 18）、関心（問 3）、

けんけつちゃんの認知（問 7）、献血会場のイメー

ジ（問 6）、知識（問 2・5）、広告媒体（問 4）の

他、基本属性を用いた。 

 

分析手法：被説明変数が 0・1 なのでロジス

ティック回帰分析を用いる。 

 

（2） 初回献血者から複数回献血者へ（1 回から 2

回目以上へ） 

仮説：①インセンティブの存在が献血回数を多く

する。これに関して、献血動機（問 14）の説明変

数「検査結果を見て健康管理をしたかったから」と

「お菓子やジュースが貰えるから」、サービス満足

度（問 15）の説明変数「記念品が良い」の 3 つの

説明変数を、献血回数を増やすインセンティブとし

て捉えている。②若年期での献血経験が献血回数を

多くする。なお、現状分析の章でも、若年期での献

血経験がその後の継続献血につながるという内容を、

日本赤十字社の研究データを用いて示したが、この

章では岡山県（2010）「献血に関する県民意識調

査」のデータを用いて回答者の年齢をコントロール

してでも同じ結論となるのかを検証する。 

 

被説明変数：合計献血回数――具体的には「問

13：今までの合計献血回数は何回ですか」を用い、

1 回を 1、2 回を 2、3～5 回を 3、6～10 回を 4、11

～20 回を 5、21～30 回を 6、31 回以上を 7 という

順序変数に変換した変数――を用いる。被説明変数

の度数分布表は表 8 の通り。なおここでは、脚注 7

で述べた通り 40～60 代の年齢構成比に偏りがある

ため、回答者のサンプルの基本属性を 10 代から 30

代に絞った。 

 

説明変数：サービス満足度（問 15）、初回の献

血動機（問 14）、現在の献血動機（問 14）、初回

献血年齢・場所・種類（それぞれ問 9・10・12）、

けんけつちゃんの認知（問 7）、献血会場のイメー

ジ（問 6）、知識（問 2・5）の他、基本属性を用い

た。 

 

分析手法：被説明変数が順序尺度であるため順序

ロジスティック回帰分析を用いる。なおサンプルセ

レクションバイアスの問題を考慮すると Heckman の

2 段階推定を用いるべきであると考えたが、アン

ケートの設問の都合上、第一段階（初回献血をする

かしないか）の説明変数と第二段階（複数回献血を

するかしないか）の説明変数がかなり重複してしま

い、多重共線性の問題があったため今回は順序ロジ

スティック回帰分析を用いた。 

 

４ 推定結果 

 

各分析モデルの推定結果は以下の通りである。な

お、統計ソフトは STATA 11.2 を用いた。 

 

（1）献血未経験者から初回献血者へ（0 回から 1

回目へ）―――「関心の高さ」・「イメージの明る

さ」が正に有意、「恐怖」・「献血への疑わしさ」

が負に有意に 

推定結果は表 9 の通りである。 

結果として、被説明変数「ぜひ献血をしてみた

い」に正に有意に効いた説明変数は「関心の高

さ」・「イメージの明るさ」・「HIV 検査の結果は

知らせないと知っている」・「基準に達さず献血で

きなかった」・「どこでできるかわかれば」であっ

た。また負に有意に効いた説明変数は「恐怖」・
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「血液が本当に役に立つのか疑っている」・「健康

に自信がない」・「周囲に止められた」・「痛みが

緩和されれば」であった。 

以下では、この結果について考察を述べる。まず

は仮説の検証をしてみる。仮説①「インセンティブ

の存在が初回献血への意向を高める」は支持された

とは言い難い結果であった。きっかけとなり得る要

因カテゴリの説明変数「記念品がよくなれば」・

「サービスがよくなれば」は有意な関連が確認され

なかった。また、仮説②「友人や家族に献血を勧め

られることが、初回献血への意向を高める」も同様

に支持されたとは言い難い結果であった。広告媒体

カテゴリの説明変数「友人や家族」は有意な関連が

確認されなかった。 

しかし、仮説③「恐怖心が初回献血への意向を下

げる」は支持され、先行研究と同様の結果となった。

献血をしない理由カテゴリの説明変数「針が嫌」・

「不安」・「怖い」の 3 つの説明変数が被説明変数

と負に有意な関連が認められ、今後献血をしたいと

いう意向を押し下げることがわかる。しかし、きっ

かけとなり得る要因カテゴリの説明変数「痛みが緩

和されれば」が負に有意に効いていることに関して

は、痛みが緩和されたとしても献血に行かないと解

釈できるため、検討の余地が残る。 

次にこれら以外の仮説に関連しない変数を見てみ

る。献血をしたことがない理由カテゴリでは説明変

数「血液が本当に役に立つのか疑っている」に有意

な関連が見られた。そのオッズ比は 0.3546 である

ため、「血液が本当に役に立つのか疑っている人は

そうでない人と比較して、約 65％献血をしたいと

いう意向を持たない」と解釈できる。また、きっか

けとなり得る要因カテゴリでは「どこで献血ができ

るかわかれば」が正に有意な関連が見られ、「どこ

で献血ができるかわかればと答えた人はそうでない

人と比較して、約 1.8 倍今後献血をしたいという意

向を持つ」ことが判明した。また会場イメージカテ

ゴリではイメージが明るい方が初回献血に前向きな

態度を示すことがわかる。知識カテゴリでは、

「HIV 検査の結果は知らせないと知っている」が正

に有意な関連が認められ、正確な知識を持っている

方が初回献血に前向きな態度を示すことがわかる。 

 

（2）初回献血者から複数回献血者へ（1 回から 2

回目以上へ）――若年期での献血経験・インセン

ティブの存在・正しい知識が正に有意に 

推定結果は表 10 の通りである。 

 結果として、被説明変数「献血回数」に正に有意

に効いた説明変数は、「初回献血年齢が 16～18 歳、

19～22 歳」・「関心の高さ」・「職員の対応の良

さ」、知識カテゴリの全ての変数、現在の献血動機

カテゴリでは「検査結果を見て健康管理がしたかっ

た」・「お菓子やジュースがもらえる」・「自分の

血液型が不足していたから」、初回献血種類カテゴ

リでは「200mL 献血」・「成分献血」であった。ま

た、負に有意に効いた説明変数は「献血会場で誘わ

れたから」であった。 

以下では、この結果について考察を述べる。まず

は仮説の検証をしてみる。仮説①「インセンティブ

の存在が合計献血回数にプラスの影響を与える」も

支持されたと言ってよいだろう。サービスの満足度

カテゴリの「記念品が良い」は有意な関連は見られ

なかったが、現在の献血動機カテゴリの説明変数

「検査結果を見て健康管理をしたかったから」と

「お菓子やジュースが貰えるから」が正に有意な関

連が見られた。またそれぞれオッズ比 2.1626、

1.4416 と、他の説明変数と比較しても被説明変数

に大きなインパクトを与えている。 

また、仮説②「若年期での献血経験が合計献血回

数にプラスの影響を与える」は支持されたと言って

よいだろう。初回献血年齢カテゴリの説明変数「16

～18 歳」・「19～22 歳」は正に有意な関連が認め

られた。ここでは基準の変数を「初回献血年齢が

23～29 歳」としているので、「初回献血が 23～29

歳の人と比較して、初回献血が 16～18 歳の人は約

7 倍、初回献血が 19～22 歳の人は約 2 倍献血回数

が多くなる」と解釈できる。また、この分析では説
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明変数に回答者の今現在の年齢も用いているため、

「現在の年齢をコントロールしても、初回献血が若

ければ若いほどその後の献血回数が多くなる」と解

釈できる。 

次にこれら以外の仮説に関連しない変数を見てみ

る。初回献血種類カテゴリの説明変数「200ml 献

血」・「成分献血」は有意に効いており、ここでは

基 準 を 「 400ml 献 血 」 に 設 定 し て い る の で 、

「400ml 献血をした人よりも 200ml 献血もしくは成

分献血をした人の方がそれぞれ約 1.4 倍・1.8 倍献

血回数が多くなる」と解釈できる。この結果の考察

としては、200ml 献血や成分献血は 400ml 献血と比

較して体への負担が少なく、献血後に体調を崩すこ

とも少ないことから献血に対する嫌悪感を抱きにく

いためであると考える。説明変数「関心」では、正

に有意な関連が認められ、オッズ比 2.9222 と被説

明変数に大きなインパクトを与えていることもわ

かった。知識カテゴリの全ての説明変数「知識があ

る」・「400ml 献血を知っている」・「HIV 検査の

結果は知らせないと知っている」・「感染症の心配

はないと知っている」が正に有意に効いており、知

識を持っている方がより合計献血回数が多くなるこ

とがわかった。また基本属性カテゴリの職業に関す

る変数では大学生を基準としているが、大学生と比

較してアルバイト・会社員・公務員・主婦が初回献

血に前向きな態度を示していることがわかる。これ

はすなわち、大学生はアルバイト・会社員・公務

員・主婦と比較して複数回献血に後ろ向きであるこ

とを示しているということになる。 

 

５ 分析のまとめと政策提言の方向性 

 

この節では、前節での分析結果をまとめ、そこか

ら繋がる政策提言の方向性について述べる。 

前節では、若年層が①献血未経験者から初回献血者

へと向かうフェーズ、②複数回献血者へと向かう

フェーズの 2 つにわけて計量分析を行った。表 11

はその分析結果のまとめである。 

ここからどのように政策提言に発展させるのか。

以下では 2 つのフェーズそれぞれにおける政策提言

の方向性と、これらを分析結果から導き出した根拠

を述べる。 

まず①献血未経験者から初回献血者へのフェーズ

においては、「若年期において献血に関する知識を

与えることで恐怖心を低下させるだけでなく関心を

高め、さらには献血を経験してもらう政策」を行う

ことが重要であると考える。これは表 11 の分析結

果を見て分かるとおり、初回献血には「関心の高

さ」・「血液が本当に役に立つのか疑っているこ

と」・「HIV 検査の結果は知らせないと知ってい

る」、複数回献血には「初回献血年齢が 16～18

歳・19～22 歳」が有意に効いていたためである。

事実、現状の章で見たように厚生労働省（2011）

「若年層献血意識調査」のアンケート結果でも 10

代 20 代の関心や知識の程度は低かった 28。また説

明変数「健康に自信がない」を政策から除外した理

由は、個々人のそのような性質は政策によって改善

できる可能性が高くはないと考えたためである。ま

た説明変数「イメージが明るい」を除外した理由は、

イメージ戦略は日本赤十字もしくは個々の献血ルー

ムが行うべきものであり、国家が政策として行うも

のではないと考えたためである。よって、我々は①

献血未経験者から初回献血者へのフェーズにおいて

は「若年期において献血に関する知識を与えること

で、恐怖心を低下させるだけでなく関心を高め、さ

らには献血を経験してもらう政策」を提言する。 

次に②複数回献血者へと向かうフェーズにおいて

は「献血に対してインセンティブを与える政策」を

行うことが重要であると考える。これは説明変数

「検査結果を見て健康管理をしたかったから」・

「お菓子やジュースが貰えるから」などのインセン

ティブに関する変数が有意に効いていたためである。 

                                                      
28  厚生労働省（2011）「若年層献血意識調査」におい

て、関心を問う質問に対して、未経験者の関心有り層

は 43.7％、関心無し層は 56.3％であり、2007 年調査と

比べて関心無し層が 8 ポイント増えていた。また献血

が病気の治療に役立っていることの認知に関する質問

に関しては 59.3％が認知していなかった。 
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Ⅴ 政策提言 

 

前章では、①献血未経験者が献血に向かうよう促

すために、「若年期において献血に関する知識を与

えることで、恐怖心を低下させるだけでなく関心を

高め、さらには献血を経験してもらう政策」、②献

血を経験したことがある人達に対しては、献血を継

続して行ってもらうために「献血に対してインセン

ティブを与える政策」を行うことが重要であると結

論付けた。 

 この章では上述の知見をもとに、大学生を対象と

した「医学部における献血授業の開講」という政策

を提言する。これは、献血において最大の課題であ

る若年層の献血率低下に歯止めをかけ、増加に転じ

させる効果が大きいと考えたからである。しかしな

がら、今後日本では少子高齢化が進み、血液需要が

増加することが見込まれる。長期的にみると、やは

り若年層だけに血液供給を頼ることは確実な血液の

確保という面においてリスクが残ると考えられる。

そのため、若年層だけでなく健康な中年層にも積極

的に献血に協力してもらうことを目的として、社会

人を対象とした「献血有給休暇制度の導入」を提言

する。この章において以上の政策内容及び効果につ

いて検証していきたい。 

 

１ 医学部における献血授業の開講 

 

前章の複数回献血に関する分析により、「初回献

血年齢が若ければ若いほど複数回献血に繋がりやす

いこと」、そして、初回献血に関する分析からは

「関心や知識が高いほど、初回献血への意向が高ま

ること」が導かれた。また、「インセンティブを与

えることにより、継続的な献血につながること」が

分かっている。我々は献血を本稿のテーマとするに

あたって、10 代・20 代をはじめとする若年層の献

血率の低下が、将来の血液不足につながるというこ

とに問題意識を持っている。そのため、若年層の初

回献血を促すことを趣旨とした政策の提言を行いた

い。 

 

（１）提言内容 

献血授業を大学の医学部の専門選択必修科目とし

て開講することを厚生労働省と文部科学省に対して

提言する。医学部開講科目とした理由は、将来医療

に携わることになる医学部生にとって献血の現状を

学ぶことは特に有意義なものであると考えるからで

ある。医療の現場においては、輸血や血液製剤をは

じめ、献血から作られた製剤を使用することが多い。

そのため、その製剤についてだけではなく、製剤を

作るために集められる献血についても知識を持ち、

実際に経験する意義は多分にあると考える。そして、

他学部の学生も社会貢献の一つである献血について

知り、実際に経験することを可能にするため、他学

部生の履修も認めることとする。献血の必要性、歴

史や現場の課題などを医学部の教授から、もしくは

外部講師として日本赤十字社の社員を招いて学び、

その後、献血を実際に行うことを授業内容とする。

また、年間総献血量の上限29 まで献血を行えば単位

を付与する。 

 

（２）「献血授業」制度の実現可能性 

我々はこの「献血授業」制度の考案にあたり、

2011 年に文部科学省が通達したボランティア活動

に単位を与える制度を参考にした。なぜなら、献血

やボランティアは向社会的な行動という意味で共通

しており、現在国レベルで解決しなければならない

課題を抱えているからである。しかしボランティア

単位付与制度についてであるが、実施校が徐々に増

えてはいるものの、実際導入されている大学は全大

学のごく一部であることが問題視されている。ボラ

ンティア単位認定に関しては①単位認定の基準②学

生の安全性の確保③ボランティアに伴う他の講義の

欠席などの問題点が議論されている。それぞれの問

                                                      
29  年間総献血量の上限は、全血献血において男性

1200ml、女性 800ml である。 
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題点について、献血による単位認定が実施された際

に、同様の問題が起こるかを検討したい。 

 ①単位認定の基準について。ボランティアの場合、

学生が本当にボランティアを行ったかどうかを確認

することの難しさが問題となっていた。教師が同行

することもなく、ボランティアの実施を正確に把握

することは難しいため、その学生が参加したかを確

認することは困難である。しかし、献血においては、

献血カードが全員に配られ、そのカードに献血を実

際に行った回数、日付なども明記されているため、

問題とはならないであろう。 

 ②学生の安全性の確保の問題。被災地など安全性

が疑問視されるボランティアとは異なり、献血は事

前に健康診断などの検査を経て、献血可能な人のみ

に実施される。そのため、安全性は言うまでもなく

確保されているため、②の安全性確保についても問

題にならないと考える。 

 ③ボランティアに伴う他の講義の欠席。ボラン

ティア単位においては、１回のボランティアに参加

することで１週間から長ければ１ヶ月以上も大学の

講義に出席することができなくなってしまう。一方

で、献血は休日や放課後、学内に来ている献血バス

を利用すれば、大学の講義の空きコマや休み時間に

１時間ほどで行うことが出来、他の授業を欠席しな

くてはならなくなるといった弊害も防ぐことが出来

るであろう。 

 

（３）「献血授業」制度の必要性と効果 

 若年層の中でも我々は大学生に注目した。大学生

は若年層の中でも自由な時間が最も多く、意思決定

の自由度も高いと考えたからである。ここで我々は

高校生を政策提言の対象から外している。その理由

としては、現状分析の章でも触れたが、近年ではカ

リキュラムの都合上、高等学校での集団献血などを

実施できる学校が減少している。また、高校生は性

別・年齢によって献血の基準が異なり、献血可能人

数が少ないため、献血量も限られてしまう。そのた

め、高校生全体をターゲットとした政策を提言する

ことができず、またそれぞれの対象に対して政策を

実施したとしても効果が小さくなるため、今回は大

学生を対象とした。   

この政策の効果として、若年層の献血に対する関

心が高まることがあげられる。我々は、現状分析に

おいて「若者の献血に関する無関心層の増大」を問

題とした。上述したように、高校での機会の減少に

伴って、若年層が献血に関する知識を得られず、献

血への関心も低下してしまった。知識不足などが理

由で、「献血は怖い」といった不安が起こり、献血

を忌避している若者も少なくない。こういった現状

を打開するために、高校生の時に減少してしまった

献血に触れる機会を、大学での「献血授業」として

提供すべきであると考える。この授業を通して正し

い知識を得ることで、献血への漠然とした不安を取

り除くだけでなく献血の必要性を認識することがで

き、その後の献血へ向かう動機づけをすることがで

きるであろう  

また大学生の大きな関心に「単位の取得」がある。

そのため、大学生の献血への関心を高める最も効果

的な方法は、献血と大学の授業（大学の単位）を関

係づけることではないかと考えた。大学単位認定が

認められることは、大学生が献血を行う大きなイン

センティブとなることが考えられる。これまで既に

献血を行ってきた大学生も含め、献血未経験者で

あった大学生の献血が増加することが見込まれる。

さらに、分析結果より初回献血年齢が若いほど複数

回献血者となる割合が高くなるので、大学生のうち

に献血を経験すれば、継続的に献血を行う人数も増

加すると考えられる。これにより、現状分析におい

て懸念されていた血液不足の回避、血液の安定供給

が可能になると考えられる。 

 

２ 献血有給休暇制度の導入 

 

仮 説 で も 述 べ た よ う に 、 Steven D. Levitt

（2005）によると「人はインセンティブで動く」と

考えられており、昨今の経済学において、インセン
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ティブは人を動かす大きな要因であるということが

分かっている。さらに、本稿の複数回献血に関する

分析により、インセンティブを与えると継続的な献

血行動につながることが導き出された。長期間に

渡って継続的に献血に協力してもらうためには、社

会人の献血行動が重要となってくる。そこで、この

節では社会人の複数回献血を促進することを目的と

して「献血有給休暇制度」の導入を厚生労働省に対

して提言したい。 

 

（１）献血における記念品サービスの現状 

 現在、日本においてインセンティブを用いて献血

行動を喚起する取り組みとして、記念品の提供があ

げられる。複数回献血の回数に応じてポイントをた

め、記念品と交換するシステムとなっている。例え

ば東京都では携帯ポーチやカードケース等、大阪府

では洗剤セット等が記念品として贈られている。し

かしながら、厚生労働省（2011）「若年層献血意識

調査」において、献血経験者の 32.7％が「献血し

た時の処遇品（記念品）をもっと良くしてほしい」

と答えている。また現状の仮説の節でも紹介した通

り「若年層の献血意向を高めるアイデア（自由記

述）」として未経験者・経験者共に最も多かった内

容が「処遇品、記念品をよくする／特典をつける」

であった。これらの調査結果から分かるように、継

続的に複数回献血を行ってもらうためには、処遇品

（記念品）の質を向上させることが必須だと考えら

れる。 

 ここで、諸外国の献血推進のための取組を参照し

たい。先行研究で紹介した SCIENCE に掲載された

Lacetera 他（2013）では 3 カ国の取り組みが取り

上げられている。これらの政策の中で、イタリアの

献血による有給休暇制度導入が最も献血者数を増加

させており、献血可能年齢の大多数を占める社会人、

特に会社員や公務員にとって大きなインセンティブ

となっていることが読み取れる。そこで、我々はこ

のイタリアの政策や前章の分析結果を参考に、社会

人が継続的に献血を行うことを促進する「献血有給

休暇制度」の導入を提言したい。 

 

（２）提言内容 

我々が提言する「献血有給休暇制度」とは、献血

を所定の回数行い、献血カードのコピーを提出すれ

ば、現在国が定めている有給休暇の最低取得日数で

ある 10 日に加えて有給休暇を取得できる制度であ

る。献血にはいくつかの採血方法があるためそれぞ

れにおいて回数を規定する。血液中の全ての成分を

献血する全血献血においては 800ml の献血で有給休

暇を 1 日取得可能とし、特定の成分だけ採血して赤

血球を体内に戻す採血方法である成分献血において

は、血漿献血の場合 2 回で 1 日、血小板献血の場合

は 1 回で 1 日、有給休暇を取得可能とする。これは、

輸血や血液製剤を必要とする 1 人分の量に値するた

め、1 人分の貢献をすれば 1 日の有給休暇が取得可

能となるように設定した。 

 

（３）献血休暇制度によってもたらされる個人への

効果 

これまで処遇品（記念品）に不満を持っていた社

会人層からの新たな支持が得られ、献血者の増加、

特に複数回献血者の増加に結びつくと考える。以下

ではその根拠を述べる。 

献血を行うかどうかの意思決定を行う際に、仮説

でも述べたように、人はいくつかのタイプに分類さ

れる。向社会的で社会貢献を進んで行う「道徳的イ

ンセンティブ」によって行動するタイプ。周りから

の評価のために行う「社会的インセンティブ」に

よって行動するタイプ。金銭的な損得（自らのメ

リット）のために行う「経済的インセンティブ」に

よって行動するタイプの 3 つのタイプに分けられる。

（Levitt 他（2005）） 

 これまでは上の 3 つのタイプのうち「道徳的・社

会的インセンティブ」によって行動するタイプを対

象とした政策が多く実施されてきた。しかし、この

政策を導入することで「経済的インセンティブ」に

よって行動するタイプも取り込むことが期待できる。
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つまり、これまで処遇品（記念品）に不満を持って

いた社会人の層からの新たな支持が得られ、献血者

の増加、特に複数回献血者の増加に結びつくと考え

る。 

 しかし、現在の日本においては有給休暇が取得し

にくい状況であるため、制度を導入しても有給休暇

を取得することは難しいのではないかという懸念が

あるかもしれない。アメリカの大手旅行会社

Expedia が 実 施 し た 「 有 給 休 暇 国 際 比 較 調 査

（2012）」によると、日本において有給休暇が取得

しづらい大きな理由として、「同僚から否定的な見

方をされる」ということが挙げられた。これまでの

有給休暇取得には、旅行など自分の娯楽や休息のた

めといったイメージがあり、否定的な見方をされる

ことがあったかもしれない。しかし、献血という社

会貢献活動を行うことは、社員にとって企業 CSR に

貢献することにもなる。つまり、企業への貢献を

行った成果として有給休暇の取得を申請するため、

そのような批判的な考えは薄まるであろう。その結

果として、社会人の有給休暇取得はこれまでよりも

進み、献血者数も増加すると考えられる。 

 

（４）企業にとっての効果 

また、この「献血休暇制度」は企業にとってもよ

い効果を生み出すと考えられる。先に述べたように、

社員が自主的に社会貢献である献血に協力すること

で、社内における献血者数が増加し、企業 CSR とし

て世間に公表することができるからである。これに

より、献血者数の多い企業は社会貢献を行っている

企業としてイメージアップを図ることができる。こ

れは、企業にとっても大きなメリットであると言え

る。 

 一方で、有給休暇の取得数や取得率をあげれば、

企業側のコストが増加するのではないかという懸念

があるかもしれない。しかし、厚生労働省の平成

24 年就労条件総合調査によると、現在日本におい

て労働者一人当たり平均 18.3 日の有給休暇を付与

しているが、実際の取得日数は 9.0 日であり、取得

率は 49.3%となっている。そのため、労働基準法 39

条で定められている有給休暇の最低取得日数である

10 日に献血休暇制度による有給休暇を加えたとし

ても、あらかじめ想定して付与された日数と大きな

差はないため、企業側に大きな負担が強いられると

は考えられない。 

以上より、「献血休暇制度」を導入することのメ

リットは個人・企業双方にあり、現在より献血行動

が推進される環境になると考えられる。結果として、

社会人の献血者数が増え、継続的に献血を行うイン

センティブとなり得るであろう。 

 

Ⅵ おわりに 

 

本稿では、初回献血者・複数回献血者の増加要因

を探ることを目的に、岡山県（2010）「献血に関す

る県民意識調査」の個票データを用いて、ロジス

ティック回帰分析を行った。その結果、献血未経験

者から初回献血者へのフェーズにおいては「関心や

知識を持っている方がより初回献血への意欲を高め

る」や、「血液が本当に役に立つのか疑っているこ

とや恐怖心が初回献血への意欲を低下させる」こと

等が明らかになった。また、複数回献血者へと向か

うフェーズにおいては、「血液検査の結果を見て健

康管理をすることや、お菓子やジュースが貰えるこ

となどのインセンティブに関する要因が献血回数を

増加させる」や、「初回献血年齢が若いほど献血回

数が増加する」こと等が明らかになった。この結果

を踏まえて 2 つの政策を提言した。1 点目は若年層

の献血に関する知識や関心を高め、インセンティブ

を与えることを目的に「医学部における献血授業の

開講」、2 点目は社会人を対象に「献血有給休暇制

度」の 2 つの政策である。 

 しかし、本稿には以下のような課題も残されてい

る。1 点目に、本稿で用いたデータは我々が入手で

きたデータの中で最も大規模なデータであるが、あ
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くまで岡山県という国内のある一つの地域で得られ

たデータであるという点だ。今後は、我々は入手で

きなかったが、本文の中で度々参照した厚生労働省

（2011）「若年層献血意識調査」などのより大規模

なマイクロデータを用いて分析を行うことでより多

くの、またより詳細な知見が得られると考える。2

点目は、分析に関して、アンケートの質問項目の設

計上、友人や家族が実際に献血をしているかどうか

や、献血をする動機・しない動機の順位付けが分か

らなかった点である。もしこれらの内容が質問項目

として入っていれば、友人や家族が実際に献血をし

ていることの影響や、血液検査などのインセンティ

ブ要因がメインの理由なのかがわかり、より詳細な

知見が得られた。3 点目は、政策の定量的な効果を

示すことができなかった点である。我々は、これら

の政策によって大学生・専門学生の献血者がどの程

度増加し、将来的に何割の学生が継続的に献血を行

うかというシミュレーションを行うことを試みた。

しかしながら、データにおける献血者数は、同じ人

が複数回献血をした場合にも献血者数 1 とはせず、

複数人として計上しているため、実際何人が献血し

ているのか、どの程度が複数回献血によるものなの

かが判別できない。また、学部ごとに大学生の献血

経験の有無が分かれば、政策の効果をシミュレー

ションすることができたと考える。 

今後、厚生労働省や各自治体、日本赤十字によっ

て、より詳細な献血の実態調査が行われ、献血経験

者・未経験者を細かくセグメント分けできれば、各

層に焦点を当てた政策を打つことが可能となる。そ

の結果、より多くの人が献血に協力し、将来的にも

血液の安定供給を維持することができるであろう。

最後に、本稿が献血率の低下に歯止めをかけ、血液

製剤を使用する患者の方々が安心して治療を受けら

れる状況を維持する一助となることを願い、本稿を

締めくくる。 
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図表 

図 1 年齢別献血率の推移 

 

図 2 必要献血者の将来推計 

 

（厚生労働省「わが国の将来人口と献血可能人口の推移」より抜粋） 
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図 3 疾病別輸血状況 

 

 

図 4   

 

（日本赤十字「献血事業に関するデータ」） 
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表 5 記述統計量 

カテゴリ 変数 サンプル数 平均 標準誤差 最小値 最大値 

【基本属性】年

代30 

10 代 5411 0.3254 0.4686 0 1 

20 代 5411 0.4583 0.4983 0 1 

30 代 5411 0.1242 0.3298 0 1 

40 代 5411 0.0684 0.2524 0 1 

50 代 5411 0.0194 0.1380 0 1 

60 代 5411 0.0043 0.0651 0 1 

【基本属性】性

別31 
男性ダミー 5398 0.1695 0.3752 0 1 

【基本属性】職

業 

アルバイト 5383 0.0529 0.2239 0 1 

会社員 5383 0.2504 0.4333 0 1 

公務員 5383 0.0301 0.1709 0 1 

高校生 5383 0.1256 0.3314 0 1 

自営業 5383 0.0076 0.0869 0 1 

主婦 5383 0.0777 0.2676 0 1 

大学生 5383 0.3602 0.4801 0 1 

無職 5383 0.0106 0.1024 0 1 

問 1 献血経験の有無 5419 0.3486 0.4766 0 1 

問 2 知識 5414 0.4893 0.4999 0 1 

問 3 関心 5399 0.6703 0.4701 0 1 

問 4：広告媒体 

テレビ 5386 0.7104 0.4536 0 1 

ラジオ 5386 0.1270 0.3330 0 1 

新聞 5386 0.3780 0.4849 0 1 

街頭 5386 0.6207 0.4853 0 1 

チラシ 5386 0.2451 0.4302 0 1 

回覧板 5386 0.1300 0.3363 0 1 

ポスター 5386 0.3680 0.4823 0 1 

イベント 5386 0.3110 0.4629 0 1 

自治体の広報誌 5386 0.0787 0.2693 0 1 

パンフレット 5386 0.0936 0.2913 0 1 

ブログ 5386 0.0078 0.0880 0 1 

ネットサイト 5386 0.0154 0.1232 0 1 

献血バス 5386 0.5902 0.4918 0 1 

友人や家族 5386 0.2432 0.4291 0 1 

学校の教材 5386 0.1613 0.3679 0 1 

雑誌 5386 0.0323 0.1768 0 1 

岡山県 HP 5386 0.0111 0.1050 0 1 

岡山県赤十字の HP 5386 0.0408 0.1980 0 1 

厚生労働省の HP 5386 0.0102 0.1005 0 1 

学校でのイベント 5386 0.0078 0.0880 0 1 

                                                      
30 なおこの年齢構成を見てわかる通り、40～60 代の割合が極端に小さい。しかし我々は若年層に影響を与える要因を考察することを

目的としており、10～30 代の割合のバランスは取れているため、40～60 代の割合が小さくても分析結果に大きな影響は与えないと

考える。 
31 性別に関しても男性の割合が極端に小さい。しかし本稿では性差に関する分析は行わないので男女比に大きな違いがあっても結果

に大きな影響は与えないと考える。 
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見たことない 5386 0.0106 0.1023 0 1 

問 5：知識 

400ml 献血を知っている 3910 0.6734 0.4690 0 1 

HIV 検査の結果は知らせないと知っ

ている 
3910 0.3841 0.4865 0 1 

感染症の心配はないと知っている 3910 0.5785 0.4939 0 1 

問 6：会場イ

メージ 

明るく快適な場所 5190 0.5846 0.4928 0 1 

暗くて無機質な場所 5190 0.2368 0.4252 0 1 

その他 5190 0.0644 0.2454 0 1 

問 7 けんけつちゃんを知っている 5409 0.1997 0.3998 0 1 

問 8：キャン

ペーン認知 

愛の血液助け合い運動 5368 0.1461 0.3532 0 1 

はたちの献血 5364 0.2330 0.4228 0 1 

ももたろう献血 5365 0.1273 0.3333 0 1 

問 9：初回献血

年齢 

16～19 歳 1883 0.4153 0.4929 0 1 

19～22 歳 1883 0.4318 0.4955 0 1 

23～29 歳 1883 0.1184 0.3232 0 1 

30～39 歳 1883 0.0287 0.1669 0 1 

40～49 歳 1883 0.0032 0.0564 0 1 

50 歳以上 1883 0.0027 0.0515 0 1 

問 10：初回献血

場所 

献血ルーム 1879 0.2672 0.4426 0 1 

献血バス 1879 0.6966 0.4598 0 1 

献血バス（高校） 1879 0.1373 0.3443 0 1 

献血バス（大学） 1879 0.1953 0.3965 0 1 

献血バス（勤務先） 1879 0.1011 0.3016 0 1 

献血バス（ショッピングモールな

ど） 
1879 0.1495 0.3567 0 1 

献血バス（その他） 1879 0.0271 0.1625 0 1 

問 11：現在の献

血場所 

献血ルーム 1720 0.2977 0.4574 0 1 

献血バス 1720 0.5686 0.4954 0 1 

献血バス（高校） 1720 0.0128 0.1124 0 1 

献血バス（大学） 1720 0.1395 0.3466 0 1 

献血バス（勤務先） 2368 0.0743 0.2624 0 1 

献血バス（ショッピングモールな

ど） 
1720 0.1733 0.3786 0 1 

献血バス（その他） 1720 0.1483 0.3555 0 1 

問 12：初回献血

種類 

200mL 献血 1884 0.5568 0.4969 0 1 

400ml 献血 1884 0.2749 0.4466 0 1 

成分献血 1884 0.0488 0.2156 0 1 

覚えていない 1884 0.1194 0.3244 0 1 

問 13：合計献血

回数 

1 回 1829 0.3144 0.4644 0 1 

2 回 1829 0.1919 0.3939 0 1 

3～5 回 1829 0.2810 0.4496 0 1 

6～10 回 1829 0.1083 0.3108 0 1 

11～20 回 1829 0.0519 0.2220 0 1 

21～30 回 1829 0.0235 0.1516 0 1 

31 回以上 1829 0.0290 0.1678 0 1 

問 14：初回献血

の動機 

自分の血液が役に立って欲しいから 1850 0.5962 0.4908 0 1 

輸血用の血液が不足していると聞い

たから 
1850 0.3286 0.4698 0 1 

自分の血液型が不足していたから 1850 0.1384 0.3454 0 1 
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検査結果を見て健康管理をしたかっ

たから 

1850 0.1881 0.3909 0 1 

お菓子やジュースが貰えるから 1850 0.2222 0.4158 0 1 

友人に誘われたから 1850 0.3151 0.4647 0 1 

献血会場で誘われたから 1850 0.2368 0.4252 0 1 

時間を持て余していたから 1850 0.1086 0.3113 0 1 

自分の血液型を知りたかったから 1850 0.0638 0.2444 0 1 

なんとなく 1850 0.2011 0.4009 0 1 

問 14：現在の献

血の動機 

自分の血液が役に立って欲しいから 1568 0.7200 0.4491 0 1 

輸血用の血液が不足していると聞い

たから 
1568 0.4420 0.4968 0 1 

自分の血液型が不足していたから 1568 0.2117 0.4087 0 1 

検査結果を見て健康管理をしたかっ

たから 
1568 0.3087 0.4621 0 1 

お菓子やジュースが貰えるから 1568 0.1837 0.3873 0 1 

友人に誘われたから 1568 0.1014 0.3020 0 1 

献血会場で誘われたから 1568 0.1486 0.3558 0 1 

時間を持て余していたから 1568 0.1052 0.3069 0 1 

自分の血液型を知りたかったから 1568 0.0102 0.1005 0 1 

なんとなく 1568 0.1798 0.3842 0 1 

問 15：会場の

サービス 

【雰囲気】明るい 1878 0.4499 0.4976 0 1 

【雰囲気】普通 1878 0.5394 0.4986 0 1 

【雰囲気】暗い 1878 0.0106 0.1027 0 1 

【職員】良い 1871 0.6066 0.4886 0 1 

【職員】普通 1871 0.3886 0.4876 0 1 

【職員】悪い 1871 0.0048 0.0692 0 1 

【記念品】良い 1860 0.3957 0.4891 0 1 

【記念品】普通 1860 0.5763 0.4943 0 1 

【記念品】悪い 1860 0.0280 0.1649 0 1 

問 16：今後の意

向（経験者） 

ぜひしたい 1877 0.6958 0.4602 0 1 

したくない 1877 0.0202 0.1409 0 1 

どちらとも言えない 1877 0.2840 0.4510 0 1 

問 17：献血した

ことがない理由 

基準に達さなかった 3462 0.2712 0.4447 0 1 

場所に入りづらい 3462 0.1814 0.3854 0 1 

機会が周囲にない 3462 0.2088 0.4065 0 1 

どこでできるのか知らない 3462 0.1395 0.3465 0 1 

時間かかりそう 3462 0.2516 0.4340 0 1 

忙しい 3462 0.1672 0.3732 0 1 

本当に役に立つのか不安 3462 0.0534 0.2249 0 1 

針が嫌 3462 0.3004 0.4585 0 1 

不安 3462 0.2845 0.4512 0 1 

健康に自信がない 3462 0.1545 0.3615 0 1 

病気に感染しそう 3462 0.0130 0.1133 0 1 

周囲に止められた 3462 0.0159 0.1251 0 1 

怖い 3462 0.2692 0.4436 0 1 

提供に抵抗がある 3462 0.0289 0.1675 0 1 

興味がない 3462 0.0751 0.2636 0 1 

海外渡航制限 3462 0.0055 0.0739 0 1 
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薬の服用 3462 0.0581 0.2339 0 1 

体重制限で機会が少ない 3462 0.1701 0.3758 0 1 

問 18：きっかけ

となり得る要因 

会場が入りやすい雰囲気になれば 3264 0.3655 0.4816 0 1 

近くに場所・機会があれば 3264 0.4308 0.4953 0 1 

キャンペーン等で身近に感じられれ

ば 

3264 0.2227 0.4161 0 1 

重要性がわかれば 3264 0.1912 0.3933 0 1 

血液が無駄になっていないことがわ

かる 
3264 0.0732 0.2605 0 1 

針が細くなれば 3264 0.2736 0.4459 0 1 

痛みが緩和されれば 3264 0.2773 0.4477 0 1 

感染リスクがないことがわかれば 3264 0.0794 0.2703 0 1 

早朝や夜間も献血できれば 3264 0.0456 0.2088 0 1 

記念品がよくなれば 3264 0.1376 0.3445 0 1 

サービスがよくなれば 3264 0.1391 0.3461 0 1 

健康管理に役立てば 3264 0.1863 0.3894 0 1 

海外渡航歴等の制限が解除されれば 3264 0.0123 0.1100 0 1 

どこでできるかわかれば 3264 0.1566 0.3634 0 1 

問 19：今後の意

向（未経験者） 

ぜひしてみたい 3455 0.1372 0.3441 0 1 

機会があればしたい 3455 0.5968 0.4906 0 1 

したくない 3455 0.0996 0.2995 0 1 

どちらともいえない 3455 0.1664 0.3725 0 1 

 

図 6  

（日本赤十字（2011）「若年層献血者（10 代）の献血継続状況分析について」） 

 

表 7 「問 19：今後献血をしてみたいですか」に関する度数分布表 

問 19：今後献血をしてみたいですか 度数 ％ 

1.ぜひしてみたい 420 14.37 

2.機会があればしたい 1770 60.57 

3.したくない 297 10.16 

4.どちらともいえない 435 14.89 

合計 2,922 100 
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表 8 「問 13：今までの合計献血回数は何回ですか」に関する度数分布表 

問 13：今までの合計献血回数は何回ですか 度数 ％ 

1 回 524 35.45 

2 回 297 20.09 

3～5 回 408 27.60 

6～10 回 134 9.07 

11～20 回 59 3.99 

21～30 回 28 1.89 

31 回以上 28 1.89 

合計 1,478 100 

 

表 9 

説明変数 オッズ比 標準誤差 P 値   

問 4：広告媒体     

友人や家族から聞いた 1.2533 0.2165 0.191  

問 3：関心 24.6961 12.9116 0.000 *** 

問 6：献血会場のイメージ         

イメージが明るい 1.4861 0.2573 0.022 ** 

問 2・5：知識         

知識 0.8298 0.1457 0.288 
 

400ml 献血を知っている 1.3511 0.2480 0.101 
 

HIV 検査の結果は知らせないと知っている 1.4385 0.2671 0.050 ** 

問 17：献血したことがない理由         

基準に達さなかった 1.8680 0.3846 0.002 *** 

場所に入りづらい 0.8513 0.1838 0.456 
 

機会が周囲にない 0.8886 0.1812 0.562 
 

どこでできるのか知らない 1.3467 0.3379 0.235 
 

時間かかりそう 0.7709 0.1650 0.224 
 

忙しい 0.9250 0.1888 0.703 
 

血液が本当に役に立つのか疑っている 0.3546 0.1565 0.019 ** 

針が嫌 0.3875 0.0914 0.000 *** 

不安 0.6481 0.1566 0.073 * 

健康に自信がない 0.5708 0.1453 0.028 ** 

周囲に止められた 0.1530 0.1613 0.075 * 

怖い 0.3372 0.1033 0.000 *** 

提供に抵抗がある 0.2029 0.2171 0.136 
 

興味がない 0.2788 0.2986 0.233 
 

海外渡航制限 1.4392 1.4776 0.723 
 

薬の服用 1.2078 0.4259 0.592 
 

体重制限で機会が少ない 0.8361 0.1736 0.389 
 

問 18：きっかけとなり得る要因         

キャンペーン等で身近に感じられれば 0.8324 0.1722 0.375 
 

重要性がわかれば 0.6869 0.2134 0.227 
 

血液が無駄になっていないことがわかる 1.1852 0.4310 0.640 
 

痛みが緩和されれば 0.5328 0.1450 0.021 ** 

感染リスクがないことがわかれば 0.4697 0.2676 0.185 
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早朝や夜間も献血できれば 1.1025 0.3335 0.747 
 

記念品がよくなれば 0.9444 0.2605 0.836 
 

サービスがよくなれば 0.9226 0.2437 0.760 
 

健康管理に役立てば 1.3852 0.3076 0.142 
 

海外渡航歴等の制限が解除されれば 1.9397 1.5209 0.398 
 

どこでできるかわかれば 1.8592 0.3965 0.004 *** 

基本属性 （年齢の基準の変数は「10 代」）         

アルバイト 0.6318 0.2827 0.305 
 

会社員 0.5959 0.1580 0.051 
 

公務員 0.7853 0.5153 0.713 
 

高校生 1.0102 0.2534 0.968 
 

主婦 0.2560 0.2051 0.089 
 

性別 0.6538 0.1901 0.144 
 

20 代 0.9283 0.1889 0.715   

サンプル数：1552  擬似決定係数：0.3026  対数尤度：-479.00154 

※ ***1％水準で有意 **5％水準で有意 *10％水準で有意 

 

表 10 

説明変数 オッズ比 標準誤差 P 値   

問 19：初回献血年齢 （基準の変数は「23～29 歳」）       

16～18 歳 6.9588 1.4622 0.000 *** 

19～22 歳 2.3012 0.4688 0.000 *** 

問 15：サービス         

【記念品】良い 1.0254 0.1473 0.861 
 

【職員】良い 1.5174 0.2298 0.006 *** 

【雰囲気】明るい 0.9096 0.1327 0.516   

問 15：イメージが明るい 1.1247 0.1582 0.403 
 

問 2・5：知識 
    

400ml 献血を知っている 1.4422 0.2194 0.016 ** 

HIV 検査の結果は知らせないと知っている 1.9459 0.2340 0.000 *** 

感染症の心配はないと知っている 1.4043 0.1745 0.006 *** 

献血に関する知識がある 2.5319 0.4222 0.000 *** 

問 3：献血に関心がある 2.9222 0.6606 0.000 *** 

問 11：初回献血種類 （基準の変数は「400ml 献血」）       

200mL 献血 1.4135 0.1919 0.011 ** 

成分献血 1.8145 0.4822 0.025 ** 

問 14：現在の献血動機         

自分の血液が役に立って欲しいから 1.1930 0.1742 0.227 
 

輸血用の血液が不足していると聞いたから 1.0583 0.1337 0.654 
 

自分の血液型が不足していたから 1.2798 0.1886 0.094 * 

検査結果を見て健康管理をしたかったから 2.1626 0.2971 0.000 *** 

お菓子やジュースが貰えるから 1.4416 0.2199 0.016 ** 

友人に誘われたから 0.9323 0.1790 0.715 
 

献血会場で誘われたから 0.7539 0.1235 0.085 * 

時間を持て余していたから 1.3308 0.2513 0.130 
 

自分の血液型を知りたかったから 0.5237 0.4126 0.412 
 

なんとなく 1.2614 0.2121 0.167   
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基本属性（年齢の基準の変数は「30 代」）         

10 代 0.1085 0.0301 0.000 *** 

20 代 0.3457 0.0550 0.000 *** 

男性ダミー 1.6843 0.2579 0.001 *** 

アルバイト 2.2427 0.5991 0.002 *** 

会社員 2.8224 0.4239 0.000 *** 

公務員 1.7998 0.4683 0.024 ** 

高校生 0.9486 0.6302 0.937  

自営業 1.3573 0.8531 0.627  

主婦 2.2766 0.5205 0.000 *** 

無職 1.0739 0.6346 0.904  

サンプル数：1075  疑似決定係数：0.1447  対数尤度：-1482.5668 

※ ***1％水準で有意 **5％水準で有意 *10％水準で有意 

 

表 11 分析結果まとめ 

フェーズ 有意に効いた主な説明変数 

① 献血未経験者から初回献血者へ 

・関心の高さ（24.7） 

・イメージが明るい（1.5） 

・HIV 検査の結果は知らせないと知っている（1.4） 

・健康に自信がない（0.6） 

・血液が本当に役に立つのか疑っている（0.4） 

・怖い（0.3） 

② 複数回献血者へ 

・初回献血年齢が 16～18 歳（7.0） 

・初回献血年齢が 19～22 歳（2.3） 

・関心の高さ（2.9） 

・職員の対応が良い（1.5） 

・献血に関する知識がある（2.5） 

・検査結果を見て健康管理をしたかったから（2.2） 

・お菓子やジュースが貰えるから（1.4） 

※括弧内の数字はその変数のオッズ比を示している。 
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第５章 世代別選挙区制度の導入 

～世代間格差の是正に向けて～ 

 

 

井上 結梨子 儀保 里沙 

立山 奏子 中塚 裕亮 

藤本 海人 

 

要旨 

 

世界のあらゆる国々のなかで、とりわけ少子高齢化が急速に進んでいる日本。今後もこの進行は続くと考えられる

が、これによってどのような社会問題が起こるのであろうか。我々は二つの点に、注目した。一つ目は国の財政悪化、

二つ目は世代間格差の拡大である。そして現状として、選挙ひいては政治における世代ごとの意見反映のアンバランス

さが根本的な問題として存在するのではないかと考えた。これらの問題の犠牲者となっているのは、若者及び将来世代

である。高齢者がますます増えていくにつれて、彼らを支える若者及び将来世代の負担は過大になっていっている。そ

こで、我々はそのような諸問題を是正できないのは、若年世代の政治的プレゼンスが小さいからではないかと考え、問

題意識として捉えた。また、少子高齢化によって高齢者優位の政策が行われがちな政治、つまり「シルバー民主主義」

が存在するのではないかと、都道府県別パネルデータ分析による実証分析から結論付けた。 

そのうえで、本稿において、我々は世代間格差の是正および政治における世代別の意見反映を達成するために、衆議

院における世代別小選挙区制度の導入を提言する。本稿のオリジナリティは、世代別選挙区制度の導入に向けて、現行

制度と我々が提案する新たな選挙制度における選挙結果を比較する詳細なシミュレーション分析を行ったことである。

先行研究として岩本ほか（2009）が挙げられるが、世代別選挙区制度の配分議席を変えた場合に、世代別の意見反映度

合いがどれほど変化するかまで詳細に分析した先行研究はない。そこで我々は、世代別選挙区制の議席配分パターンを

変えながら、よりよい世代別選挙区制の導入パターンを導き出した。結論としては、衆議院議員総選挙において世代別

選挙制から 400 議席、比例代表制から 80 議席とするのが最適と考えた。
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Ⅰ はじめに 

 

少子高齢化が深刻に進行してゆく日本において、

若者及び将来世代は高齢者世代と比べて大きな負担

を負っている。具体的には、国の債務残高の拡大な

どを通して若者・将来世代は、納税や保険料支払い

といった負担と、年金や医療・介護保険の受給とい

った恩恵とのバランスを考えると、前者が圧倒的に

大きいのである。一方の高齢者世代は、生涯純受益

が正に転じている。これがすなわち、世代間格差の

拡大である。この現状を放置し続ければ、ますます

世代間の不平等は広がっていくと考えられる。そし

て、さらに我々が根本的な原因として捉えたのは、

選挙・政治の場における若者のプレゼンスの低下で

ある。これによって若者世代は前述した諸問題を是

正できないのではないかと考えた。よって、世代間

格差を是正するには、若者の政治的プレゼンスを上

げる必要があるが、少子高齢化社会のなかでどのよ

うにすれば達成できるのかを、政策として提言し

た。 

本稿の構成は以下のとおりである。第Ⅱ章では、

本稿の問題意識である世代間格差の拡大と、選挙に

おける若年層の意見反映が難しい現状について述べ

た。この世代間格差とは、高齢世代が政府から大き

な生涯純受益を得ている一方で、若年世代は生涯純

受益がマイナスとなっているために起きる、世代間

の経済的格差を指す。上記のような世代間格差が生

じている背景には若年層の政治的プレゼンスの低下

を招く選挙制度の存在がある。つまり、現行の選挙

制度においては有権者の多数を占める高齢者の支持

を獲得するために、政治家が高齢者に有利な政策を

選択することで、少数である若年層の意見が政策に

反映されていないという現状がある。 

そこで第Ⅲ章では、人口の高齢化によって高齢者

優位の政策がとられているのかどうか、すなわちシ

ルバー民主主義が存在するのかどうかを都道府県別

パネルデータ分析による実証分析で検証した。結果

として、有権者の中位年齢が高齢者一人当たり老人

福祉費に正の影響を与えることが示された。つま

り、シルバー民主主義が存在するという結果が得ら

れた。 

 以上の分析結果を受けて、第Ⅳ章では若年層の政

治的プレゼンスを向上させるために、選挙制度改革

の必要性について述べる。投票参加の理論モデルを

用いながら、現行の選挙制度では、若年層の政治的

プレゼンスの向上は難しいことを明らかにした。 

第Ⅴ章では、若年層の意見を反映する新たな選挙

制度として、世代別選挙区制度の導入を提言した。

この世代別選挙区制度とは、各地域において 20～

30 代の若年区、40～50 代の中年区、60 代以上壮年

区のように世代別の選挙区を各世代の人口比率に応

じて導入するものである。この選挙制度改革によ

り、若年区からは若年層の意見を代表とする政治家

が必ず生まれることで、政治における若年層の意見

反映が実現できると考えられる。 

第Ⅴ章ではさらに、現行制度及び、新選挙制度を

導入した場合の選挙結果のシミュレーションを行っ

た。結果として、衆議院議員総選挙小選挙区制が特

に世代別の意見反映に問題を抱えていることが明ら

かとなった。この結果を踏まえ、当該選挙制度を世

代別選挙区に変えた場合に選挙結果がどう変わるか

を、世代別選挙区制に配分する議席を変えながら分

析した。結論として、衆議院議員総選挙において世

代別選挙制を 400 議席、比例代表制を 80 議席とす

ることを提言する。 

 

Ⅱ 問題意識：世代間格差の拡大 

 

１ 少子高齢化の進行とその弊害 

 

（１）少子高齢化の進行 

現在、日本において少子高齢化が進展している。

図 1 から明らかなように、年々65 歳以上人口が増
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加する一方で、0～14 歳人口は減少している。具体

的な数値を見ていくと、我が国における 0～14 歳人

口は 2010 年時点で 1,684 万人、総人口に占める割

合が 13.1％であるのに対し、同年 65 歳以上人口は

2,948 万人、総人口に占める割合は 23.1％となって

いる。 

年齢別人口割合（3 区分：0～14 歳、15～64 歳、

65 歳以上）の世界平均が、0～14 歳は 26.8％、65

歳以上は 7.6％であることと比較すると、日本がど

れほど少子高齢化の進んだ国であるかがわかるだろ

う。この傾向は収まるどころか今後ますます大きく

なっていくと予想されており、2050 年には、0～14

歳人口が 10%を下回り、65 歳以上人口はそのおよそ

4 倍の 38%までに達するとされている。 

 

（２）少子高齢化と悪化する財政 

続いて、少子高齢化が進行し高齢者の割合が増加

する中で現れている弊害について見ていきたい。本

項では、国の債務残高が急速に拡大している事実に

焦点を当てる。 

図 2 は、国の長期債務残高の変動と 20 代の若者

と 70 代以上の高齢者の投票数がそれぞれ総投票数

に占める割合を比較したものである。70 歳以上の

投票数シェアは、年々増加傾向にあるが、それと関

連するかのように日本の財政赤字は年々膨らんでい

る。このように高齢者の投票数シェアの増加に伴っ

て長期債務残高の増加している背景には、単に高齢

者の増加による社会保障費の増大による可能性も否

定できない。しかし後にも触れるが、高齢者の政治

的プレゼンスの増加がこの財政赤字を拡大させてい

る可能性も十分に考えられる。 

 

（３）世代間格差の拡大 

 前項では、少子高齢化が国の財政に与える悪影響

を述べたが、少子高齢化は国民個人レベルにおいて

も、世代間格差の拡大という深刻な悪影響をもたら

している。本項ではこの世代間格差の弊害について

述べていく。 

我々は、政府に対して税を納めるなどの負担を負

っている一方で、医療保険や年金などの面で恩恵も

受けている。それでは、生涯を通じて見てみると、

受益と負担のバランスはどうなっているのであろう

か。生涯純受益とは生涯受益から生涯負担を減じた

ものであり、個人の政府からの受益を表す。生涯受

益は政府消費・政府投資などの受益、社会保障の受

益の 2 種類があり、生涯負担には社会保障の負担や

税金などの負担と定義する。 

 図 3 からも分かるように、60 歳以上で生涯純受

益がプラスとなっていて受益の方が負担より大きく

なっている一方で、将来世代や若者世代では受益よ

りも負担の方が大きくなっている。この事実は、世

代間の格差が拡大していることを示している。この

ように将来世代・現役世代と老年世代とで政府から

受ける受益に差があるのは、政府による所得の再分

配政策がうまく機能していないことに要因がある。

人が生まれた年代によって生涯を通じて約 5,000 万

円もの純受益を受ける場合もあれば、反対に 8,000

万もの余分な負担を強いられるという世代間格差の

現状は、とても許される状況ではなく、早急に是正

しなければならない事態である。 

以上で述べたような財政赤字の拡大、及び世代間

格差の拡大という現状は、高齢化の進行による社会

保障費の増大から考えれば、半ば当然の傾向であ

る。しかし、本来政治が機能すること、この場合で

言うと財政悪化や世代間格差で不利益を被る若年世

代の意見を政治に取り入れることで、こういった行

き過ぎた事態に歯止めをかける必要がある。よって

次節以降では、政治における若年層の置かれている

現状について、有権者の人口構成や投票率、および

世代間での政策選好の違いなどのデータをもとに見

ていく。 

 

２ 若年層の政治的プレゼンス 

 

本節では、若者がおかれている政治的立場につい

て明らかにしていく。図 4 は、国立社会保障・人口
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問題研究所による『日本の将来推計人口（2012 年 1

月推計）』を基に、全有権者における年代別人口分

布を 2010 年、2025 年、2040 年にわけてグラフ化し

たものである。 

少子高齢化にともない、若者は有権者全体におい

てもその占める割合が今後ますます小さくなってい

くことが見て取れる。約 25 年後には 20 代、30 代

といった若者世代が 2 割程度にしかならないのに対

し、60 代以上の高齢者世代は半数を占めるように

なるとされている。これほど各世代の人口規模に差

があれば、各世代の意見を同等に政治に反映するこ

とは極めて困難になることが予想される。このよう

に各世代の人口規模に差があることから、選挙で各

世代の意見を幅広く吸収し、反映させるという政治

の重要なプロセスに、致命的な問題を抱えていると

いえる。 

次に、図 5 を見ていく。このグラフは衆議院議員

総選挙における年代別投票率の推移を表したもので

あるが、投票率についても若者世代が高齢者世代に

比べて著しく低いことがわかる。各世代の意見を取

り入れる公平な選挙を実現させるためには、できる

だけ多くの人が選挙に参加し自らの声を投票によっ

て表すことが望ましいが、現時点においてそれは実

現できていないことがわかる。 

以上から、人口及び投票率等の観点から若年層の

意見が政治に反映されることが難しいことが明らか

となった。次節では各世代がどのような政策を好む

のかをもとに、どの世代の意見がより政治に反映さ

れている現状にあるかを見ていく。 

 

３ 世代別の政策選好の違い 

 

 図 6,7 は各世代が、どの程度財政構造改革や税制

改革の実施を政府に対して望んでいるかグラフ化し

たものである。図で取り上げた政策はどちらも前述

した世代間格差や財政悪化の改善につながるもので

あるが、概して 20 代・30 代の若年層のほうが、要

望する割合が高い。これは、小黒・石田（2012）な

どで指摘されているように、若年層のほうが政治的

意思決定の時間的視野が長いことが理由として考え

られる。すなわち若年層は自分が生きるであろう

30～40 年後など比較的遠い未来のことまで考える

のに対し、高齢者は寿命の問題もあり、比較的近い

将来で自らの利益になるような政策を選ぶ傾向が強

いということである。それは個人として言わば当然

の選択であるといえるが、すべての有権者が近い将

来の自らの利益ばかり考えていては、前述したよう

な世代間格差の拡大を止めることはできないだろ

う。 

前述したような、財政赤字の拡大という事実と、

若年層が財政構造改革や税制改革といった財政赤字

を是正する政策を支持している事実から、若年層の

政治的意見が反映されているとは言い難い。 

 

 ここまで述べた現状を総括すると、少子高齢化と

ともに世代間格差の拡大等の若年世代が大きな不利

益を被る深刻な事態が発生しており、それを是正す

べき政治に対する影響力という点を見ると、若年世

代の政治的プレゼンスは小さく、彼らの意見が反映

されにくい現状が見て取れる。我々はこの世代間格

差の拡大及び、それを是正できない要因である若年

層の政治的プレゼンスの低下に問題意識を抱いた。

このように、若年層の意見が反映されず、政治的プ

レゼンスの大きい高齢者にとって有利な政策がなさ

れる状態は、「シルバー民主主義」と言われる。次

章の分析においては、これまでの現状で存在が示唆

された「シルバー民主主義」が実際に存在するのか

どうかを、実証分析によって明らかにしていく。 
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Ⅲ 分析：シルバー民主主義の検証 

 

１ 先行研究 

 

本稿は、選挙における若年層の意見反映に焦点を

あてている。本節では、本稿と同様にシルバー民主

主義の検証を目的とした先行研究を紹介する。 

八代・島澤・豊田（2012）は、高齢化が進行し、

高齢者の政治的プレゼンスが高まることによって高

齢者に有利な政策ばかりが採用されるようになる

「シルバー民主主義」の存在を実証分析した研究で

ある。被説明変数に高齢者に有利な政策の指標とし

て 65 歳以上一人当たり老人福祉費を、説明変数に

は住民の高齢化の進行度合いを示す中位年齢を用

い、都道府県別パネルデータ分析を行っている。そ

の分析より、中位年齢が高いほど 65 歳以上一人当

たり老人福祉費の額が高くなるという結果となり、

シルバー民主主義の存在が示唆されている。 

また、シルバー民主主義の存在について実証分析

した先行研究として、大竹・佐野（2009）があげら

れる。この先行研究は、高齢者比率の上昇が義務教

育費支出に与える影響を 1975 年から 2005 年の都道

府県別パネルデータ分析により分析しており、高齢

者比率の上昇が義務教育費支出を引き下げる効果を

もたらすという実証結果を得ている。 

 

２ 本稿の貢献 

 

本稿の分析では、シルバー民主主義が存在してい

るのかを都道府県別パネルデータを用いた実証分析

によって検証する。参考にするのは、前述した八

代・島澤・豊田（2012）の先行研究である。目的は

先行研究と同様にシルバー民主主義の存在の検証で

あるが、本稿の貢献としては、いくつか分析の変数

の選択を変えることにより、より正確にシルバー民

主主義の存在を検証した。 

 ひとつは、有権者の中位年齢を説明変数に取り入

れたことである。先行研究では地域の年齢要因とし

て中位年齢を用いていた。しかし、実際に選挙にお

いて投票権を有するのは 20 代以上の有権者である

ため、各地域における純粋な選挙に及ぼす影響とい

うのは、未成年を含めた年齢指標では測れない。そ

のことから、本稿では「有権者の中位年齢」を用

い、選挙に及ぼす年齢の効果をより純粋にはかるこ

とを試みた。 

 もう一つは、自民党得票率である。政府予算の大

小は政治的意思決定によるもので、つまり住民の政

治的選好、すなわち大きな政府か小さな政府を好む

かも影響を及ぼすと考えられる。先行研究において

は、この政治的選好を表す代理変数として、労働組

合員比率を用いていた。しかし、より直接的に政治

的選好を表す指標として、本稿では自民党得票率を

用いる。 

 

３ 分析の方向性 

 

分析の目的は、シルバー民主主義が存在している

のかどうかを明らかにすることである。そのため

に、我々は都道府県別パネルデータ を用いた実証

分析を行う。用いるデータの年次は、2000 年・

2005 年・2010 年の 3 時点である。 

 

（１）変数の選択 

まず被説明変数に関しては、先行研究と同様に、

老人に有利な政策を代表する指標として、65 歳以

上一人当たり老人福祉費を用いる。老人福祉費と

は、都道府県の支出の中の民生費に含まれ、老人福

祉行政のために使われるものである。 

説明変数には、老人福祉費の額に影響を与えるも

のとして以下の 4 つの変数を用いる。 

① 有権者の中位年齢 

この説明変数が、今回の分析の核となる変数

である。この有権者の中位年齢が、一人当たり

老人福祉費に正の影響を与えているという結果
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となれば、選挙における有権者の年齢の上昇が、

老人福祉費という高齢者に有利な政策にかかる

予算を増加させていることが明らかとなり、現

状で抱いた問題意識を裏付ける分析結果となる。

ここで平均年齢ではなく中位年齢を用いている

のは、中位投票者仮説32 に基づいている。 

② 完全失業率 

都道府県の予算の額には、その年の経済状況

が大きく影響すると考えられる。そこで経済要

因として完全失業率を用いる。予想される結果

としては、完全失業率が高い時ほど景気が悪く、

各都道府県の歳出が増えると考えられるため完

全失業率は被説明変数に対して正の影響を与え

ると予想される。 

③ 一人当たり税収 

予算額に大きな影響を与える指標として、税

収が考えられる。税収が増えると予算は増加す

ると考えられるため、一人当たり税収を説明変

数に用いる。予想される結果としては、被説明

変数に対して正の影響を与えると考えられる。 

④ 自民党得票率 

経済的要因以外にも、予算額に影響を与える

と考えられるものとして、住民の政治的嗜好が

ある。大きな政府を好む人は政府支出が多いこ

とを歓迎する一方で、小さな政府を好む人は政

府支出をできるだけ抑えるべきだと考えるであ

ろう。そうした住民の政治的嗜好を表す指標と

して本稿では自民党得票率を用いる。予想され

る結果としては、自民党を好む人は保守的であ

ると考えられるから、小さな政府を好むため被

説明変数に負の影響を与えると考えられる。 

 

                                                      
32中位投票者仮説とは、選択肢が一つですべての投票者の

選好が単峰型であるならば、多数決原理に基づく政治

の意思決定の場においては、選好順位が中位の投票者

が最適と考える点に公共財の水準が決まるという仮

説。 

（２）分析モデル 

本稿で用いる分析モデルは以下の通りである。 

 

 

 

 Y：65 歳以上一人当たり老人福祉費（対数） 

i：北海道、青森県、・・・、鹿児島県、沖縄県

（47 都道府県） 

 t：2000 年、2005 年、2010 年 

Medianage：有権者の中位年齢 

Taxrevenue：一人当たり税収（対数） 

UR：完全失業率 

LDP：自民党得票率 

u：誤差項 

cons：定数項 

 

推定モデルは、先行研究と同様、固定効果モデル

を選択した。推定方法については、都道府県ごとの

固定効果を伴うパネル分析による。 

 

（３）分析結果 

推計結果は表 1 の通りとなった。着目していた有

権者の中位年齢に加え、一人当たり税収、完全失業

率がそれぞれ正に有意な結果となった。また、自民

党得票率は負に有意な結果となった。これは、前述

したそれぞれの予想に沿った結果である。 

以上の分析結果より、地域において有権者の中位

年齢が上がるほど老人福祉費の支出が増えることか

ら、本稿のリサーチ・クエスチョンであるシルバー

民主主義の存在が示された。このことは、現在の日

本の政治において、高齢者向けの政策がなされやす

い、すなわち、相対的に若者を重視する政策がなさ

れにくくなっていることを意味する。この分析結果

をもとに、次章以降でこのシルバー民主主義を克服

し、世代間格差を是正するための政策実現に向け

て、選挙にかかる現状を整理する。 
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Ⅳ 政策提言に向けて：選挙制度改革

の必要性 

 

前章の分析から、現状で日本におけるシルバー民

主主義の存在が示された。そこで、再び現在及びこ

れまでの選挙に関する状況について、様々なモデル

やデータ、資料を用いながら、「どうすれば若者の

声をより政治に反映できるのか」ということを課題

におきつつ、適切な政策とは何かを考察する。 

 

１ 投票参加の理論モデル 

 

まず彼らの投票参加率が高齢者世代に比べて低い

ことが問題として指摘されるが、この要因は何だろ

うか。ここで、投票参加による期待効用を示すモデ

ルとしてもっとも有名なモデルの 1 つであるライカ

ーモデルを紹介する。 

 

R=P×B－C＋D 

R：投票参加により得られる期待効用 

P：自分の一票が選挙結果を左右する可能性 

B：各選択肢間の期待効用の差（各政党が政権に

ついた場合にもたらす効用の差） 

C：投票参加にかかるコスト 

D：投票により果たされる義務感 

 

このモデルにおいては、投票参加によって得られ

る期待効用値が R>0 ならば有権者は投票し、R≦0

ならば棄権すると考えられる。P×B は、選挙の結

果によってもたらされる効用の期待値、D は選挙結

果とは独立した、投票参加という行為自体から得ら

れる心理的満足感である。期待効用 R を高めるため

に、本稿では個人の主観に依るところが大きい B や

D ではなく、P および C に注目した。P について

は、各有権者の投じる一票から得られる満足感を上

げ、C についてはできるだけ投票に行く負担を軽減

することが必要であり、それぞれ異なったアプロー

チがなされるべきである。ここで、若者の投票率を

上げるためには一票の満足度を上げるか、投票のコ

ストを下げるかの 2 つの方策であるとわかった。 

 

２ 選挙制度とこれまでの改革 

 

前節より、若者の投票率を上げるためには一票の

満足度を上げるか、投票のコストを下げるかの 2 つ

であるとわかったが、それを踏まえて本節では、こ

れまでの日本において行われてきた政策はどちらに

重点を置いたものであったのかを見ていく。 

まず、現行の選挙制度を確認する。日本では衆議

院と参議院の二院制を採用しているが、前者では総

選挙において小選挙区選挙と比例代表選挙が同じ日

に並立して行われる（つまり重複立候補が許されて

いる）のに対し、後者では選挙区選挙と比例代表選

挙がとられ、どちらか一方にしか立候補することが

できない。いずれにせよ、衆議院では定数 475 人の

うち小選挙区選出議員が 295 人、比例代表選出議員

が 180 人、参議院では定数 242 人のうち選挙区選出

議員が 146 人、比例代表選出議員が 96 人となって

おり、選挙区別の選挙が基本となっていることが見

て取れる。このことから、日本では選挙において議

員の「地域代表性」を重視しているといえる。 

 次に、表 3 を参照しながら、これまでの選挙制度

の変遷について述べる。 

第二次世界大戦後、民主的国家を目指すべく、

1945 年に女性の参政権を認め、満 20 歳以上の全て

の国民が選挙権を有する、完全な普通選挙が実現さ

れた。翌年には貴族院が廃止され、衆議院・参議院

の二院制という現在につながる日本の政治の基本構

造が確立した。さらに、1947 年には衆議院議員選

挙法の改正・参議院議員選挙法の公布が行われ、前

者では標準的には一選挙区から 3～5 人が選出され

る中選挙区を用いた選挙が、後者では全国を一つの

選挙区とした全国区と各都道府県の区域によって分

けられた地方区を組み合わせた選挙が行われること

となった。ここから、戦後の日本ではまず、前述し
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たような「地域代表性」を重視した選挙が目指され

ていたといえる。その後、1982 年に参議院全国区

制が変更され、比例代表制が登場することとなっ

た。比例代表制とは、各政党の得票率に応じて議席

数を配分する制度であり、長所として（1）小政党

でも国会に代表を送ることができる、（2）死票が

少なくなる、短所として（1）小党分立になりやす

く安定的な政権担当が困難である、（2）有権者と

候補者の距離が遠くなる、（3）拘束名簿式の場

合、有権者が候補者を自由に選べない、などといっ

たことがあげられる。事実、この改正後には小政党

も国会に議席を持つようになった。国民の多様な意

見を国会に反映できるようにこのように選挙制度を

変えたことには、意義があるといえる。1994 年の

選挙制度改革では、そのうちの一つとして、衆議院

でも従来の小選挙区に加え比例代表制が用いられる

ことになった。これにより選挙が「地域代表性」だ

けでなく、憲法 43 条にあるような「全国民を代表

する」議員の選出を保障しようと試みたと推察でき

る。 

 その後は、新たな投票制度が次々と導入されてい

った。例えば表 3 にあるように、仕事や留学などで

海外に住んでいる人が、外国にいながら国政選挙に

投票できる「在外選挙制度」や、選挙期日前であっ

ても、仕事やレジャー、旅行、冠婚葬祭等の用務が

ある者が、選挙期日と同じ方法で投票を行うことが

できる「期日前投票制度」、仕事や旅行などで選挙

期間中、名簿登録地以外の市区町村に滞在している

者が、滞在先の市区町村の選挙管理委員会で投票で

きる「不在者投票制度」などが創設された。また今

年に入って、インターネット等の普及に鑑み、選挙

運動期間内における候補者に関する情報の充実、有

権者の政治参加の促進等を図るために、インターネ

ット等を利用する方法による選挙運動が解禁され

た。 

 以上で述べたような選挙における改革と第 1 節で

述べた投票の理論モデルを照らし合わせると、投票

参加にかかるコストすなわち C を減少させる方面の

政策は多くなされてきたことがうかがえる。一方で

投票の満足度 P を上げる方向性の改革は特になされ

ていないことが明らかとなった。そこで次節では、

投票率の低い若年層の政治意識がどうなっているの

か、投票に対する満足度は高いのかを考察してい

く。 

 

３ 若年層の政治意識 

 

本節において、若年層の政治意識の現状を明らか

にするために、財団法人明るい選挙推進協会が

2009 年に行った「若い有権者の意識調査（第 3

回）」を主に参考にした。これは、若者の投票行動

と意識を探り、今後の選挙啓発活動などの参考にす

るために、1988 年、1998 年に続いて 3 度目に実施

したものであり、16 歳以上 30 歳未満の全国男女

3,000 人を対象とした「若者調査」に加え、若者層

と一般有権者の意識の違いを比較するために、満

20 歳以上の全国男女 3,000 人を対象とした「有権

者調査」も併せて行われている。この調査から、若

年層の政治意識や、投票意識にかかわる項目を取り

上げる。 

 まず、図 8 の「誰かと政治的な事柄を話題にした

り議論したりすることがあるか」という若者調査に

対して、「毎日ある」「週に何回かある」「週に一

度ぐらいある」と答えた若者、さらに「国や地方の

政治にどの程度関心があるか」という質問に対して

「非常に関心がある」「ある程度関心がある」と答

えた若者は、二度目の調査で一度減少したものの、

当調査で再び増加が見られた。日常的に政治に関心

を持ち、政治的な話題やそれに関する自分の考えを

他人と話し合う若者が増えてきていることがわかっ

た。 

 一方で、若者が政治参加に消極的となる要因も見

つかった。同調査において、図 9「自分の支持して

いる政党や立候補者が勝つ見込みがないときには、

投票しても無駄である」との項目に「そう思う」

「どちらかといえばそう思う」と答えた人の割合
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も、20 代、30 代の若年層が高齢者を上回る傾向が

見られた。よって、多くの若者が選挙や政治に対し

て無力感を抱えているといえる。 

さらに、図 10 にあるように若者に政治に関心が

持てない理由を尋ねたところ、総回答数 2,698 のう

ち、3 番目に多かったのは、「若者に関係のある政

治が提示されないから」で、割合は 15.2％だっ

た。2 番目は、「不勉強だから」で 17.6％。そし

て、圧倒的に多かったのは、「関心をもったところ

で何も変わらないから」の 45.1％だったというデ

ータも存在した。 

 以上の調査結果より、我々は、多くの若者は決し

て政治に関心がないわけではないものの、政治的無

力感を抱いており、それが投票行動の妨げとなって

いる。更に関心の低い若者についても、その原因が

同じような無力感から起こっている、といった現状

があることを結論として得た。つまり、 

有権者の高齢化による若年層の政治的プレゼンス

の低下 

→若年層の投票一票あたりがもたらす政治的影響力

の低下（投票モデルにおける P の低下） 

→若年層が投票参加により得られる期待効用の低下

（投票モデルにおける R の低下） 

→若年層の投票率の低下 

→若者の政治的プレゼンスの低下 

という負のスパイラルが起きていると考えられる。 

この現状を踏まえ我々は、この負のスパイラルか

ら脱却し、「若年層の政治的意見の反映」という課

題を達成するには、投票率の向上政策など今まで行

われてきた政策の延長のような政策ではなく、若年

層の政治的プレゼンスを上げるような抜本的な選挙

制度改革が必要であると結論付けた。つまり現行の

選挙制度にあるような「地域代表」などの理念に加

え、「世代代表性」を確保できるような選挙制度、

すなわち「世代別選挙」の導入が不可欠なのではな

いかと結論づけた。 

次章では世代別選挙区制度の導入に向けて、現行

あるどの選挙制度を変えて世代別選挙区制度を導入

するか、選挙結果のシミュレーション等により検証

していく。 

 

Ⅴ 政策提言:世代別選挙区制度の導入 

 

１ 世代別選挙区制度の意義 

 

前章で述べたとおり、我々は以上の若者の政治意

識の現状を踏まえて、若年層の意見を政治に反映す

るために、世代別選挙区制度の導入を提言する。こ

の世代別選挙区制度は、井堀・土居（1998）などに

よって提唱された選挙制度であり、井堀・土居

（1998）によれば、この選挙制度は、選挙区を、青

年区（20 代と 30 代）、壮年区（40 代と 50 代）、

老年区（60 代と 70 代）に分割するものである。そ

して、各世代の有権者の人口比に応じて議席を配分

するというものである。 

 この世代別選挙制度の一番の意義は、世代ごとに

選挙区を分けることにより、世代の代表を一定数必

ず選ぶことができるという点である。従来の衆議院

の小選挙区制度のような世代ごとの区別がなく、1

人の被選挙人しか選べない場合では、必然的にその

選挙区で多数を占める高齢者の選ぶ候補者が当選し

やすく、若者が別の候補者を支持したとしても、そ

の声はまず反映されない。そういった多数世代が少

数世代の意見をつぶしてしまうことのないよう、若

年区を設けることで、その選挙区の数だけ、若者の

意見を反映する議員を政治の場に送りだすことがで

きる。 

 世代別選挙制度を導入する場合、衆議院参議院そ

れぞれ 2 つの異なる選挙制度があり、その意義やメ

リットも異なる。それを踏まえたうえで、世代別選

挙制度をどのように導入するべきかを、次節以降で

検証していく。 
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２ 選挙結果のシミュレーション 

 

本章では、現行の選挙制度と我々の提案する世代

別選挙区制度を導入した場合の選挙制度において、

どのように世代別の意見反映に差がでるかを選挙結

果のシミュレーションによって検証する。この分析

手法は、岩本・小田・鈴木・橋本（2009）で用いら

れている手法を参考にした。この岩本・小田・鈴

木・橋本（2009）は、衆議院参議院合わせて 4 つの

現行の選挙制度、及び世代別選挙制度を導入した場

合の選挙結果の差異を分析したもので、世代別選挙

区制度の導入を提言しているという点で、本稿と趣

旨を同じくする先行研究である。この先行研究の分

析手法を参考に、我々が考える世代別選挙区制度を

用いた選挙の世代間格差是正への有効性を明らかに

する。 

 

（１）分析手法 

分析対象：①衆議院小選挙区制 

②衆議院比例代表制 

③参議院通常選挙選挙区制 

④参議院通常選挙比例代表制 

対象年度：2010 年、2025 年、2040 年 

次に、分析を行う上で用いるデータおよび仮定に

ついて説明する。 

① 政党の設定 

本分析においては、現在ある政党を用いるの

ではなく、A～C 党の架空の 3 つの政党を設定

する。その理由としては、政党は統廃合するも

のであることから、将来状況が変わることも十

分予想されるため、現在の政党のみを基準にす

ると正しい分析ができないと判断したためであ

る。 

よって以下のように 3 パターンの各政党の世

代別政党支持率は表 4～6 のように設定した。 

② 世代別投票率 

世代別の投票率は、明るい選挙推進協会が公

表している第 45 回衆議院議員総選挙における

投票率のデータを用いる。地域ごとの世代別投

票率の差に関しては、一律にこの世代別投票率

を用いて計算する。 

 

③ 世代別人口 

世代別人口は、2010 年度国勢調査人口等集計

のデータを用いる。 

 

（２）各都道府県における政党別獲得票数の算出 

本分析においては、都道府県単位で各政党の獲得

票数を算出したのち、これを用いて各選挙制度にお

ける各政党の獲得議席を計算する。まず、各都道府

県における政党別獲得票数の計算方法を紹介する。 

初めに、以下のように定義する。 

 

都道府県 Y における a 代の有権者数：     

都道府県 Y における選挙区数：   

全国における政党 X に対する a 代の支持率：    

全国における a 代の投票率：      

都道府県別 Y における政党 X の支持率に対する

乱数の値：                

（X=A,B,C）（a=20,30,40,50,60,70～） 

 

この場合、都道府県 Y における a 代の投票者数

は、 

         

となる。そして、都道府県 Y における政党 X の a

代での支持率は、 

 

 

 

 

となる。これらを用いると、都道府県 Y における政

党 X の a 代における獲得票数は、 

                     

と計算される。よって都道府県 Y における政党 X

の総獲得票数は、 
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となる。 

次に、ここで求めた都道府県ごとの政党別獲得票

数を各選挙制度に当てはめた場合の、各政党の獲得

議席数の算出方法を述べる。 

① 衆議院議員総選挙小選挙区制 

衆議院における小選挙区制度は、定数 1 の小

選挙区を全国で合計 300 区設定し、各選挙区に

おいて最多の票を獲得した候補者が当選すると

いう制度である。 

本分析においては、計算を行いやすくするため

に、都道府県単位での計算を行っている。つま

り、都道府県 Y に割り当てられている小選挙区

の数を T とすると、前節で計算した都道府県 Y

における政党別得票数が最も多い政党 X が、都

道府県 Y に割り当てられた議席数 T を総取り

するという仕組みである。 

② 衆議院議員総選挙比例代表 

衆議院比例代表制は、全国を 11 ブロックに

分割した上で、各ブロックに議席配分を行う制

度である。各ブロックには複数の議席が配分さ

れており、各政党への議席配分方法はドント式

によって算出される。ブロックの区割りは現行

制度のものを用いる。ブロックの割り振り、ブ

ロック別議席数は、表 2 に示した通りである。 

ブロック Z（1,2…12）における政党 X の獲

得票数 Gz（X）は、前章で算出した都道府県 Y

における政党 X の獲得票数を使って、各ブロッ

クに属する都道府県の政党別獲得票数 Gz

（A）,Gz（B）…Gz（E）を求める。 

③ 参議院議員通常選挙区制 

参議院における選挙区制は、都道府県を単位

に人口規模に応じて定数 1～5 の選挙区を配分

する選挙制度である。ただし参議院は半数改選

であるため、合計では定数はその倍の 2～10 で

ある。一度の選挙において当選するのは 73 人

であり、全選挙区の定数の合計では 146 人とな

る。 

選挙区制における獲得議席の計算方法は、ド

ント方式を用いて行う。よって計算方法は、比

例代表制と同様となる。ここでドント方式を用

いる根拠は、比例代表制と中選挙区制における

各政党の獲得議席数は、近似するという西平

（1991）に基づいている。本分析においては、

各政党が複数候補者をどのように立てるかまで

想定することは難しいと判断し、ドント方式を

用いることとした。 

 また、半数改選であるため、各選挙区の定数

を 1～5 として各政党の議席を配分したのち、

その議席数を 2 倍にして選挙結果としている。 

④ 参議院通常選挙比例代表制 

参議院における比例代表制は、衆議院におい

て全国を 11 ブロックに分けて行う場合とは異

なり、全国を 1 ブロックとして扱うものである。

議員定数の合計は 96 人であり、半数改選であ

るため一度の選挙における当選者は 48 人であ

る。 

 分析手法は衆議院総選挙比例代表制と同様に

ドント方式で議席を配分する。また、参議院選

挙区制と同様に、半数改選であるため、1 度の

選挙で当選する各政党に 48 議席をドント方式

で決定したのち、その議席数を 2 倍することで

選挙結果としている。 

 

（３）理想の議席数の計算 

本分析においては、算出した各政党の獲得議席数

と、各政党の理想の議席数の差を明らかにする。こ

こでは、各政党の理想の獲得議席数の計算方法につ

いて述べる。 

 

全国における政党 X に対する a 代の支持率 : F

（X,a） 

全国における a 代の有権者人口 : P（a） 

当該選挙制度に配分された議席数：T 

と定義したとき、理想の議席数 Sx は、 
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であらわされる。つまり、各政党の世代別支持率を

加重平均して、各政党の理想の獲得議席比率を算出

し、その値に各選挙制度における議席数 T をかける

ことで、計算している。ただ世代別支持率の平均を

とるのではなく、各世代の人口規模に応じた加重平

均を用いることにより、各世代の人口を考慮した理

想の議席数を算出している。 

 

３ シミュレーション結果（現行制度） 

 

（１）衆議院小選挙区制 

シミュレーション結果は、表 7 及びグラフ 11～

13 の通りである。 

 それぞれの対立度において、理想の議席数と獲得

議席数が大きく乖離していることが明らかとなっ

た。特に B 党に関しては、最大 150 議席以上もの理

想との乖離が見られ、どの年度、対立度においても

B 党が圧倒的な議席数を得る結果となっている。 

 小選挙区制においては、最も獲得票数の多い 1 人

の候補者しか当選しない仕組みであるために大政党

が有利である。そのため今回のシミュレーションに

おいては、高齢者の支持が厚い B 党という大政党

が、若年層の支持する A 党を人口規模及び投票率の

差から獲得票数で上回り、議席を独占するという形

となっている。 

 

（２）衆議院比例代表制 

衆議院議員総選挙比例代表制の結果は、表 8 及び

グラフ 14～16 の通りである。 

 各対立度および各年度において、大きく理想の議

席数から乖離しているという場合はなく、乖離が

10 議席以内に収まっている。A、B、C 党ともに乖

離が非常に少なく、特に問題点が見当たらない。こ

の結果は、各世代の意見反映という点で比例代表制

が非常に理想的な選挙制度であることを示す結果と

なった。比例代表制とは、死票を少なくし多様な意

見を反映することを目的とした選挙制度という本来

の理念から考えると、この結果は妥当であると言え

る。 

 

（３）参議院選挙区制 

参議院通常選挙選挙区制の結果は、表 9 及びグラ

フ 17～19 の通りである。 

 グラフを見ると明らかなように、どの年度、対立

度においても高齢者の支持する B 党が理想よりも議

席を多く獲得し、A 党および、C 党の議席数はその

分の議席を奪われる形で理想より少ない議席数とな

っている。衆議院小選挙区制と比べると、A 党も議

席を獲得できていることから優れているが、比例代

表制と比べると乖離は非常に大きく、世代別意見反

映の点から問題であると言える。 

 

（４）参議院比例代表制 

参議院通常選挙比例代表制の選挙結果は、表 10

及びグラフ 20～22 の通りである。 

衆議院総選挙比例代表制と同様に、理想の議席数

からの乖離は非常に少なく、最大でも 3 議席にとど

まっている。衆議院の比例代表制と割り当てられた

議席数を考慮したうえで比べても、その乖離は非常

に小さい。これは全国を 1 ブロックとした本選挙制

度のほうが、全国を 11 ブロックに分割する衆議院

の場合よりも 1 ブロックあたりの議席数が多いため

であると考えられる。 

 

（５）分析結果の考察 

分析結果をまとめると、衆議院小選挙区制度及び

参議院通常選挙・選挙区制は世代別意見反映の観点

から望ましくなく、一方で衆議院比例代表制及び参

議院比例代表は世代別の意見反映の実現に望ましい

ことが明らかとなった。 

そして各分析結果を踏まえ、世代別の意見反映と

いう観点から各選挙制度の優劣を以下にまとめた。 
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参議院比例代表制＞衆議院比例代表制＞参議院選

挙区制＞衆議院小選挙区制 

このような結果となった理由としては、前述した

ように、比例代表制において、参議院の比例代表が

優れているのは、全国が 1 ブロックで構成されてお

り、ブロックあたりの議席数が多いことが要因であ

る。参議院選挙区制が衆議院小選挙区より優れてい

るのは、参議院選挙区制の場合は必ずしも 1 挙区当

たりの定数が 1 ではないため獲得票数が第 2、第 3

番目の候補者が当選しやすいことが要因である。た

だし、この結果を踏まえて、比例代表制を一律に導

入すべきという判断はできない。なぜなら各選挙制

度には世代別の意見反映という点以外にも長所や短

所があり、それぞれの意義や狙いも異なる。よって

次節ではそういった各選挙制度の特徴や、衆議院と

参議院の役割も踏まえて、世代別選挙区制度をどの

ように現行制度に組み込むかを考察していく。 

 

４ 衆議院と参議院の役割と選挙制度の意義 

 

衆議院と参議院にはそれぞれ政治的意思決定にお

いて役割があり、各選挙制度もそれぞれ異なる意義

を持っている。本節ではそれらを整理し、どの選挙

制度に替えて世代別選挙制度を組み込むか、候補を

絞り込む。 

 まず衆議院とは、参議院よりも任期が短く解散が

あるため、参議院に比べて流動的である。よってそ

の時々の民意をより敏感に察知し、政治に反映する

ことが期待されている。衆議院の優越から明らかで

あるように、参議院に比べてより強い決定権が与え

られており、政治を前に進めることが何より求めら

れている。一方で参議院の場合は、任期が 6 年と衆

議院より長く、解散もないため、より長い目で政治

を見ることができるが、衆議院と参議院で法案の可

否決の意見が異なった場合、衆議院の 2/3 以上の賛

成で可決されるなど、衆議院に比べて決定権は弱

い。このような点から、参議院は衆議院の意思決定

に対し、長期的な視点からのチェックなどのブレー

キのような役割が期待されている。 

 次に各選挙制度の意義について考察していく。ま

ず衆議院の小選挙区制の意義は、大きく二つあり、

一つは地域代表性の担保である。地域代表とは、同

じ日本でも各都道府県各市町村に住む人々の政治的

意見はそれぞれ異なり、そういった多様な各地域の

意見を代表する議員を確保する必要があるという考

え方である。衆議院小選挙区は全国を 300 の細かい

選挙区に分割し、各選挙区から 1 人の代表者を選出

することで地域代表の役割を担っている。もう一つ

の意義は、勝利政党の選出機能である。前述したよ

うに、衆議院では政治を前に進めることが必要とさ

れている。この衆議院において大政党が現れなかっ

た場合、例えば全体の過半数を占める政党がなけれ

ば法案の議決が困難を極め、全体の 2/3 を占める政

党がなければ、参議院と与党が異なるいわゆる「ね

じれ国会」のような場合に、速やかな意思決定がで

きなくなる。このような事態を防ぐため、衆議院は

小選挙区制を採用し、各選挙区の定数を 1 として、

最も得票数の多い候補者しか当選しないようにする

ことで、大政党を生み出しやすくしている。 

 参議院における選挙区制も比較的この衆議院小選

挙区制に近いが、人口の多い都道府県は定数 2～5

割り当てられており、より第 2 第 3 の政党が当選し

やすくなっている。この点で、衆議院小選挙区とは

違い、少数政党にも配慮した、比較的多様な意見を

反映しやすい選挙制度となっている。 

 衆議院及び参議院における比例代表制は、採用し

ているドント方式という議席配分方法の理念からも

わかるように、死票を少なくすることに優れた選挙

制度であり、述してきたように多様な意見を政治に

反映することに優れている。衆議院の比例代表制

は、衆議院小選挙区制によって偏りがちな政党の議

席配分を和らげる形で、多様な意見を衆議院に持ち

込む役割がある。 

参議院においても基本的に同じであるが、衆議院

が小選挙区：比例区の割合が 300：180 であるのに
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対し、参議院では選挙区制：比例の割合が 146：96

と比較的比例の割合が高い。参議院選挙区制が小選

挙区制よりも多様な意見を反映しやすい制度である

ことも踏まえると、衆議院よりも多様な意見の反映

という点に重きをおいていることが伺える。 

 以上をまとめると、選挙制度にはそれぞれ役割が

与えられており、選挙制度の改革には世代別の意見

反映だけでなく、地域代表性の担保、勝利政党の選

出、多様な意見反映などさまざまな点を考慮しなけ

ればならないことが明らかとなった。次節ではこれ

らを踏まえて、世代別選挙制度の導入に向けて考察

していく。 

 

５ 世代別選挙区制度の導入に向けて 

 

 前述した分析結果と前節の選挙制度の考察を踏ま

えて、我々は世代別小選挙区制度を衆議院に導入す

べきだと考える。 その最も大きな理由は、衆議院

における小選挙区制度が、世代別の意見反映の観点

から一番の妨げであると本分析で明らかになったと

いう点である。参議院より決定権の強い衆議院にお

いて、なおかつ 7 割程度の定数を占めるこの小選挙

区制度を改革しなければ、真の意味での世代別の意

見反映、ひいては世代間格差の是正にはつながらな

いと考えるからである。ここで小選挙区制を世代別

の意見反映に望ましい比例代表制にしない理由は、

衆議院に勝利政党の選出機能を存続させるためであ

る。比例代表制は、多様な意見を反映しやすい一方

で、大政党を生み出すという観点からは最も遠い選

挙制度である。比例代表においては仮に A 党と B 党

の得票率が 49：51 のような拮抗した数字である場

合には、配分議席数も 49：51 に限りなく近似する

よう設計されており、過半数や 2/3 といった一定基

準を満たすかどうかで政治の意思決定スピードに大

きな影響を及ぼす衆議院選挙のすべてを担うには向

かないと言える。そこで世代別選挙区制度という、

世代別の意見を反映することに優れる一方で、小選

挙区制を採用しているため、純粋な小選挙区制ほど

ではないが大政党を生み出しやすい。つまり、世代

別小選挙区制度は、世代別の意見反映と勝利政党の

選出により政治の円滑化のどちらにも配慮した選挙

制度と言える。 

参議院でも同様に、世代別意見反映という点で課

題のある参議院選挙区制にも世代別選挙区制の導入

が考えられるが、衆議院における当該選挙制度導入

との兼ね合いから、衆議院に導入する場合は、参議

院にはすべきではないと判断した。それは地域代表

性という観点を考慮した結果である。衆議院で世代

別小選挙区制度を導入した場合、従来の小選挙区制

度で担保できていた地域代表性が担保できなくな

る。なぜなら世代別小選挙区の場合、ある一つの地

域に若年、中年、老年の 3 つの選挙区が並立する形

となるため、1 選挙区あたりの面積は従来の 3 倍の

広さになる。よって地域代表という点では従来の

1/3 程度となり、各議員が地域だけでなく、各世代

の代表であるという意識を持つことを踏まえると、

議員が地域のことを考える度合いという意味では、

より地域代表の意義が薄まる。よって我々は、政治

的意思決定におけるプレゼンスがより大きい衆議院

においては、我々が一番強い問題意識を持つ世代代

表性を確保する世代別小選挙区制度を、比較的政治

の意思決定におけるプレゼンスの低い参議院におい

ては、地域代表の確保をするという形をとることを

提言する。このように衆議院と参議院がそれぞれ異

なる利害を代表して補い合うことで、全体としての

バランスをとることができると考える。 

 次節以降では、衆議院においてどのように世代別

小選挙区制度を導入すべきか、どの程度の議席数を

配分すべきかを、複数パターンを例に挙げながら、

検証していく。 

 

６ 本稿の貢献（オリジナリティ） 

 

ここまでの現行制度の分析は、先行研究である黒

田ほか（2009）に倣う形で現行制度の分析を行って

きた。我々は、この現行制度の分析を踏まえて、オ
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リジナリティとして世代別選挙制度をどの選挙制度

とどのような割合で導入すればよいかを複数パター

ンの検証を行った。これにより、比例代表の多数の

意見反映や、選挙区制度の地域代表といった観点も

考慮したうえで、より望ましい世代別選挙区制度の

導入パターンを導き出した。 

また、先行研究においては、各選挙制度がそれぞ

れ世代別意見反映の観点から望ましいか検証するの

みであり、衆議院全体における世代別意見反映度

や、衆議院と参議院を合わせた世代別意見反映度や

理想の議席との乖離には言及していなかった。しか

し、我々は個々の選挙制度には役割があり、全体と

して各理念のバランスがとれ、世代別の意見反映が

できればよいと考える。そこで、本稿では衆議院と

参議院を合わせた各政党の理想の獲得議席数を、対

立度および年度ごとに算出し、望ましい世代別選挙

区制度の導出に用いた。 

 

７ 導入パターンの検証 

 

（１）世代別小選挙区制における獲得議席の算出方

法 

世代別小選挙区制におけるシミュレーションの計

算方法について述べる。世代別選挙制度の場合は、

以下の表 11 のように各年度で各世代に割り振っ

た。これは各年度における世代別有権者に基づい

て、その人口比に沿う形で算出している。 

今回の分析においては、都道府県という区切りは

考慮せず、若年、中年、壮年の各選挙区において、

それぞれ同一の人口構成の選挙区が、各選挙区数だ

け存在すると仮定して計算する。これは、各選挙区

における人口構成比、つまり若年区ならば 20 代と

30 代の人口比がほとんど変わらないことから簡易

化して計算している。 

表にある世代別小選挙区の定数が 200 以外で検証

した場合は、定数 200 の場合と同じ各年代への選挙

区配分割合を用いて、各定数におけるそれぞれの選

挙区数を算出している。また、他の現行制度にある

比例代表等の選挙制度の定数を変えた場合の各政党

の獲得議席については、本章の分析ですでに算出し

た値を参考に、計算している。 

また、本分析においては、衆議院と参議院を合わ

せた理想の各政党の議席数を算出し、それとの乖離

を算出している。その計算方法は本章第 2 節第 3 項

にある計算式の T の部分に、衆議院と参議院を合わ

せた議席数をかけることで算出している。 

 

（２）分析パターン 

分析パターンは以下の通りである。 

① 衆議院小選挙区制 300 議席＋比例代表制 180 議

席＋現行の参議院の選挙制度 

② 衆議院世代別小選挙区制 200 議席＋比例代表制

280 議席＋現行の参議院の選挙制度 

③ 衆議院小選挙区制 400 議席＋比例代表制 80 議

席＋現行の参議院の選挙制度 

①は現行の選挙制度であり、比較のために分析す

る。 

②については、世代別小選挙区の議席数を衆議院

の約半分にし、比例代表を現行よりも 100 議席増や

したパターンである。 

③は②とは異なり、世代別選挙区の議席数を 400

と多めに設定し、残り 80 議席を比例代表制にした

ものである。 

参議院に世代別選挙区を導入していないのは、本

章で前述したとおりである。なぜ②と③をこのよう

な議席配分に設定したかというと、ある程度極端な

議席配分の 2 パターンを分析することで、現行の小

選挙区制の配分議席である 300 より増やすべきか減

らすべきかを明らかにするためである。 

 

（３）分析結果 

各パターンにおける分析結果は表 12～14 に示す

通りである。 

表のうち色を塗っている部分が、本稿の貢献でも

述べた衆参両院を合わせた理想議席との乖離であ

る。 
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詳しく見ていくと、②③の両パターンにおいて、

現行制度である①よりも、各政党の乖離割合が是正

されていることが確認できる。我々が着目してい

る、若年層の支持する A 党の得票率に関してみて

も、例えば 2040 年の高位対立を例に挙げると、①

が-139 議席で大幅に A 党の獲得議席が少なくなっ

ているのに対し、②では-6 に、③では+19 になって

いる。これは世代別選挙区制度の導入によって

2040 年というより高齢化が進んだ時点において

も、世代別の意見反映に大きく寄与することを示し

ている。 

現行制度よりも、世代別選挙区制度を導入した場

合のほうが、世代別の意見反映の観点から優れてい

ることは一目瞭然であるが、②と③を比べてどちら

を選択するのか。②と③を詳細に比較していくと、

我々が最も重視する A 党の獲得議席については、そ

れほど差が見られない。両者で差があるのは B,C 党

の議席数である。③の場合のほうが B 党の獲得議席

が多く、C 党の議席を奪う形となっている。これは

③が世代別小選挙区の議席割合を増やしていること

から、少数政党は当選しにくくなるため、言わば当

然の結果である。 

以上を踏まえ、本稿では、③の世代別小選挙区制

400 議席＋比例代表制 80 議席の案を政策提言とす

る。その理由は、衆議院の勝利政党選出機能を担保

するためである。C 党という少数政党の獲得議席数

は②案に比べて少なくなるが、多様な意見反映につ

いては、衆議院の世代別小選挙区制、参議院の選挙

区制による地域代表の確保、およびそれらを含めた

多様な意見を反映する参議院の比例代表制があるた

め、勝利政党の選出による速やかな意思決定を無駄

にしてまで、衆議院でこれ以上無理に多様性を確保

する必要はないのではないかとの結論に達した。 

 

８ 政策提言まとめ 

 

最後に本稿の提言をまとめると、 

衆議院における世代別小選挙区制度の導入 

衆議院における議席配分：世代別小選挙区制度

400 議席＋比例代表 80 議席 

以上の通りである。この政策により、政治の場に

おけるより世代別の意見反映、つまり少数である若

年層の意見反映が達成でき、世代間格差の是正につ

ながると考える。 
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図表 

図 1 年齢別人口の推移 

（内閣府「2013 年度少子化社会対策白書」より） 

 

図 2 国の長期債務残高と 20 代若者・70 代以上高齢者の投票数シェアの推移 

（日本経済研究センター「もう一度、投票の持つチカラ信じてみませんか？」より） 
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図 3 世代別生涯純受益 

（内閣府「平成 17 年度 経済財政白書」より） 

 

図 4 年代別有権者割合 

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より） 

 

図 5 衆議院選挙世代別投票率の推移 

（公益財団法人明るい選挙推進協会「衆議院議員総選挙年代別投票率の推移」より） 
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図 6,7 政府に対する要望 

（内閣府大臣官房政府広報室「国民生活に関する世論調査 平成 21 年」より） 

 

表 1 推計結果 

変数 係数 標準誤差 t 値 p 値 

切片 3.240521 2.375054 2.95 0.176 

有権者の中位年齢 0.0784416*** 0.0072957 10.75 0 

一人当たり税収 0.3386717*** 0.1784742 1.9 0.061 

自民党得票率 -0.0092178*** 0.0013976 -6.6 0 

完全失業率 0.0885285*** 0.025001 3.54 0.001 

観測値数 141    

自由度修正済み決定係数 0.8604    

***有意水準 1%,**有意水準 5%,*有意水準 10% 

 

表 2 記述統計量 

  平均 標準偏差 最小値 最大値 観測値数 

一人当たり老人福祉費（円） 81575.89 17624.37 52986.9 125488.8 141 

有権者の中位年齢 51.65957 2.598983 45 57 141 

一人当たり税収（円） 102668.9 31577.63 69350.09 365963.1 141 

自民党得票率（％） 32.53591 7.517234 17.64 66.26818 141 

完全失業率（％） 4.392908 0.9752396 2.3 7.9 141 
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表 3 選挙制度にかかわる改革の変遷 

（総務省 HP より） 

図 8 若者の政治的関心の有無 

（公益財団法人明るい選挙推進協会「若い有権者の意識調査（第 3 回）―調査結果の概要―」より） 

 

1947 衆議院議員選挙法改正 中選挙区制を採用

参議院議員選挙法公布 全国区制と地方区制を採用

1982 公職選挙法改正
参議院全国区制を比例代表制
に変更

1994 公職選挙法改正
衆議院小選挙区比例代表並立
制を採用

1998 公職選挙法改正 在外選挙制度を創設

1999 公職選挙法改正 洋上選挙制度を創設

2000 公職選挙法改正
参議院比例代表選挙に非拘束
名簿式を導入

2001 電磁記録投票法公布 電磁的記録式投票制度を創設

2003 公職選挙法改正 期日前投票制度を創設

2006 公職選挙法改正
国外における不在者投票制度
を創設

2013 公職選挙法改正
インターネット等を利用する
方法による選挙運動を解禁
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図 9 自らの投票行動への無力感 

（公益財団法人明るい選挙推進協会「若い有権者の意識調査（第 3 回）―調査結果の概要―」より） 

 

図 10 若者が政治に無関心な理由 

（J-CAST ニュースより） 

 

表 4 高位対立 

 A 党 B 党 C 党 

20代 0.7 0.2 0.1 

30代 0.7 0.2 0.1 

40代 0.6 0.3 0.1 

50代 0.3 0.6 0.1 

60代 0.2 0.7 0.1 

70代以上 0.2 0.7 0.1 
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表 5 中位対立 

 

 

表 6 低位対立

 

 

 

 

 

 

 

表 7 シミュレーション結果（現行制度：衆議院小選挙区制） 

 

図 11 高位対立 

 

 

 A 党 B 党 C 党 

20代 0.6 0.3 0.1 

30代 0.6 0.3 0.1 

40代 0.5 0.4 0.1 

50代 0.4 0.5 0.1 

60代 0.3 0.6 0.1 

70代以上 0.3 0.6 0.1 

 A 党 B 党 C 党 

20代 0.5 0.4 0.1 

30代 0.5 0.4 0.1 

40代 0.4 0.4 0.15 

50代 0.4 0.4 0.15 

60代 0.4 0.5 0.1 

70代以上 0.4 0.5 0.1 
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図 12 中位対立 

 

図 13 低位対立 

 

表 8 シミュレーション結果（現行制度：衆議院比例代表制） 
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図 14 高位対立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 中位対立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 低位対立 
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表 9 シミュレーション結果（現行制度：参議院選挙区制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 高位対立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 中位対立 
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図 19 低位対立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 10 シミュレーション結果（現行制度：参議院比例代表制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 高位対立 
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図 21 中位対立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 低位対立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 11 世代別小選挙区制における各世代の議席数（定数 200 の場合） 

 若年 中年 壮年 

2010 61 64 75 

2025 48 66 86 

2040 45 55 100 
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表 12 シミュレーション結果（現行の衆議院議員選挙：小選挙区制 300 議席＋比例代表制 180 議席） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 13 シミュレーション結果（政策導入後の衆議院議員選挙：世代別小選挙区制 200 議席＋比例代表制 280 議

席） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 14 シミュレーション結果（政策導入後の衆議院議員選挙：世代別小選挙区制 400 議席＋比例代表制 80 議

席）
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第６章 自殺の社会経済的要因と 

その対策のありかた 

阪口 慶次朗 山本 彩加 

井上 ゆり絵 梅澤 啓 

螺良 彩花 
 

要旨 

 

我が国では、1998 年から 2012 年まで自殺死亡者数が 3 万人を超えており、深刻な問題となっている。具体

的な内訳としては、自殺死亡者数の約 6 割が失業者であり、男性の自殺死亡者数は女性の約 2.5 倍である。ま

た、要因としては男性では健康問題と経済・生活問題が大半を占め、女性では健康問題が大半を占めている。 

 日本では伝統的に切腹や自決が行われていた時代があり、自殺は個人の自由であるという考えもあるが、自

殺死亡者数の増加はもはや単なる個人の問題ではなく、深刻な社会問題であると言える。 

 自殺死亡者数の増加が社会に与える影響として、自殺によって家族を失った遺族の抱える精神的・経済的負

担やこれによる遺族の自殺のリスクの増大、著名人の自殺による後追い自殺など、自殺が与える負の外部性と

いうものが考えられる。また、自殺により命を絶った個人が経済活動に参加できないため、国の経済全体にも

影響を及ぼすという点で社会的損失であるとも考えられる。さらには、日本の自殺率は世界の国々と比較して

も非常に高く、世界保健機関（WHO）のデータによると OECD 諸国の中では男性に関しては第 3 位、女性に関し

ては第 2 位となっている。 

本稿では、様々な側面から現代の日本における自殺対策の必要性を説き、現在の政府による政策の問題点を

指摘したうえで、日本版総合的社会調査（JGSS）のデータを用いて自殺者が自殺願望を抱く要因を、20 歳から

59 歳までの若年・中年層と 60 歳以上の高齢者層に分けて分析した。分析の結果、若年・中年層では「女性」、

「離死別」、「失業の可能性レベル」、「自殺許容レベル」、「トラウマの回数」が自殺願望を持った経験に

対して正の影響を与える一方で、「50 歳代」、「友人との交際の満足レベル」、「健康レベル」が負の影響を

与えるということがわかった。また、高齢者層では「未婚」、「自殺許容レベル」、「トラウマの回数」が自

殺願望を持った経験に正の影響を与え、「健康レベル」、「友人との交際の満足レベル」が負の影響を与える

ことがわかった。 

分析の結果を踏まえて我々は、「自殺願望を抱かせない社会づくり」、「自殺を遂行させないための施策の

実施」、「自殺未遂者の再犯防止・遺族の後追い自殺防止」及び「自殺対策のための社会経済学的研究の推

進」を目指し、現状の問題点をそれぞれ指摘した上で、自殺対策について有用な策を講じたい。 



 

 

142 

 

Ⅰ はじめに 

 

我が国では、1998 年から 2012 年まで自殺死亡者

数が 3 万人を超えており、深刻な問題となっている。

政府は 1998 年に経済状況の悪化によって自殺死亡

者数が急増したことを受けて本格的に自殺対策に取

り組み始めた。現在制定されている自殺対策基本法

では、自殺対策の基本理念として、自殺が個人的な

問題としてのみ捉えられるべきではなく、その背景

に様々な社会的要因があることを踏まえ、国、地方

公共団体、事業主、国民のそれぞれが責務を果たし、

自殺対策を社会的な取り組みとして実施することが

定められている。また、自殺対策基本法に基づき、

政府が推進すべき自殺対策の方針として自殺総合対

策大綱が 2007 年に閣議決定で定められた。ここで

は、具体的な数値目標として、2016 年までに 2005

年の自殺死亡率２を 20%以上減少させることが設定

されている。2012 年には、1998 年以来連続して 3

万人を超えていた自殺死亡者数が 15 年ぶりに 3 万

人を下回ったものの、自殺死亡率33について政府が

掲げている目標には依然として達していない。自殺

は様々な要因が複雑に絡み合った結果であるが、自

殺という最終段階に至るまでの過程で精神的な問題

や個々人の思想が大きな影響を与えていると考えら

れるために、我々は心理的な要因に着目した。  

本稿では、JGSS-2006 のデータを基に「友人との

交際の満足レベル」、「自殺許容レベル」、「トラ

ウマの回数」という 3 つの心理的要因の変数を作成

し、これらが自殺願望を抱いた経験の有無にどのよ

うな影響を与えてきたのかを分析する。その結果か

ら、これらの要因は自殺願望を抱いた経験の有無に

大きく影響すると言える。これを踏まえ、今後ある

べき自殺政策について提言を行う。 

なお、本稿の構成は以下の通りである。Ⅱ章では

日本における自殺の現状及びその対策のための現行

政策を紹介する。Ⅲ章においてこれまで行われてき

                                                      
33人口 10 万人あたりの自殺死亡者数 

た先行研究をまとめ、Ⅳ章で実際に行った分析につ

いて述べる。最後にⅤ章で我々の考える自殺対策に

ついて政策提言を行う。 

 

Ⅱ 自殺の現状及び問題意識 

 

１ 日本における自殺の現状 

 

➀ 自殺者数とその内訳 

近年我が国では自殺死亡者数の増加が深刻な問題

となっている。自殺死亡者数は 1998 年から 2012 年

まで一貫して年間 3 万人を超えており、毎日約 90

人もの人が自殺しているということになる。2012

年には 2 万 7766 人と 3 万人を下回ったものの、依

然として高い水準である。 

 また、自殺に繋がる要因には様々なものが考えら

れる。また、その一つ一つの要因の背後には人々の

様々なライフスタイルが関係している。図 1 は、

2012 年の自殺者の職業別の内訳をグラフにしたも

のである。これを見ると、自殺者の約 6 割が無職者

であり、その次に多いのが被雇用人であることがわ

かる。無職者の中には定年退職後の高齢者や主婦も

含まれているが、「警察庁生活安全局生活安全企画

課 平成 24 年度中における自殺の概要資料」による

と、自殺した無職者の多くは失業者である。図 2 は

男性、図 3 は女性に関する 2012 年における自殺の

年齢別要因の内訳をグラフにしたものである。これ

を見ると、男性に関しては、20 歳代から 50 歳代で

は健康問題と経済・生活問題の割合がほぼ同じであ

り、60 歳代以上では健康問題が半数以上を占めて

いることがわかる。これに対して女性は、20 歳代

以上のすべての世代において健康問題が自殺要因の

半数以上を占めている。人数で比較すると、健康問

題に関しては男女でそれほど人数に差はないが、経

済・生活問題が原因で自殺を図る者の数は、男性が

女性の約 7～10 倍である。このことから、経済・生
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活問題は特に男性に特有の要因であると言える。図

4 は経済・生活問題のより詳細な内訳を示している。

経済・生活問題による自殺死亡者は年間約 5200 人

（平成 24 年 警察庁自殺統計）であり、図 4 から、

その内 40%以上が負債を抱えたことによって自殺し

ていることがわかる。この中には、連帯保証人等の

保証債務も含まれる。連帯保証人の数に関する公式

の統計は存在しないが、自己破産事由のうち 4 分の

1 程度が保証債務である（平成 16 年早稲田大学消

費者金融サービス研究所）ことに鑑みると、その影

響は決して小さいとは言えない。また、保険金を目

当てとする自殺も、年間 70 人近く存在している

（同上自殺統計）。図 5 は健康問題のより詳細な内

訳を示している。これを見ると、うつ病と身体の病

気が健康問題の 70%以上を占めていることがわかる。 

図 1 の職業別のグラフ、図 2・図 3 の自殺の要因

の内訳のグラフ、図 5 の健康問題の内訳のグラフを

関連付けてみると、自殺に至るいくつかのパターン

が見えてくる。無職者の自殺が多いのは、リストラ

などの事情により職を失った人、あるいは身体の病

気を抱えていて職に就けない人がうつ病、あるいは

生活苦に陥り、再就職できずに自殺願望を抱くよう

になったためであると考えられる。また、勤労者で

も生活苦や家庭の問題によってうつ病などに陥って

しまい、自殺を図るということも考えられる。 

これまで日本では、自殺はうつ病や精神疾患、健

康問題など各個人の要因に起因する問題であると考

えられてきたが、実際には様々な社会的問題が絡ん

でおり、一概に述べることはできない。多くの個人

が抱えるうつ病の背後には、過酷な労働や多重債務、

健康に問題を抱える人々のケアの不十分さなど、う

つ病を生み出す社会経済環境があると考えられる。

したがって、自殺は社会問題が複雑に絡み合うこと

によって引き起こされる現象であるということがで

きる。 

 

③  自殺の国際比較 

自殺率の高い地域として、ロシア、ハンガリー、

リトアニア、ベラルーシ等の旧社会主義国家である

東ヨーロッパが挙げられる。WHO の 2008 年の調査

によると、東欧において自殺率の最も高い年齢層は

75 歳以上の高齢者である。東欧での自殺率が高い

のは、社会主義から資本主義への変化や、グローバ

ル化、IT 化等の急激な社会構造の変化によって、

既存社会が崩壊することによるものであると考えら

れている（阪本（2011））。また、韓国に関しては

1997 年のアジア通貨危機により、経済に大きな打

撃を被ってから、貧富の差が拡大し、自殺率が急増

したと考えられている（平成 20 年度版自殺対策白

書）。 

図 6 は OECD 諸国における自殺率の国際比較をグ

ラフにしたものである。2012 年の WHO の報告書で

は、日本における自殺率は 24.4 であり、OECD 諸国

の中でも高い数値を示している。日本に関しては歴

史的に自殺率が高い傾向にあり、1950 年代より、

日本の自殺率は 20 から 25 の間を推移している。こ

れは、古くから自決、切腹が責任の取り方であり美

徳であるとする、自殺に対して肯定的な伝統的死生

観が存在することによると考えられる（澤田・上

田・松林 2013）。また、キリスト教やイスラム教

では自殺を明確に禁止しているのに対して、仏教・

神道では自殺を積極的に禁止していない。これも自

殺率が高い一因であると考えられる（Stuart D.B. 

Picken （1979））。 

 

２ 自殺対策を行う意義 

 

自殺は個人の自由であるという考え方もあるが、

我々はいくつかの根拠を挙げて政府が自殺対策を行

う必要性を論じる。 

 まず、日本国憲法第 25 条第 1 項において、「す

べて国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権

利を有する」と定められているように、国民の幸福

を一定程度維持することは政府の役割であると言え
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る。しかしながら図 6 に示している通り、我が国の

自殺率は OECD 諸国の中でも依然として高い水準に

あることから、政府が行っている自殺対策は必ずし

も有効であるとは言えず、改善の余地が残されてい

る。 

 

➀ 自殺がもたらす負の外部性 

自殺によって家族を失った遺族は精神的・経済的

負担を抱える傾向にあり、それによって自殺のリス

クが増大する。また、著名人の自殺に関しての報道

が大々的に行われると、後追い自殺が増加すること

が分かっている。以上のように、自殺には「負の外

部性」があり、自殺者本人だけではなく周囲の人々

にも多大な影響をもたらすと言える。 

 

自死遺族に与える影響 

デンマークの研究では、自死遺族の自殺リスクは

一般市民に比べ、2 倍以上高いことが示されている。

これは、家族の精神疾患の有無なども考慮したうえ

での結果である。さらに未成年者においては、親を

自殺で亡くした者の自殺リスクは親が健在の者より、

3 倍近く高い。このような差は、親の死因が事故・

病気の場合にはほとんど見られないものである

（Cvinar J. G,（2005））。 

以上より、親の死因が自殺であることが自殺リス

クを上げる原因になると言える。 

また、故人の残した負債、家族の自殺によって生

じた損害に対する多額の賠償請求も遺族の負担とな

り、自死遺族の自殺につながると考えられる。 

 

ウェルテル効果 

ウェルテル効果とは、著名人などの自殺の報道が

一般人に影響を与え、新たな自殺を誘引することで

ある。 

1989～2010 年の 22 年間分の人口動態統計の日次

データを用い、日本における 136 人の著名人（芸能

人、スポーツ選手、政治家、作家など）の自殺が総

自殺者数に与える影響を、回帰分析で推定した結果

がある。この分析結果によると、自殺報道の直後の

自殺者数は、自殺報道がないときに比べ 7％上昇し、

この効果は約 7 日間続く。報道から１週間後、この

影響は約 4％まで減少するが、それでもなお自殺報

道の約 20 日後までは自殺者数の増加傾向は継続す

る （ Matsubayashi, T ,Mori, K. & Ueda, M.

（2013））。 

上述の通り、自殺は遺族だけでなくそれ以外の人

にも多大な影響を与える「負の外部性」をもってい

る。 

 

②個人を失うことによる社会的損失 

社会の構成員を、その人の寿命よりも早く亡くす

ことの影響を計る指標に、「損失生存可能年数」

（Potential Years of Life Lost; PYLL）がある。

自殺における PYLL は自殺をした人が自殺をしな

かった場合を仮定し、平均的にあとどれくらいの年

数生存することができたかを基に、自殺による「失

われた年数」を計るものである。 

澤田・上田・松林；自殺のない世界へ（2013）で

は、1950 から 2010 年の 5 年ごとの人口動態統計に

基づいた自殺者数のデータ、及び自殺者数データに

対応する年の生命表（厚生労働省 各年）を用いて、

2010 年の年齢別・性別自殺者データに基づく PYLL

の推計結果が算出されている。結果として、全年齢

の PYLL 総計は男性が約 59 万年、女性が約 26 万年

であった。これにより、2010 年の 1 年間で自殺に

よって失われた人生は 85 万年分にも及ぶことが明

らかになった。 

本来であれば経済活動が可能であったこれらの年

数を失うことは、日本経済に大きな損失を与えてい

ると言える。 

 

３ 政府の取り組み 

 

日本の自殺者数は1998年に急増し、以降3万人前

後の数をとるようになった。これをきっかけに、政

府は国をあげて自殺対策を行うようになった。 
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まず、2000年に厚生労働省は健康日本21を策定し、

2010年までに自殺者数を22,000人以下とすることを

目標とした。健康日本21は、「21世紀における国民

健康づくり運動（健康日本21）」の「趣旨」、「基

本的な方向」、「目標」、「地域における運動の推

進」などについて、その概要を解説するとともに各

分野の数値目標を掲載したものである。2001年には

厚生労働省で自殺防止対策費を予算化し、相談体制

の整備、自殺防止のための啓発、調査研究の推進等

の対策を開始した。その後、2005年に自殺対策省内

連絡会議を設置するなど対策がとられたが、明確な

効果が表れることはなかった。 

ここで、2006年に自殺対策基本法が制定されるこ

とになる。自殺対策基本法は、自殺対策の基本理念

を定め、国、地方公共団体、事業主、国民のそれぞ

れの責務を明らかにするとともに、自殺対策を総合

的に推進して、自殺防止と自殺者の親族等に対する

支援の充実を図り、国民が健康で生きがいを持って

暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目

的としている。また、基本理念として、自殺が個人

的な問題としてのみ捉えられるべきではなく、その

背景に様々な社会的要因があることを踏まえ、社会

的な取り組みとして実施されるべきであると述べら

れている。 

更に自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき

自殺対策の方針として自殺総合対策大綱が2007年６

月に閣議決定で定められた。自殺総合対策大綱は、

日本の自殺を巡る現状を整理するとともに「自殺は

追い込まれた末の死」、「自殺は防ぐことができ

る」、「自殺を考えている人は悩みを抱え込みなが

らもサインを発している」という三つの基本的な認

識を示した。更に、2016年までに2005年の自殺死亡

率を20%以上減少させる数値目標を設定した。 

その後、自殺総合対策大綱は5年をめどに見直し

をすることになっていたことを受けて、2012年に見

直された。新たな自殺総合対策大綱では、「誰も自

殺に追い込まれることのない社会」が目指され、今

後の課題として地域レベルの実践的な取り組みを中

心とする自殺対策への転換が指摘されている。また、

重点施策として、「自殺や自殺関連事象等に関する

正しい知識の普及」、「様々な分野でのゲートキー

パーの養成の促進」、「大規模災害における被災者

の心のケア、生活再建等の推進」、「児童虐待や性

犯罪・性暴力の被害者への支援の充実」、「生活困

窮者への支援の充実」などが新たに盛り込まれてい

る。 

2012年の自殺対策の実施状況として、主に9つの

取り組みが挙げられる。①自殺の実態を明らかにす

る取り組み、②国民一人ひとりの気づきと見守りを

促す取り組み、③早期対応の中心的役割を果たす人

材を養成する取り組み、④心の健康づくりを進める

取り組み、⑤適切な精神科医療を受けられるように

する取り組み、⑥社会的な取り組みで自殺を防ぐ取

り組み、⑦自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取り

組み、⑧遺された人への支援を充実する取り組み、

⑨民間団体との連携を強化する取り組みである。 

具体的な重点施策は①「自殺予防週間と自殺対策

強化月間を設定すること」、②「支援を必要として

いる人が簡単に適切な支援策に辿り着けるようにす

るため、インターネットを活用するなどして支援策

情報の集約、提供を強化すること」、③「様々な分

野でのゲートキーパーの養成を促進すること」、④

「児童生徒が命の大切さを実感できる教育だけでな

く、生活上の困難・ストレスに直面したときの対処

方法を身に付けさせるための教育を推進すること」、

⑤「児童生徒の自殺が起きた場合の実態把握をより

厳密に行い、いじめ問題への対処について指導する

こと」、⑥「認知行動療法などの診療の普及を図る

ため、精神科医療体制の充実の方策を検討する。ま

た、適切な薬物療法の普及や過量服薬対策を徹底す

ること」、⑦「救急医療施設において、自殺未遂者

が必要に応じて精神科医等によるケアが受けられる

体制の整備を図ること」、⑧「職場の管理・監督者

及び産業保健スタッフや労働者に対するメンタルヘ

ルスに関する教育研修を実施するとともに、労働者

が働きやすい職場環境の整備を図る。また、いわゆ
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る過労死・過労自殺を防止するため、労働基準監督

署による監督指導を強化するとともに、小規模事業

場や非正規雇用を含めた全ての労働者の長時間労働

を抑制するため、労働時間等の設定改善に向けた環

境整備を推進すること」、⑨「大規模災害における

被災者の心のケア、生活再建等を推進すること」な

どである。 

 自殺総合対策大綱の制定後、2008年には自殺対策

加速化プランが策定され、翌年には地域自殺対策強

化基金が設置された。 

 以上のように、政府は自殺対策のための様々な取

り組みを実施しているが、未だ世界的にも高い自殺

率に鑑みて、政策の改善や新たな施策を打ち出す必

要があると考えられる。 

 

４ 諸外国の取り組み 

 

世界全体における自殺死亡者数は毎年約 100 万人

に上るという調査結果が存在する（Keith Hawton, 

Kees van Heeringen. （2009））。自殺はいまや国

際社会にとっても重大な社会問題であると共に、そ

の効果的な対策は国際的にも重要な関心事となって

いる。 

1991 年、国連総会において、国家レベルで自殺

予防をすることの提唱がなされる。これを踏まえ、

世界保健機構（WHO）は 1996 年、自殺予防を重要課

題として取り上げた上で、包括的な自殺予防対策の

ガ イ ド ブ ッ ク とな る 「 Prevention of Suicide: 

Guidelines for the Formulation and 

Implementation of National Strategies」を発表

し、各国に自殺予防を勧告している。もちろん、こ

のガイドブックの発表以前にも、国家及び NGO 等に

よる自殺予防の取り組みは存在している。各国・各

機関の長年にわたる自殺対策に関する調査・研究が

このガイドブックの基底にあることは言うまでもな

い。 

その中でもフィンランドは 1970 年代より国家的な

自殺対策を推進し、効果が出ている国の一つであり、

WHO をはじめ全世界からその政策が注目されている。

実際、フィンランド政府は 1990 年には 30 を超えて

いた自殺率を 10 年以上かけて 3 割減らすことに成

功した。 

フィンランドでは 1897 年、自殺予防に関する

NGO として世界で最も歴史あるフィンランドメンタ

ルヘルス協会が設立された。そして 1970 年には、

自殺志願者に対して電話相談や危機介入を無償で行

う SOS センターが、教会の援助を得て設立される。

このようにフィンランドでは、民間が政府に先行し

て活動してきたのである。しかしながら、こうした

民間の努力とは裏腹に自殺率は増加の一途を辿った。

そこで 1987 年に、政府が国家的包括的な自殺予防

に向けての予備調査を開始し、フィンランド社会保

健省直轄の専門家が率いる国立研究機関である国立

公衆衛生院（KTL）が、全自殺について心理学的剖

検及び報告書の作成を行った。その報告書の中で、

自殺の高リスク要素として、①男性、②アルコール

依存症、③うつ病が挙げられた。これらの結果を基

に、医療現場においてスクリーニング治療を実施し

た。スクリーニングとは、ふるいわけ検査とも呼ば

れ、高リスク要素を持つ人に対し、症状の無い段階

で、それぞれ要素に合わせた適切な予防治療を行う

というものである。日本においても、市町村単位で

の実施例はあるが、国家的長期的な実施は未だ行わ

れていない。また、フィンランド政府は上述の危険

因子に対する国民の理解を促す為に、息の長いパブ

リックキャンペーンを実施している。 

これらの綿密な調査・研究と適切な予防治療、広

報活動が奏功し、フィンランドにおける自殺率は漸

進的に改善されていった。もちろん、日本とフィン

ランドではその国土・風土・社会構造等のバックグ

ラウンドが異なり、自殺の高リスク要素も相違する。

そのため、さらなる調査・研究が必要であろう。し

かしながら、リスク要因を究明し、スクリーニング

治療を行う手法は極めて合理的であり、効果も出て

いることから学ぶべき点が多い。 
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５ 問題意識 

 

上述の通り、現在政府は様々な自殺対策を実施し

ているにも関わらず、日本の自殺率は世界の国々と

比較しても非常に高い。日本国憲法第 25 条第 1 項

において、「すべて国民は健康で文化的な最低限度

の生活を営む権利を有する」と定められており、自

殺者数や自殺率の増加は国民の健康状態や生活の質

が悪化していることを意味すると言える。そのため、

国や地方公共団体が主体となって自殺を減らす必要

性があるのではないかという問題意識を持った。 

そこで我々は、自殺願望に影響を与える要因は何

か、そして現行の政府による自殺対策の問題点はど

こにあるのかを調査することにした。 

 

Ⅲ 先行研究及び本稿の位置づけ 

 

１ 先行研究 

 

自殺の要因に関する研究は、医学、心理学、社会

学など様々な分野で行われている。経済学的な視点

で研究されたものとしては、「コホートサイズ 34の

自殺率規定力に対する年齢効果の検討―世代間、世

代内コンフリクトが日本の自殺に対して与える影響

の計量分析」（紺田、与謝野（2013））や、平成

17 年度内閣府経済社会総合研究所委託調査による

「自殺の経済社会的要因に関する調査研究報告書」

（京都大学（2006））、「自殺願望の規定要因に関

する一考察」（森田（2006））、「自殺のない世界

へ-経済学・政治学からのエビデンスに基づくアプ

ローチ」（澤田、上田、松林（2013））などがある。 

「コホートサイズの自殺率規定力に対する年齢効

果の検討―世代間、世代内コンフリクトが日本の自

殺に対して与える影響の計量分析」（紺田、与謝野

（2013））では、1993 年から 2010 年の都道府県

                                                      
34同時出生集団の人口サイズ 

別・年齢階級別の男性の自殺率を分析対象として、

コホートサイズが自殺率に及ぼす影響を検討してい

る。分析の結果、若年層・中高年層では大きなコ

ホートサイズほど自殺率が増加し、高齢者層では大

きなコホートサイズほど自殺率が減少しており、世

代間の信頼の弱体化と世代間の対立の両者がともに

自殺率に対して影響を持つことが明らかになってい

る。 

「自殺の経済社会的要因に関する調査研究報告

書」（京都大学（2006））では、1998 年以降急増

した自殺の原因動機として経済・生活問題が大きく

増加している点に注目し、自殺とその経済社会的要

因との関係について統計的分析を行うと共に、自殺

予防対策について考察している。分析においては、

ミクロレベルに細分化されたデータである年齢別性

別（都道府県別）年次プール・データ（厚生労働省

「人口動態統計特殊報告」、国立保健医療科学院

（2003））を用いて、1998 年以降の自殺増加の要

因の統計的検証を行っている。その結果、年齢階層

別データ分析及び都道府県別年齢階層別データを用

いた分析において、長期失業等を含む失業要因が有

意に男性自殺率を増加させる方向に作用し、寄与度

も大きいことが明らかになっている。また、都道府

県別年齢階層別データの統計分析では、近所付き合

いの頻度が高い地域で自殺率が低い傾向にあったこ

とが不完全ながらも示されている。したがって、失

職者や経営難に陥った自営業者を経済面だけではな

く、精神面でも支援するような人的ネットワークを

土台とするセーフティーネットの構築が自殺予防に

有効である可能性が高いということが明らかになっ

た。 

「自殺願望の規定要因に関する一考察」（森田

（2006））では、自殺願望の経験（過去に自殺をし

たいと考えたことのある経験）の有無を規定する要

因を、JGSS-2006 データを用いて、ロジスティック

回帰分析により、20 歳から 59 歳までの若年・中

年層と、60 歳から 89 歳までの高齢者層の 2 集団

に分類した上で、男女別に分析している。その結果、
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若年・中年層について、男性では、失業の可能性が

ある者、健康状態が悪い者、友人との交際がまった

くない者が、自殺願望を抱きやすいということがわ

かった。その一方で、女性では、20 歳代、大卒者、

労働時間が 40 時間以上 60 時間未満の者、健康状

態の悪い者が自殺願望を抱きやすく、未婚者は抱き

にくかった。これに対し、高齢者層で、男性では、

健康状態が悪い者、独居の無配偶者、集団参加のあ

る者が自殺願望を抱きやすく、70 歳代は抱きにく

かった。その一方で、女性では、友人との交際が

まったくない者、持ち家のない者が自殺願望を抱き

やすかった。 

「自殺のない世界へ-経済学・政治学からのエビ

デンスに基づくアプローチ」（澤田、上田、松林

（2013））では、自殺や精神疾患の多くが個人の特

質のみに由来するのではなく社会経済的要因にも由

来する問題である可能性を検証し、そうした観点か

らエビデンスに基づく適切な社会経済政策や予防策

を講ずることの重要性を、経済学・政治学のアプ

ローチから議論している。また、経済危機や自然災

害等が自殺率に与える影響を実証的に検討し、現在

行われている様々な政策の成果を統計分析等で検証

している。 

 

２ 本稿の位置づけ 

 

本稿の目的は自殺願望に影響を与える要因を明ら

かにすることである。また、先行研究では言及され

ていない人間の心理的な側面に着目した分析を行い、

自殺願望を抱かせる要因は何かを明らかにする。こ

れを踏まえた有用な政策を提言することでこれまで

より望ましい自殺対策の制度策定を目指すことが、

本稿の目的である。 

 

Ⅲ 実証分析 

 

１ 分析の枠組み 

 

本稿では自殺についての質問項目がある個票デー

タを用いて、自殺願望に影響を与える要因、さらに

はその影響度合いについて明らかにする。先行研究

に倣い、説明変数を基本属性、労働要因、身体的要

因、社会的要因、経済的要因に分類し、そこに心理

的要因として自殺許容レベル、トラウマ経験の有無

を追加し、20 歳から 59 歳までの若年・中年層と、

60 歳以上の高齢者層の 2 種類に分類した上でロジ

スティック回帰分析を行う。 

 

２ 変数選択 

 

➀ 被説明変数 

本稿では、被説明変数に自殺願望の経験の有無を

用いる。自殺願望の経験の有無については、個票

データである JGSS-2006 データの「あなたは、ここ

5 年の間に『自殺をしたい』と考えたことがありま

したか」という質問に対し、「1：あった」、「2：

ここ 5 年はないが、それ以前にはあった」、「3：

一度もない」、「4：無回答」から一つを選択する

質問項目を使用する。JGSS-2006 は大阪商業大学

JGSS 研究センターが、20 歳から 89 歳の男女を調査

対象の母集団とし、全国を北海道・東北、関東、中

部、近畿、中国・四国、九州の 6 ブロックに分け、

各ブロック内で市郡規模に応じて大都市、人口 20

万人以上の市、人口 20 万人未満の市、郡部の４つ

に分けた層化から層化 2 段抽出法により対象者を抽

出して行った調査である。 

本稿では、上述の質問項目に対する「1：あっ

た」及び「2：ここ 5 年はないが、それ以前には

あった」という回答に関しては「自殺願望を持った

経験がある」とし、「3：一度もない」という回答
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に関しては「自殺願望を持った経験がない」として

扱った。 

なお、回答の度数分布に関しては表 1 の通りである。 

 

② 説明変数 

説明変数については JGSS-2006 の質問項目から得

られた回答を基に作成している。 

 

（1）基本属性 

基本属性として「性別」と「年齢」を用いる。

「性別」については、男性の自殺率が圧倒的に高い

という警察庁の自殺統計より、男性の方が自殺願望

を抱きやすいと推測される。「年齢」については、

職場でのストレスが管理職となる 40 歳代・50 歳代

ほど高くなると考えられるため、40 歳代・50 歳代

ほど自殺願望を抱きやすいと推測される。また、本

稿では「あなたは、ここ 5 年の間に『自殺をした

い』と考えたことがありましたか」という質問項目

に対しての「ここ 5 年はないが、それ以前にはあっ

た」という回答も「自殺願望を持った経験がある」

として扱うため、単純に長く生きている高齢者ほど

自殺願望を抱きやすいという結果も推測される。 

 

（2）労働要因 

  労働要因として、20 歳から 59 歳に関しては

「労働時間」及び「失業の可能性レベル」を用いる。

60 歳以上に関しては「就労の有無」を用いる。

「労働時間」については、肉体的・精神的負担から、

労働時間が長ければ長いほど自殺願望を持った経験

が多くなると推測される。「失業の可能性レベル」

については、職を失うことによる経済的な問題への

不安が精神的負担となるため、より失業の可能性が

あると感じている人ほど自殺願望を持ちやすいと推

測される。「就労の有無」については、仕事をする

ことによる肉体的・精神的な負担から、就労してい

る人は自殺願望を抱きやすいと推測される。 

 

（3）身体的要因 

  身体的要因として「健康レベル」を用いる。

「健康レベル」については、健康問題が自殺の要因

の約半数が健康問題（警察庁生活安全局生活安全企

画課 平成 24 年度における自殺の概要資料）である

ことから、健康レベルが低ければ低いほど自殺願望

を抱きやすいと推測される。 

 

（4）社会的要因 

  社会的要因として「配偶関係」を用いる。また、

60 歳以上に関しては「持ち家」、「趣味への取り

組み」も社会的要因として用いる。「配偶関係」に

ついては、「離死別」に関しては精神的ショックか

ら自殺願望を抱きやすくなると推測され、「未婚」

に関しては、孤独によるストレスによって自殺願望

を抱きやすくなると推測される。「持ち家」に関し

ては、持ち家があれば家賃の支払いが不要となり、

生活していく上での負担が軽減されるため自殺願望

を抱きにくくなると推測される。「趣味への取り組

み」については、趣味を持っている人は、趣味を

持っていない人よりも充実感が高いと考えられるた

め自殺願望を抱きにくいと推測される。 

 

（5）経済的要因 

  経済的要因として「世帯収入のレベル」を用い

る。「世帯収入のレベル」については、経済問題に

直結すると考えられるため、低ければ低いほど自殺

願望を抱きやすくなると推測される。 

 

（6）心理的要因 

  心理的要因として「友人との交際の満足レベ

ル」、「自殺許容レベル」、「トラウマの回数」を

用いる。「友人との交際の満足レベル」については、

友人関係が良好であればあるほど、日々の精神的な

ストレスを軽減させることができるため、自殺願望

を抱きにくいと推測される。「自殺許容レベル」に

ついては、そもそも自殺は個人の自由であると考え

ている人は自殺に対して否定的ではないために、自

殺願望を抱きやすい推測される。「トラウマの回
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数」については、トラウマによって受ける精神的負

担が大きいためにトラウマの回数が多いほど自殺願

望を抱きやすいと推測される。 

 

３ 本稿の分析 

 

➀ 分析結果 

以上のような変数を用い、実際に 20 歳から 59 歳

の若年・中年層、60 歳以上の高齢者層に分けてロ

ジスティック回帰分析による分析を行った。 

 表 3・表 5 が本稿の分析の結果である。結果とし

て、若年・中年層では「女性」、「離死別」、「失

業の可能性レベル」、「自殺許容レベル」、「トラ

ウマの回数」が自殺願望を持った経験に対して正の

影響を与える一方、「50 歳代」、「友人との交際

の満足レベル」、「健康レベル」が負の影響を与え

るということがわかった。また、高齢者層では「未

婚」、「自殺許容レベル」、「トラウマの回数」が

正の影響を与える一方、「健康レベル」、「友人と

の交際の満足レベル」、「健康レベル」が負の影響

を与えることが明らかになった。 

 

③  考察 

若年・中年層についての考察 

まず本稿の若年・中年層についての分析結果に対

し、考察を加える。表 3 中で説明力を持つという結

果を得た「女性」に関しては、うつ病の発生率が男

性よりも高いため、男性と比較してストレスを感じ

やすいと考えられる。そのため、自殺願望を持った

経験に正の影響を与えると捉えられる。「離死別」

に関しては、離婚・死別による精神的なストレスが

自殺願望を持った経験に正の影響を与えると考えら

れる。次に、「失業の可能性レベル」に関しては、

不況のために再就職が難しく、その不安が自殺願望

に正の影響を与えると考えられる。また、失業の可

能性があると感じている人は職場で何らかの問題を

抱えている可能性が高く、これが自殺願望を持った

経験に正の影響を与えているとも考えられる。「自

殺許容レベル」に関しては、そもそも自殺は個人の

自由であると考えている人は自殺に対して否定的で

はないために、自殺願望を抱きやすいと考えられる。

そのため、自殺願望を持った経験に正の影響を与え

ていると捉えることができる。また、「トラウマの

回数」に関しては、親族の死などによる精神的

ショックから自殺願望を持った経験に正の影響を与

えると考えられる。一方で、「50 歳代」に関して

は、就職氷河期を経験した 20 歳代と比較して、雇

用に対する不安の経験が少ないために、自殺願望を

持った経験に負の影響を与えると考えられる。「友

人との交際の満足レベル」に関しては、友人関係が

良好であればあるほど、日々の精神的なストレスを

軽減させることができるため、自殺願望を持った経

験に負の影響を与えると考えられる。「健康レベ

ル」に関しては、健康に何らかの問題を抱えている

場合、これが精神的負担となり自殺に繋がることが

あるため、健康レベルが高ければ高いほど自殺願望

を抱きにくくなると考えられる。そのため、自殺願

望を持った経験に負の影響を与えると捉えることが

できる。 

 

高齢者層についての考察 

次に本稿の高齢者層についての分析結果に対し、

考察を加える。表 5 中で説明力を持つという結果を

得た「未婚」に関しては、未婚のため一人暮らしに

なることが多く、孤独になりがちになるために、自

殺願望を持った経験に正の影響を与えると考えられ

る。次に、「自殺許容レベル」関しては、上述の考

察と同じく、そもそも自殺は個人の自由であると考

えている人は自殺に対して否定的ではないために、

自殺願望を抱きやすいと考えられる。そのため、自

殺願望を持った経験に正の影響を与えていると捉え

ることができる。また、「トラウマの回数」に関し

ても上述の考察と同じく、親族の死などによる精神

的ショックから自殺願望を持った経験に正の影響を

与えると考えられる。「友人との交際の満足レベ

ル」に関しては上述の考察と同じく、友人関係が良
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好であればあるほど、日々の精神的なストレスを軽

減させることができるため、自殺願望を持った経験

に負の影響を与えると捉えることができる。また、

高齢者は孤独に陥りやすく、友人との交際によって

その孤独を解消することができると考えられ、自殺

願望を持った経験に負の影響を与えるとも捉えるこ

とができる。「健康レベル」に関しては、上述の考

察と同じく健康に何らかの問題を抱えている場合、

これが精神的負担となり自殺に繋がることがあるた

め、健康レベルが良ければ良いほど自殺願望を抱き

にくくなると考えられる。そのため、自殺願望を

持った経験に負の影響を与えると捉えられる。 

 

Ⅳ 政策提言 

 

本稿の分析の結果、20 歳から 59 歳の若年・中年

層においては「女性」、「離死別」、「失業の可能

性レベル」、「自殺許容レベル」、「トラウマの回

数」が自殺願望を持った経験に対して正の影響を与

える一方、「50 歳代」、「友人との交際の満足レ

ベル」、「健康レベル」が負の影響を与え、60 歳

以上の高齢者層においては「未婚」、「自殺許容レ

ベル」、「トラウマの回数」が正の影響を与える一

方、「健康レベル」、「友人との交際の満足レベ

ル」が負の影響を与えることがわかった。 

 また、実際に自殺対策を実施している地方自治体

への聞き取り調査の結果、自殺対策に改善の余地が

あることがわかった。 

以上を踏まえ、我々は現状の問題点をそれぞれ指

摘した上で、第 1 節から第 3 節では「自殺願望を抱

かせない社会づくり」、「自殺させないための施策

の実施」、「自殺未遂者の再犯防止・遺族の後追い

自殺防止」の 3 つを目指す政策を提言する。また、

第 4 節では今後より効率的な自殺対策を行うための

体制作りを目指す政策を提言する。以下、政策提言

の根拠となる本稿の分析における説明変数との対応

を表 6 に示した。 

 

１ 自殺願望を抱かせない社会づくりの政

策 

 

➀ 自殺予防教育 

本稿の分析から、自殺許容レベルが自殺願望を

持った経験に正の影響を与えるという結果が得られ

た。つまり、自殺許容レベルが高ければ高いほど自

殺願望を抱きやすい、ということが明らかになった。

自殺許容レベルは個人の思想に大きく左右され、ま

た、成人段階における思想は幼少時の教育に大きく

影響されると考えられる。そのため、成人段階にお

ける自殺許容レベルは子供時代の学校教育によって

変えることができると言える。つまり、青少年期の

うちに自殺に対して正しい認識を持たせる必要があ

るという点で、学校での自殺予防教育は非常に重要

である。 

文部科学省が平成 24 年に実施した「児童生徒の

自殺予防に資する教育に関する取組状況調査」の結

果によると、現在の学校教育においては、「生命を

尊重する」教育や「人間関係づくり」に関する取り

組みについては 7 割から 8 割の学校において実施さ

れている。しかし、「自殺予防を目的とした教育」

に関する取り組みとして、自殺予防教育そのものを

実施している学校は 5 割程度であり、他の取り組み

よりも実施率が低いということが明らかになった。

また、文部科学省のもとで「児童生徒の自殺予防に

関する調査研究協力者会議」が設置されているもの

の、その目的はもっぱら「児童の自殺」を予防する

ことにあり、成人になった後に自殺願望を抱いた場

合や、周りの人が自殺の兆候を見せた場合に対処で

きる内容のものではない。自殺予防教育の先行例と

して、アメリカを挙げる。現在日本の半分以下の自

殺率であるアメリカでは、1950 年代から 1980 年代

にかけて 15 歳から 24 歳の若者の自殺率が約 3 倍に

なったことを受けて、自殺予防教育の見直しを行い、

教師・保護者・生徒を対象に絞って対策を行った。
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まず教師には、精神保健の専門家と定期的に会合を

行うことでネットワークを作ることを推進し、有事

の際には迅速な対応ができるようにする対策がとら

れている。また、生徒に自殺の危険が高まった場合

を想定したシミュレーションを行う対策もとられて

いる。次に、学校が保護者に対して自殺に対する正

しい知識と理解を深めるよう促し、その上で教師と

の信頼関係を大切にすることが推進されている。最

後に、子供に対しては自殺の実態や自殺の危険を示

すサイン、ストレスや薬物乱用と自殺の危険、どの

ように助けの手を差し伸べるか、地域にどのような

資源があるかを正確に伝える教育が徹底されている。 

これを踏まえ、自殺願望を抱かせないための施策

として、「日本における自殺予防教育の変革」を提

言する。 

前述の通り、直接的な自殺予防教育を行うために

敢えて自殺というテーマに踏み込んだ教育を行う。

具体的な方法として、「自殺の実態について伝える

こと」、「実際に自殺願望を抱く状況に追い込まれ

ることがあるということを伝えること」、「友人が

自殺願望を抱く状況に陥ったときにどういう対応が

できるかロールプレイ方式で考えさせること」、

「周りにどんな施設があるかを教えること」の 4 点

を中心とした教育を徹底する。「自殺の実態につい

て伝えること」については道徳的な判断や倫理を押

し付けるのではなく、統計的な事実を用いて実態を

明らかにする。「実際に自殺願望を抱く状況に追い

込まれることがあるということを伝えること」につ

いては、誰にでも人生の中で絶望的な気持ちになる

ことは決して異常なことではないということを伝え、

また自殺の危険を示すサインとして様々な項目を挙

げる。「友人が自殺願望を抱く状況に陥ったときに

自分がどういう行動をとれるか考えさせること」に

ついては、ロールプレイ方式を使ってどのように動

くべきかを指導し、自ら考えることで実際に起こり

うる状況に対応できるようにする。「周りにどんな

施設があるかを教えること」については、自殺予防

センターや保健所、精神保健センター、電話相談等

があるということを伝える。また、どのような状況

で連絡ができるかということも併せて知らせる。保

護者に対しては、学級懇談会や学年懇談会などと共

に、書面でも自殺予防教育の目的と概要を伝える。 

これらをきっかけとして、子供たちひとりひとり

が自殺への正しい知識と認識を得ることができると

考える。 

 

② 連帯保証制度 

第 1 章で述べた通り、自殺要因の約 3 分の 1 が経

済・生活問題である。そのうち、40%以上が債務を

負ったことが原因となり自殺していることが明らか

になっている（平成 24 年警察庁自殺統計）。この

中には、連帯保証人等の保証債務も含まれる。連帯

保証人の数に関する公式の統計は存在しないが、自

己破産事由のうち 4 分の 1 程度が保証債務であるこ

とに鑑みると（平成 16 年早稲田大学消費者金融

サービス研究所）、その影響は決して小さいとは言

えない。 

民法第 454 条では連帯保証の制度が設けられてい

る。この制度は金融機関からの融資や賃貸借契約、

住宅ローンを組む時など様々な場面において用いら

れており、我が国の商慣習の一つとなっている。連

帯保証人は、単なる保証人とは以下の点で異なる。

1 つ目は、債権者が保証人に債務履行を請求したと

きに、保証人がまず、主たる債務者に催告するべき

旨を請求できる「催告の抗弁権」（民法第 452 条）

が認められていない点である。2 つ目は、保証人が

債権者に対し、主たる債務者の財産につき執行をな

すまで自己の保証債務の履行を拒むことができる

「検索の抗弁権」（民法第 453 条）が認められてい

ない点である。3 つ目は、保証人が複数いる場合、

各保証人は、その人数で割った等しい履行義務のみ

を負う「分別の利益」（民法第 456 条）が認められ

ていない点。以上の点を鑑みれば、連帯保証制度は、

単なる保証制度よりも強力な保証効力を有するが、

連帯保証人の置かれる立場は単なる保証人に比べ著

しく不利なものである。しかしながら、債権者の保
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護や、強力な保証力ゆえ低金利で融資を受けること

ができる事業者等の便益の観点から、連帯保証制度

を廃止してしまうことは円滑な取引を妨げることに

繋がるとの指摘も多い。問題なのはその運用の仕方

である。零細事業者や個人が連帯保証契約を結ぶ際、

事業等に全く関わらない親族や親しい友人が善意で

保証人になるケースが多々存在する。そして、主た

る債務者の経済状況が悪化すると、途端に保証債務

の履行を迫られるのである。また、連帯保証人に迷

惑をかけたくない一心で、主たる債務者の心理的負

担も大きくなる。このように、現状の連帯保証制度

の運営では、主たる債務者のみならず連帯保証人に

も多大な経済的・心理的負担を強いており、これら

は自殺の一端となっていると言える。 

 連帯保証制度そのものやその運用の仕方について

は、昨今見直しの動きがある。2006 年、信用保証

協会が保証を与える際に、第三者の連帯保証人を取

らない方針を打ち出した。さらに 2011 年、各金融

機関に対して金融庁から「経営に関わらない第三者

の個人連帯保証を禁ずる」とする通達が出された。

さらに、2013 年、債権法改正の中間試案第 17.6.

（1）【個人保証の制限】において、前述の金融庁

通達の法文化が検討されている。中間試案において

は、他にも契約締結時の情報説明義務や、主たる債

務者が保証人に対して債務の履行状況に関する情報

提供義務等が示されている。さらに、連帯保証人救

済の手段として、裁判で保証債務の額の減免を請求

できるようにする制度を検討している。このように、

保証人の救済・保護が連帯保証制度の課題であり、

制度面は改善される兆しがある。 

以上を踏まえ、我々は上述債権法改正案の当該部

分の早期実現化を支持した上で、「連帯」保証人で

はなく、保証人やその他担保で融資が下りるように、

運用面を変えることを提言する。 

 これまで連帯保証制度は危険性が高いにも関わら

ず、リスクへの対処の為にむやみに多用されてきた。

そこで、金融庁・地方自治体を中心として各金融機

関・企業の連帯保証契約を調査し、統計等を基に基

準を定め、内容に対して不合理な条件を提示してい

る企業には行政指導等を行うべきである。例えば、

賃貸借契約においては、UR 都市機構が連帯保証人

無しで、前払家賃制度などで賃貸住宅を展開してい

る。また、事業者への融資として、日本政策金融公

庫は連帯保証人を取らず、決算書や事業計画書・経

営者の意欲等を多角的に審査した上で融資をしてい

る。これらのように、連帯保証制度に頼らずとも、

確かな審査や他の担保によってリスクを軽減する方

法を探るよう各企業が努め、金融庁・地方自治体は

これを推進すべきである。 

 

➂ 生命保険約款の見直し 

保険法 51 条 1 号には「被保険者が自殺をしたと

き」保険者は保険給付を行う責任はない。と規定さ

れている。しかしながら、各生命保険会社は自殺に

対してその約款で約 3 年の免責期間を定め、免責期

間後の自殺に関しては、原則保険金を出している。

自殺免責に期間があることが、免責期間後の被保険

者の自殺を助長すると考えられる。つまり、本稿で

言う「自殺の許容レベル」の上昇の一因となってい

るのではないか。また、実際に韓国では免責期間終

了を契機に自殺が増加しているという調査結果 35も

ある。 

以上を踏まえ、我々は「生命保険協会や各生命保

険会社が自殺の免責期間を廃止し、精神障害による

ものを除き自殺を免責事由とすること」を提言する。 

平成 22 年 8 月 27 日奈良地方裁判所において、自

殺の免責期間中であっても、精神障害に陥って判断

能力が欠如していることが証明された場合、保険金

の支払いが認められた。それ以降、各保険会社は、

免責期間中であっても、精神病になり判断能力が欠

如している被保険者には自殺であっても任意で保険

金を支払っている。このように、精神病による自殺

と証明されれば、事実上免責期間に関係なく保険金

が支払われている。このような現状に鑑みて、3 年

という自殺免責期間の設定は、免責期間後の保険金

                                                      
35 韓国保険研究員による調査結果 
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目当ての自殺を助長するのみで、制度的合理性を有

しない。また、精神疾患以外の理由の自殺に対して

保険金が出ることを謳った保険商品はそもそも公序

良俗に反し、違法である。 

 

２ 自殺させないための政策 

 

➀ スクリーニング 

本稿の分析の結果、「健康レベル」が自殺願望を

持った経験に負の影響を与え、「トラウマの回数」

が自殺願望を持った経験に正の影響を与えたことか

ら、健康状態とトラウマの経験が自殺に繋がること

が明らかになった。そこで、トラウマを経験した

人々にケアを行う機会を設け、自殺願望を抱く人が

実際に行動に移すことを未然に防ぐために上述の

フィンランドの例を倣い、多くの人にスクリーニン

グ（ふるいわけ検査）を行うことで自殺願望を抱い

ているか、または、自殺の恐れがあるかを判断する。

そこで何らかのケアが必要と判断されれば、十分な

ケアを行うことによって実際に自殺に繋がらないよ

うにする。秋田県八峰町や宮崎県小林市野尻町など

市町村単位では実際に行われており、効果が出てい

る。我々は実際に秋田県八峰町でスクリーニングに

より受診が必要とされた人のケアを行っている保健

師の方に、電話によるヒアリング調査を実施した。

その結果、秋田県八峰町では対面型相談支援事業、

人材養成事業、継続的普及啓発、強化モデル事業な

ど様々な取り組みをしているが、その中でも最も効

果的であったのがスクリーニング制度であるという

ことが明らかになった。このように、自殺者を未然

に早期発見するための方法としてスクリーニング制

度は効果的であると考えられるにも関わらず、その

実施は地方公共団体の裁量に任されている。 

以上を踏まえ、我々は「スクリーニングを政府が

地方公共団体に政策として義務付けること」を提言

する。 

方法としては、現在労働安全衛生法に基づきすべ

ての労働者に義務付けられている会社の定期健康診

断の際に、身体検査だけでなく心の健康診断も行う。

具体的には図 7 のように、1 次スクリーニングとし

て、労働安全衛生規則 44 条に定められている一般

健康診断の項目（既往歴、業務歴の調査、自覚症状、

他覚症状の有無の検査、身長、体重、腹囲、視力、

聴力の検査、胸部エックス線検査、喀痰検査、血圧

の測定、貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、血

糖検査、尿検査、心電図検査）に加え、何らかの悩

みを抱えているか、トラウマがあるか、など精神的

な問題を問う「心の健康度評価票」を受診者に記入

してもらい、陽性者のチェックを行う。その後 2 次

スクリーニングでは、1 次スクリーニングの陽性者

に対し、本人の同意を得て保健師等の面接による調

査を行う。健診終了後、二次スクリーニング結果判

定を保健師等が行い、「治療勧告群」と「経過観察

群」に分け、必要に応じて助言をする。「治療勧告

群」に対しては専門医及び保健所等の相談窓口を紹

介し、「経過観察群」についてはしばらく期間を設

けた後に訪問、または相談を行う。自殺をしなかっ

た場合にその人が経済活動によって得られたであろ

う利益が膨大であるということについて触れたが、

そのことからも、会社がスクリーニングに協力する

ことは有益であると考えられる。 

ただし、無職者及び非正規雇用者などに関しては

健康診断を自費で受けることになり、そもそも一般

健康診断の受診率が低いことが問題となっている。

厚生労働省が 2007 年に実施した調査によると、過

去１年間に定期健康診断を実施した事業所の割合

（企業検診実施率）は 86.2％、受診率は 81.2％で

ある一方で、自営業者、専業主婦、無職者などの国

民健康保険加入者の健診受診率は 30％未満であっ

た。無職者や自営業者、お高齢者が徹底して健康診

断に行くよう、政府や地方公共団体が、問診票付き

の往復はがきの送付によって検診を代替する措置を

設けることや、その他広報活動によって呼びかけ、

毎年の受診を徹底させることが求められる。 

また、精神的な病気は身体の病気以上にデリケー

トな問題であるため、このスクリーニング制度が実



 

 

155 

 

施される場合、受診者のプライバシーの保護につい

ては十分に考慮する必要がある。 

 

② マスメディアを利用した自殺予防 

自殺とその予防に関する因子は複雑で、まだ十分

には解明されていないが、メディアがウェルテル効

果として、また自殺の予防に大きな影響力を及ぼす

ことについて根拠が示されている（Phillips

（1974）、Matsubayashi 

,Mori&Ueda （2013））。自殺願望を抱いている人

にとって、自殺の報道が大々的で目立つものであっ

たり、センセーショナルなものであったりすると、

その自殺に追随するように気持ちが向いてしまう。

逆に、報道の仕方によっては自殺に関して社会を啓

発し、自殺願望を抱いている人を救うことや命の大

切さを伝えることもできる。WHO によって作成され

た自殺予防のガイドラインのひとつに「自殺予防 

メディア関係者のための手引き（内閣府-2008 年改

訂版日本語版）」がある。この手引きでは、メディ

ア関係者が自殺関連報道をする際に注意すべき点が

まとめられている。具体的には、社会に向けて自殺

に関する啓発・教育を行う、自殺をセンセーショナ

ルに扱わない、自殺の報道を目立つところに掲載す

るなど過剰に行わない、自殺既遂や未遂に用いられ

た手段や場所を詳しく伝えない、見出しのつけ方、

写真や映像の使用には慎重を期する、著名な人の自

殺報道に関しては特に注意する、遺された人に対し

て十分な配慮をする、どこに支援を求めることがで

きるのかについて情報を提供することなどが定めら

れている。 

 以上を踏まえ、我々は「政府としての、社会全体

で自殺の問題を解決するための各メディアに対する

呼びかけ」を提言する。 

日本では、報道の自由を含む表現の自由というも

のが特に侵害されてはならない人権とされているた

め、この手引きを法律化し、義務付けることは難し

いが、メディアが大衆に多大な影響を及ぼすことか

ら、政府が各メディアに呼びかけて社会全体で自殺

の問題を解決するよう努めていくことには大いに意

義があると考えられる。文書やメディア関係者らを

集めた講演会などにおいて、自殺の報道がその後の

自殺率に影響を及ぼすというエビデンスを示したう

えでその対策を講じることが効果的であると考える。

また、これは他の政策に比べてもかなり低コストで

実施することができるはずである。 

 

３ 自殺未遂者の再犯・遺族の後追い自殺

防止 

 

➀ 自殺未遂者の再犯防止 

自殺者の 4 割近くに過去の自殺未遂歴があり、救

命救急センター等で入院に至った自殺企図例のうち、

42％に過去の自殺企図歴があるという報告がある

（厚生労働省：自殺未遂者・自殺者親族等のケアに

関する検討会 報告書（2008））。さらに自殺未遂

者や自傷患者の 3%から 12%がその後に自殺しており、

自殺未遂者は自殺者の少なくとも 10 倍存在するこ

とから、自殺未遂者のケアには自殺予防のために重

要なことであると考えられる。 

現在政府は、自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取

り組みを大きく分けて 2 つ行っている。まず 1 つ目

は「救急医療施設における精神科医による診療体制

の充実に関しての取り組み」である。厚生労働省は、

精神科救急情報センターや輪番制等による精神科救

急医療施設の整備を行う「精神科救急医療体制整備

事業」にて、自殺未遂者等の精神・身体合併症患者

に対する対応力の強化について一層の体制整備を

図っている。また、平成 17 年度からの自殺対策の

ための戦略研究の中では、「自殺企図の再発防止に

対する複合的ケースマネジメントの効果：多施設共

同による無作為化比較研究」を行っている。これは

自殺未遂で救急部門に搬送された者に対する、再度

の自殺企図を防ぐための有効な取り組みに関する詳

細な研究である。さらに、救命救急センターにおい

て、精神科の医師を必要に応じ適時確保することを

各都道府県に求めている。これは救急医療の実施と
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併せて、精神科の医師による診療等が速やかに行わ

れるようにするための取り組みである。平成 20 年

度には「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」を

作成するとともに、同年度から関係学会との協同で

ガイドラインを基にして、救急医療の従事者を対象

に「自殺未遂者ケア研修」も開催している。 

 2 つ目は「家族等の身近な人の見守りに対する支

援」である。 

 平成 19 年度から、自殺予防総合対策センターに

おいて、精神保健福祉センター等で相談業務に従事

する者を対象として、相談技法に関する専門的な研

修の実施・協力が行われている。その後、相談技法

に関する研修は都道府県において幅広く実施される

ようになったことから、21 年度をもって自殺予防

総合対策センターにおける研修を終了し、前述の

「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」の普及に

より、自殺未遂者へのケア対策の推進を図っている。 

以上の政府の取り組みから、研究を基に策定され

たガイドラインを踏まえ、実際に自殺未遂者と関わ

る医療機関・公的機関の職員の育成が行われている

ことが見受けられる。 

 しかし、精神保健センターや保健所等の公的機関

で相談業務に従事する者をいくら育成しても、自殺

未遂者が彼らに相談する機会がなければ、有効であ

るとは言えない。実際、精神疾患の影響等で体力や

気力、自発性及び判断力が低下している可能性の高

い自殺未遂者自らが公的な相談窓口に相談しに行く

ことは、そう多くないと考えられる。相談の機会が

あったとしても、継続的な治療が行われているかに

ついては疑問が残る。 

 これを踏まえ、我々は「救急から公的相談窓口へ

の引継ぎ及び相談支援の継続性の重視」を提言する。 

 救急病院に運搬された自殺未遂者、またはその家

族の同意が得られた患者について、「相談窓口連絡

票」を病院が作成して公的機関の相談窓口に送付す

る。相談窓口はこれを基に、本人または家族に連絡

し、相談支援を実施する。滋賀県彦根市では平成

23 年度から「自殺対策ネットワーク構築事業」の

一環として、「平成 27 年度に、彦根市立病院に自

傷行為で救急受診した患者のうち 80％が地域の相

談窓口につながり支援を受けることができる」とい

う目標のもと、同様の取り組みが行われている。 

 また、相談支援の継続の重要性を示すエビデンスと

して、以下の実験が挙げられる。 

WHOが10ヶ国と協力して行った自殺予防の介入研究

にて、短期介入36と18ヶ月間に15回という継続的な

フォローアップをした群では、一般的な治療をしただ

けの群に比べ、自殺率が約6分の1にとどまったことが

判明した。このフォローアップは実に簡単であり、自

殺未遂をした人に直接会いに行き、「お元気ですか

（How are you?）」、そして「何か必要なものはあり

ますか（Do you need anything?）」という2つの質問

を投げかけるだけのものである。接触時間は5 分から

10分程度で、内容も決して心理療法の類のものではな

い。 

 この実験から、「友人との交際の満足度」も低く孤

独を抱えている自殺未遂者において、例え簡単なコ

ミュニケーションであっても、継続的であれば自殺再

犯防止に繋がると考えられる。 

 

② 遺族の後追い自殺防止 

本稿の分析の結果、「トラウマの回数」が自殺願

望を持った経験に正の影響を与えたことから、トラ

ウマの経験が自殺に繋がることが明らかになった。

親族が自ら死を選ぶということは、トラウマの経験

に値すると考えられる。自死遺族の自殺死亡率は、

通常の 2 倍にも及ぶ。内閣府は、遺族の自助グルー

プ等の運営支援を行っている。さらに地方公共団体

では、地域の相談先や自助グループの連絡先などを

記載した「遺族のためのリーフレット等」を作成、

配布している。しかし、自殺未遂者同様遺族が自ら

相談先に連絡することは考えづらい。 

 そこで、「地方公共団体による公的機関・民間の

自助グループなどへの自死遺族情報の連絡」を提言

                                                      
36自殺未遂が起きた後約 1 時間にわたって行う、認知療法

的なアプローチ及び自殺や自殺未遂についての事実の

教育 
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する。同意を得られた自死遺族に関する「相談窓口

連絡票」を地方公共団体が作成し、公的機関・民間

の自助グループなどの相談窓口に送付する。相談窓

口はこれを基に、自死遺族に連絡し、相談支援を実

施する。このように、親族の自殺というトラウマを

事後的にケアすることができれば、遺族の後追い自

殺は減らせることができるのではないか。 

 

４ 自殺対策のための社会経済学的研究の

推進 
 

我が国では、現在までに医療的見地からの研究は

いくつか行われているものの、社会経済学的見地に

基づく研究が包括的に行われていないため、統計的

なエビデンスが不足している。さらに、政策の実施

においても、地域自殺対策緊急強化基金に基づく交

付金を地方自治体に配分することにとどまっている

ため、効果の薄い政策が実施されている可能性もあ

る。日本における自殺対策推進会議は各自治体の政

策について議論してはいるものの、その効果などに

ついては検討されておらず、提言も行っていない。

限られた資源を有効に活用し、自殺につながる問題

を根本的に解決するためにも、社会経済学的なエビ

デンスは重要である。 

以上を踏まえ、我々は「自殺の社会経済学的な研

究者の支援及び育成のための学術機関や研究機関の

創設・強化」を提言する。 

 澤田ほか（2013）によると、アメリカにおいて、

保険社会福祉省が中心となり、BPR（Best Practice 

Registry）と呼ばれる政策が実施されている。これ

は、数ある自殺対策に関する政策のうち、専門家に

よる審査を通して、その効果に関して統計的に有意

な結果が出ているものを抽出し、各自治体等に提言

するものである。その結果、各自治体はエビデンス

に基づく政策のみを行うことができている。このよ

うに、自殺対策が効果的・効率的に行われるために

も、100 億円にも及ぶ地域自殺対策緊急強化基金を

見直し、その一部を利用するなどして、官学民が連

携して自殺の社会・経済的研究を行い、政策に反映

するような体制を整えることが必要である。 

 

Ⅴ おわりに 

 

本稿では、自殺願望を抱く要因は何であるかに焦点

を当て、心理的な要因が自殺願望にどのような影響を

与えるのかについて分析を行った。その上で政府によ

る現行の自殺対策の問題点を指摘し、「自殺予防教

育」、「連帯保証制度」、「生命保険約款の見直し」、

「スクリーニング」、「マスメディアを利用した自殺

予防」、「救急から公的相談窓口への引継ぎ及び相談

支援の継続性の重視」、「地方公共団体による、公的

機関・民間の自助グループへの自死遺族情報の連絡」、

「自殺の社会経済学的な研究者の支援及び育成のため

の学術機関や研究機関の創設・強化」に関する提言を

行った。 

しかし、本稿には以下のような課題も残されている。

1つ目に、データの制約上、分析の被説明変数が「自

殺願望を抱いた経験があるか」という過去についての

問いの回答であり、実際の自殺死亡者のデータで分析

することができなかったという点である。自殺死亡者

のプライバシーの問題が残るものの、実際の自殺者の

詳しい統計データの作成が望まれる。2つ目に、自殺

対策の効果のエビデンスが得られなかったという点で

ある。自殺は様々な問題が複雑に絡み合った結果起こ

るものという性質上、経済学的な観点から自殺対策が

実際にどの程度効果をもたらすのかというエビデンス

を分析により明らかにすることはできなかった。投入

可能な資金が限られている以上、これを有効に活用し、

より大きな成果を得られる自殺対策を目指すべきであ

る。今後、明確なエビデンスを得られるような研究が

実施されることが望まれる。 

本稿では、「自殺願望を抱かせない社会づくり」、

「自殺を遂行させないための施策の実施」、「自殺
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未遂者の再犯防止・遺族の後追い自殺防止」及び

「自殺対策のための社会経済学的研究の推進」を目

指した、政府による自殺対策の今後の可能性を検討

した。今後、政府が様々な研究によるエビデンスを

得た有用な自殺対策を行うことで、自殺という日本

社会の闇に光を照らすことが望まれる。 

最後に、本稿が我が国における自殺率の低下の一

助となることを確信して、本稿を締めくくる。 
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図表 

図 1 自殺者の職業別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（警察庁生活安全局生活安全企画課 

平成 24 年中における自殺の概要資料を基に筆者作成） 

 

 図 2 男性の自殺要因内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（警察庁生活安全局生活安全企画課 

平成 24 年度中における自殺の概要資料を基に筆者作成） 
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図 3 女性の自殺要因内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（警察庁生活安全局生活安全企画課 

平成 24 年度中における自殺の概要資料を基に筆者作成） 

 

図 4 自殺要因の経済・生活問題内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（警察庁生活安全局生活安全企画課 

平成 24 年度中における自殺の概要資料を基に筆者作成） 
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図 5 自殺要因の健康問題内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（警察庁生活安全局生活安全企画課 

平成 24 年度中における自殺の概要資料を基に筆者作成） 

 

図 6  OECD 諸国における自殺率の国際比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省行政評価局（2012）を基に筆者作成） 
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表 1：「自殺願望の有無」に関する度数分布 

 度数 % 

1：あった 117 5.5 

2：ここ 5 年はないが、それ以前にはあった 245 11.5 

3：一度もない 1743 82.1 

無回答 19 0.9 

合計 2124 100.0 

 

表 2：記述統計量（若年・中年層） 

変数 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

自殺願望を持った経験 1329 0.215952 0.411636 0 1 

女性 2656 0.537651 0.498674 0 1 

30 歳代 2656 0.264684 0.441248 0 1 

40 歳代 2656 0.24247 0.428658 0 1 

50 歳代 2656 0.32869 0.469825 0 1 

離死別 2656 0.050828 0.219688 0 1 

未婚 2656 0.224021 0.417015 0 1 

労働時間（40 時間以上 59 時間未満） 2632 0.4445289 0.497008 0 1 

労働時間（60 時間以上） 2632 0.112462 0.3159941 0 1 

失業の可能性レベル 1357 1.515107 0.776185 1 4 

世帯収入レベル 2630 2.711787 0.855816 1 5 

友人との交際の満足レベル 2641 3.671337 0.95994 1 5 

健康レベル 1334 3.684408 1.053033 1 5 

自殺許容レベル 1333 0.141035 0.348189 0 1 

トラウマの回数 2649 1.126085 1.169522 0 4 

 

表 3：分析結果（若年・中年層） サンプル数：1076 

独立変数 カテゴリー オッズ比 標準誤差 有意性 

性別（男性） 女性 1.534012 0.298983 ** 

年齢（20 歳代） 30 歳代 0.872944 0.229915  

40 歳代 0.786765 0.222803  

50 歳代 0.487768 0.142665 ** 

配偶関係（有配偶） 離死別 2.167421 0.756445 ** 

未婚 1.011772 0.227113  

労働時間（40 時間未満） 40 時間以上 59 時間未満 1.069486 0.213239  

60 時間以上 0.825075 0.257643  

失業の可能性レベル 1.287091 0.127061 ** 

世帯収入レベル 0.88954 0.089413  

友人との交際の満足レベル 0.712898 0.063521 *** 

健康レベル 0.796795 0.063405 *** 

自殺許容レベル 3.520167 0.692527 *** 

トラウマの回数 1.171152 0.078449 ** 

疑似決定係数 0.1115 

***は 1%水準で、**は 5%水準で、*は 10%水準でそれぞれ有意なことを表す。 



 

 

164 

 

表 4：記述統計量（高齢者層） 

変数 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

自殺願望を持った経験 776 0.09665 0.295671 0 1 

女性 1598 0.525031 0.499529 0 1 

70 歳代 1598 0.366083 0.481883 0 1 

80 歳代 1598 0.105131 0.306819 0 1 

就労 1598 0.31602 0.465066 0 1 

趣味への取り組み 767 0.26206 0.440042 0 1 

持ち家 1598 0.11577 0.320049 0 1 

離死別 1598 0.223404 0.416658 0 1 

未婚 1598 0.025031 0.156269 0 1 

世帯収入のレベル 1571 2.486314 0.869313 1 5 

友人との交際の満足レベル 783 3.501916 1.182647 1 5 

健康レベル 1567 3.779196 0.987664 1 5 

自殺許容レベル 774 0.03876 0.193147 0 1 

トラウマの回数 1584 1.126894 1.218797 0 4 

 

表 5：分析結果（高齢者層）サンプル数：735 

独立変数 カテゴリー オッズ比 標準誤差 有意性 

性別（男性） 女性 0.802084 0.233892  

年齢（60 歳代） 70 歳代 0.6052515 0.1940565  

80 歳代 0.6887913 0.3894148  

就労（なし） あり   1.424139 0.4344353  

趣味への取り組み（なし） あり 1.174287 0.3815942  

持ち家（なし） あり 1.497029 0.5536881  

配偶関係（有配偶） 離死別 0.9393876   0.3768647  

未婚 2.632759 1.459023 * 

世帯収入のレベル  0.8138965 0.1352066  

友人との交際の満足レベル 0.6289179 0.0910382 *** 

健康レベル 0.7994347 0.0954057 * 

自殺許容レベル 5.763595 2.682589 *** 

トラウマの回数 1.204839 0.1285629 * 

疑似決定係数 0.1281 

***は 1%水準で、**は 5%水準で、*は 10%水準でそれぞれ有意なことを表す。 

 

表 6：政策提言の根拠となる説明変数 

フェーズ 関連する説明変数 

①自殺願望を抱かせない社会づくり 自殺許容レベル 

②自殺させないための施策の実施 健康レベル、トラウマの回数 

③自殺未遂者の再犯防止・遺族の後追い自殺防止 トラウマの回数 

 

図 7 スクリーニングの流れ 
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